
備 考

　法律学科
【Department of Law】

4 260 － 1,040 学士
（法学）

【Bachelor of
Law】

昭和46年4月
第1年次

同上

国際学部
【Faculty of
　International
  Studies】

別記様式第２号（その１の１）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ ｵｵｻｶｹｲｻﾞｲﾎｳｶﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称 大阪経済法科大学　（Osaka University of Economics and Law）

大 学 本 部 の 位 置 大阪府八尾市楽音寺６丁目１０番地

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝ　ｵｵｻｶｹｲｻﾞｲﾎｳﾘﾂｶﾞｸｴﾝ

設 置 者 学校法人　大阪経済法律学園

大 学 の 目 的
本大学は、教育基本法及び学校教育法に則り、建学の理念に基づいて、広く知識を授け、深
く専門の学芸を教授研究するとともに、豊かな人間性と国際感覚にあふれた独創的で実践力
に富む人材を育成し、もって社会の発展と平和に貢献することを使命とする。

新 設 学 部 等 の 目 的

　国際学部においては、平成28年度の開設以来、建学の理念の一つである「人権の伸長と国
際平和への貢献」を具現化するため、特色ある学際的な教育課程を編成・実施してきた。そ
して、長年積み上げてきた海外協定校とのネットワークを生かして、海外体験をはじめとす
る多彩な留学プログラム、実践的な英語力と国際理解力の養成、留学生の積極的な受入れな
ど、学生の知的成長を支える、活力ある教育文化が創造されつつある。これに伴い、高等学
校からの期待や社会的評価が高まる中にあって、志願者数の増加により競争的に入学者を確
保することができている。
　このような状況を積極的に受け止め、完成年度を迎えることを機に、国際学部の収容定員
増を行い、もって、国際性と学際性を特色とする教育課程の下で、国際社会の発展に寄与で
きる人材の養成により一層貢献していくことを目的とする。

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人 年次
人

人 　　年　月
第　年次

経済学部
【Faculty of
  Economics】

平成32年4月
第1年次

同上

計 860
（800）

－ 3,440
（3,200）

　国際学科
【Department of
　International
  Studies】

4 200
（140）

－ 800
（560）

学士
（国際学）
【Bachelor of
International

Studies】

　経済学科
【Department of
  Economics】

4 200 － 800

同一設置者内における変
更 状 況
（定員の移行，名称の変
更 等 ）

　該当なし

学士
（経済学）
【Bachelor of
Economics】

昭和46年4月
第1年次

大阪府八尾市楽音寺
6丁目10番地

大阪府八尾市北本町
2丁目10番45号

経営学部
【Faculty of Business
  Administration】

　経営学科
【Department of
　Business
　Administration】

4 200 － 800 学士
（経営学）
【Bachelor of

Business
Administration】

同上平成31年4月
第1年次

法学部
【Faculty of Law】
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大学全体

（0） （1）

計

（47） （22） （69）

そ の 他 の 職 員

標本

点

0

（542） （8,634） （0）

（0） （114）

0

（119〔6〕）

（0） （107）

10 12 0 2

－

（40） （24） （0） （5） （69） （0）

演習 実験・実習 計

－ －科目 －科目 －科目 －科目

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義

－単位

教

員

組

織

の

概

要

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教 員 等教授 准教授 講師 助教 計

9 6 0 1 16 0 174

（9） （6） （0） （1） （16）

（11） （7） （0）

助手

40 24 0 5 69

138

（9） （7） （0） （1） （17） （0） （138）

9 7 0 1 17 0

0

（2） （20） （0）

（－）

24 0 107

0 2 24 0 －

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職　　　種 専　　任 兼　　任 計

事 務 職 員

人 人 人

（42）

図 書 館 専 門 職 員

（1） （0） （1）

合 計 386,427.6 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡

（　　　　　　0 ㎡）

（10） （12） （0） （2） （24）

84,538.8 ㎡ 0 ㎡

そ の 他 301,888.8 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 301,888.8 ㎡

（3） （0） （3）

64,582.3 ㎡

運 動 場 用 地 19,956.5 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 19,956.5 ㎡

小 計

（22） （64）

技 術 職 員

386,427.6 ㎡

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校
　
　
地
　
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

0 ㎡ 84,538.8 ㎡

34,158.4 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 34,158.4 ㎡

（34,158.4 ㎡）

校 舎 敷 地 64,582.3 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡

（　　　　　　0 ㎡）

20 室

（補助職員　0人） （補助職員　0人）

専 任 教 員 研 究 室
新設学部等の名称 室　　　数

大学全体

教室等

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

27 室 41 室 3 室
4 室

96                室

（34,158.4 ㎡）

図
書
・
設
備

新設学部等の名称

図書 学術雑誌
視聴覚資料 機械・器具

大学全体
357,063〔76,037〕 119〔6〕 2,206〔2,140〕 542 8,634

計

〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 種 〔うち外国書〕 点 点

(350,742〔75,495〕) （119〔6〕） (2,206〔2,140〕)

(2,206〔2,140〕) （542） （8,634） （0）

357,063〔76,037〕 119〔6〕 2,206〔2,140〕 542 8,634

(350,742〔75,495〕)

　
新
　
　
　
　
　
　
設
　
　
　
　
　
　
分

経済学部　経済学科

経営学部　経営学科

法学部　法律学科

国際学部　国際学科

計

教養部

計

人 人 人

（0） （174）

（153）

（0） （1）

人 人 人 人

11 7 0 2 20 0 153

11 4 0 1 16 0 142

（11） （4） （16）

64

1

1

3

69

22

1 0

50 36 0 7 93

（10） （12） （0）

合　　　　計

既
設
分

（1）

0 －

（50） （36） （0） （7） （93） （0） （－）

42

（2） （24）

（0） （－）

10 12

1 0

3 0

47 22
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※平成31年度入
学定員増(40人)

※平成31年度よ
り学生募集停止
（経済学部経営学
科）

　経営学科 4 200 － 200 学士
（経営学）

1.08 平成31
年度

同上

経営学部 1.08

同上

15,000千円

20,000千円

15,000千円 15,000千円 15,000千円 15,000千円 －千円 －千円

20,000千円 20,000千円 20,000千円 20,000千円 －千円 －千円

2,000千円 2,000千円 2,000千円 2,000千円 －千円 －千円

大学全体

 508千円  508千円  508千円  508千円 －千円 －千円

国際学部 1.12

　国際学科 4 140 － 560 学士
（国際学）

1.12 平成28
年度

同上

修士
（経済学）

0.95 平成27
年度

大阪府八尾市楽音寺
6丁目10番地

経済学研究科

　経済学専攻 2 10 － 20

　経営学専攻 2 10 － 20 修士
（経営学）

0.90 平成29
年度

同上

体育館以外のスポーツ施設の概要

8,048.7㎡

図書館
面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

4,410.0㎡ 469 428,000冊

テニスコート2面 弓道場1面 アーチェリー場1面

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

設 備 購 入 費

第６年次

1,196千円 1,016千円 1,036千円 1,056千円 －千円 －千円

学生１人当り
納付金

第３年次 第４年次 第５年次

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常費補助金、資産運用収入、雑収入等

既
設
大
学
等
の
状
況

大 学 の 名 称 大阪経済法科大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次
人

人 倍

1.11 大阪府八尾市楽音寺
6丁目10番地

名　　称：21世紀社会総合研究センター
目　　的：21世紀社会において提起される諸課題に関する総合的かつ学際的研究及び
          調査を推進し、もって学術文化及び人類の福祉に寄与すること
所 在 地：大阪市天王寺区舟橋町2-2
設置年月：平成20年4月
規 模 等：49.0㎡

名　　称：地域総合研究所
目　　的：地域に関する総合的かつ学際的な共同研究及び調査を行い、もって地域社
　　　　　会の発展に貢献すること
所 在 地：大阪市天王寺区舟橋町2-2
設置年月：平成20年4月
規 模 等：57.4㎡

名　　称：大阪経済法科大学アジア研究所
目　　的：アジア(関連する環太平洋地域を含む。)に関する学際的研究及び調査を行
          うこと
所 在 地：大阪市天王寺区舟橋町2-2
設置年月：昭和63年4月
規 模 等：44.9㎡

経済学部

　経済学科 4 200 － 680 学士
（経済学）

1.11 昭和46
年度

大阪府八尾市北本町
2丁目10番地45号

第１年次 第２年次

体育館
面積

　法律学科 4 260 －

法学部

　経営学科 4 － －

大学全体

図書費には電子
ｼﾞｬｰﾅﾙ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
の整備費（運用ｺ
ｽﾄ含む）を含む

附属施設の概要

1,040 学士
（法学）

1.11 昭和46
年度

同上

1.11

－ 学士
（経営学）

－ 平成26
年度
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名　　称：大阪経済法科大学アジア太平洋研究センター
目　　的：アジア及び太平洋地域に関する学際的研究及び調査を行うこと
所 在 地：東京都港区麻布台1丁目11-5 東京麻布台セミナーハウス
設置年月：平成15年4月
規 模 等：613.2㎡

附属施設の概要
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学校法人大阪経済法律学園 設置認可等に関わる組織の移行表 

 

                   

平成３１年度         入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３２年度 入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

変更の事由 

 

大阪経済法科大学 

経済学部 経済学科   

経営学部 経営学科 

  

 

200 

200 

 

 

－ 

－ 

    

  

800 

800 

 

大阪経済法科大学 

経済学部 経済学科   

経営学部 経営学科 

  

 

200 

200 

 

 

－ 

－ 

    

  

800 

  800 

 

法学部  法律学科 260 － 1,040 法学部  法律学科 260 － 1,040  

国際学部 国際学科 140 －  560 国際学部 国際学科 200 －  800 定員変更（60） 

計 

 

 

大阪経済法科大学大学院 

経済学研究科 

経済学専攻(M) 

経営学専攻(M) 

800 

 

 

 

 

10 

10 

－ 

 

 

 

 

－ 

－ 

3,200 

 

 

 

 

20 

20 

 計 

 

 

大阪経済法科大学大学院 

経済学研究科 

経済学専攻(M) 

経営学専攻(M) 

860 

 

 

 

 

10 

10 

－ 

 

 

 

 

－ 

－ 

3,440 

 

 

 

 

20 

20 

 

 

 

 

 

 

計 20 － 40  計 20 － 40  
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 ①都道府県内における位置関係の図面 

花岡キャンパス 

八尾駅前キャンパス

富田林グラウンド 

１ 



 

②最寄り駅からの距離、交通機関及び所要時間がわかる図面 

富田林グラウンド 

大阪府富田林市大字彼方 1097 番地 3 

（運動場） 

八尾駅前キャンパス 

大阪府八尾市北本町 2 丁目 10－45 

（校舎） 

花岡キャンパス 

大阪府八尾市楽音寺 6 丁目 10 

（校舎・運動場） 

河内山本駅 近鉄八尾駅 

瓢箪山駅 

至布施 

至近鉄奈良 

至信貴山口 

至布施 

服部川駅

 

近鉄奈良線 

近鉄大阪線 近鉄信貴線 

至大和八木 

※① 

※② 

※③ 

※④ 

※① 瓢箪山駅⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ    約 4km  ｽｸｰﾙﾊﾞｽにて約 12 分 

※② 近鉄八尾駅⇔八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ 約 0.5km 徒歩約 5 分 

※③ 八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ 約 6km   ｽｸｰﾙﾊﾞｽにて約 20 分 

※④ 服部川駅⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ    約 2km   徒歩約 25 分  

滝谷不動駅 

至河内長野 

至古市 

近鉄長野線 ※⑥ 

※⑤ 

※⑤ 滝谷不動駅⇔富田林ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ  約 1.3km  徒歩約 16 分 

※⑥ 花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ⇔富田林ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ  約 20km  ﾊﾞｽにて約 40 分 

花岡キャンパス 

大阪府八尾市楽音寺 6 丁目 10 

（校舎・運動場） 

１ 



 

 

 

アーチェリー場 

③校舎、運動場等の配置図 

■花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ配置図 
 
校地面積 66,187.8 ㎡ 
校舎面積 26,236.9 ㎡ 
 
 
    …校地算入部分       …駐車場、駐輪場（校地不算入） 
     
 
※申請に係る国際学部は全ての校舎等を使用する。 
 （他の既設学部、研究科と共用） 

1 

本部棟 

クラブ 
ハウス 

文化会館 

体育館 

グラウンド 

テニスコート 弓道場 

クロノス 

Ｃ号館 Ａ号館 

Ｄ号館 

Ｅ号館 

図書館 

図書館別館 

Ｂ号館 

守衛所 

駐車場 

駐輪場 



 
■八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ配置図 
 
校地面積 2,721.0 ㎡ 
校舎面積 7,921.5 ㎡ 
 
 
     …校地算入部分 
 
 
※申請に係る国際学部は全て

の校舎等を使用する。 
 （他の既設学部、研究科と

共用）     

③校舎、運動場等の配置図 

2 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■富田

 
校地面

校舎面

 
 
   

   
 
※申請

る。 

③校舎

 

林グラウン

面積 15,63
面積    

  …校地

  

に係る国際

舎、運動場等

ンド配置図

30.0 ㎡ 
0.0 ㎡ 

地算入部分 

際学部が、

等の配置図

図 

他の既設学

図 

学部と共用

3 

用す



1 

大阪経済法科大学学則（案） 

 

第１章 総則 

第１条 本大学は、教育基本法及び学校教育法に則り、建学の理念に基づいて、広く知識 

を授け、深く専門の学芸を教授研究するとともに、豊かな人間性と国際感覚にあふれた

独創的で実践力に富む人材を育成し、もって社会の発展と平和に貢献することを使命と

する。 

第１条の２ 本大学は、前条の目的を達成するため、教育研究活動等の状況について自ら 

点検及び評価を行うとともに、文部科学大臣が指定する認証評価機関による認証評価を 

受けるものとする。 

２  前項の点検及び評価に関する事項については、別にこれを定める。 

第１条の３ 本大学は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実 

施するものとする。 

 

第２章 学部及び学科等 

第２条 本大学に次の学部及び学科を置く。 

経済学部 経済学科 

経営学部 経営学科 

法学部 法律学科 

国際学部 国際学科 

２ 各学部学科の教育研究上の目的は、次のとおりとする。 

（１） 経済学部経済学科は、経済学を中心とする幅広い専門知識とその実践的応用能力

を有し、内外の社会的状況を考慮しつつ、市民生活や企業の直面する諸問題を理解

し、倫理と公共性と責任感を持って、グローバル化する現代社会の諸課題に創造的

に対応できる人材の育成を目指して、教育研究を行う。 

（２） 経営学部経営学科は、経営学を中心とする幅広い専門知識と多様な応用能力を修

得し、技術革新やグローバル化の進展によって産業や社会システムが変化する中で、

実践的な課題解決力を備え、現代ビジネスの諸課題に主体的・創造的に対応できる

人材の育成を目指して、教育研究を行う。 

（３） 法学部法律学科は、基礎的な法学教育を土台として、法と政治についての高度な

専門知識を授け、正義と公平を旨とするリーガルマインドをもって現代社会の諸課

題に積極的に取り組む市民の育成を目指して、教育研究を行う。 

（４） 国際学部国際学科は、異文化理解と多文化共生を育み、豊かな国際感覚と優れた

コミュニケーション能力を身につけるとともに、幅広い教養と専門性を備え、チー

ムワークとリーダーシップをもって、国際的なビジネス・市民社会で活躍できる人

材の養成を目指して、教育研究を行う。 

第２条の２ 本大学に各学部の共通教育科目等を一括して運営するため、教養部を置く。 

第２条の３ 本大学に大学院を置く。 

２ 大学院に関する学則は、別に定める。 

第３条 各学部学科の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 
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学部 学科 入学定員 収容定員 

経済学部 経済学科 200名 800名 

経営学部 経営学科 200名 800名 

法学部 法律学科 260名 1,040名 

国際学部 国際学科 200名 800名 

 

第３章 授業科目 

第４条 本大学の授業科目を共通教育科目と専門教育科目に分ける。 

２ 共通教育科目は、別表１のとおりとする。 

３ 各学部において開設する専門教育科目は、別表２のとおりとする。 

 

第４章 修業年限、履修方法及び単位 

第５条 本大学の修業年限は、４年とする。 

２ 在学年数は、８年を超えることができない。 

第６条 削除 

第７条 各学部学科の学生の卒業に要する単位数は、次のとおりとする。 

 （１）経済学部経済学科 

授業科目 単位数 

共通教育科目 40単位以上 

専門教育科目 70単位以上 

その他、共通教育科目及び専門教育科目から14単位 

合計 124単位 

  

（２）経営学部経営学科 

授業科目 単位数 

共通教育科目 30単位以上 

専門教育科目 80単位以上 

その他、共通教育科目及び専門教育科目から14単位 

合計 124単位 

 

（３）法学部法律学科 

授業科目 単位数 

共通教育科目 40単位以上 

専門教育科目 70単位以上 

その他、共通教育科目及び専門教育科目から14単位 

合計 124単位 

 

（４）国際学部国際学科 

授業科目 単位数 

共通教育科目 14単位以上 

専門教育科目 90単位以上 
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その他、共通教育科目及び専門教育科目から20単位 

合計 124単位 

 

２ 各学部の学生の卒業に要する単位数には、他学部の専門教育科目の履修により修得し

た単位を含めることができる。 

３ 履修方法その他細則については、別に定める。 

第７条の２ 年間に修得すべき標準的な単位数は、３１単位とする。 

２ 前項の単位数を下回る学生には、修学指導を実施する場合がある。 

第８条 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容を 

もって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時

間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。 

 （１） 講義及び演習は、１５時間の授業をもって１単位とする。 

 （２） 外国語は、３０時間の授業をもって１単位とする。 

 （３） 実験、実習及び体育の実技は、３０時間の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究等の授業科目については、これらの学 

修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な 

学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

第９条 経済学部経済学科及び法学部法律学科にそれぞれの教育課程に応じた中学校及び

高等学校の教育職員免許状の所要資格を得させるための課程（教職課程）を置く。 

２ 教育職員免許状の所要資格を得ようとする者は、教育職員免許法及び教育職員免許法 

施行規則に基づき、必要な授業科目の単位を修得しなければならない。 

３ 教育職員免許状の所要資格を得ようとする者のために、開設する授業科目及び単位数 

は、別表３のとおりとする。 

４ 本大学で取得できる教育職員免許状の種類は、次のとおりとする。 

経済学部経済学科 

中学校 教諭 一種免許状（社会） 

高等学校教諭 一種免許状（地理歴史） 

高等学校教諭 一種免許状（公民） 

法学部 法律学科 

中学校 教諭 一種免許状（社会） 

高等学校教諭 一種免許状（地理歴史） 

高等学校教諭 一種免許状（公民） 

 

第５章 授業科目修了の認定及び学士の学位 

第１０条 学生は、指定された期日内に履修希望の授業科目を届け出て承認を得なければ 

ならない。 

第１１条 授業科目修了の認定は、筆記又は口述による試験その他適当な方法による。た 

だし、演習、実験、実習及び体育の実技等は、平常の成績によることができる。 

第１２条 授業科目修了の認定は、学期末又は学年末に行う。 

第１３条 授業科目修了の認定は、秀・優・良・可・不可に分け、秀・優・良・可を合格 

とし、不可を不合格とする。 

第１４条 合格した授業科目については、所定の単位の修得を認める。 

第１４条の２ 本大学が教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学（外国の大学 
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又は短期大学を含む。）において履修した授業科目について修得した単位を、本大学に

おける授業科目の履修により修得したものとみなし、本大学の定めるところにより単位

を与えることができる。 

２ 本大学が教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科 

における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本大学における授業科目の履修 

とみなし、本大学の定めるところにより単位を与えることができる。 

３ 本大学が教育上有益と認めるときは、学生が本大学に入学する前に大学又は短期大学 

において履修した授業科目について修得した単位を、本大学に入学した後の本大学にお 

ける授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

４ 本大学が教育上有益と認めるときは、学生が本大学に入学する前に行った短期大学又 

は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本大学 

における授業科目の履修とみなし、本大学の定めるところにより単位を与えることがで 

きる。 

５ 前各項の定めにより、修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編 

入学、転入学等の場合を除き、合わせて６０単位を超えないものとする。 

第１５条 ４年以上在学して、所定の授業科目につき定められた単位を修得した者には、 

教授会の審議を経て、学長が卒業を認定し、学位記を授与する。 

第１６条 前条により卒業した者には、次の区分に従い、学士の学位を授与する。 

 経済学部 経済学科  学 士（経済学） 

経営学部 経営学科  学 士（経営学） 

法 学 部 法律学科  学 士（法 学） 

国際学部 国際学科  学 士（国際学） 

 

第６章 学年・学期及び休業日 

第１７条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

第１８条 学年は、次の２学期に分ける。 

 春学期 ４月１日から ９月３０日まで 

 秋学期 １０月１日から 翌年３月３１日まで 

第１９条 休業日は、次のとおりとする。 

 （１） 日曜日、国民の祝日に関する法律に定める休日、本大学創立記念日（４月２６

日） 

 （２） 春季休業 ３月２１日から ４月 ７日まで 

 （３） 夏季休業 ８月 １日から ９月３０日まで 

 （４） 冬季休業 １２月２４日から １月 ７日まで 

２ 前項に定めたものの他、学長は、必要に応じて授業を休止又は変更することができる。 

 

第７章 入学、転学部、転学科、休学及び退学 

第２０条 入学の時期は、毎学年始めとする。 

第２１条 本大学の第１年次に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者と

する。 

 （１） 高等学校又は中等教育学校の卒業者 

 （２） 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者 
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    （通常の課程以外の課程により、これに相当する学校教育を修了した者を含む。） 

 （３） 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者

で文部科学大臣の指定した者 

 （４） 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外

教育施設の当該課程を修了した者 

 （５） 文部科学大臣の指定した者 

 （６） 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者

（旧規程による大学入学資格検定に合格した者を含む。） 

 （７） その他相当の年齢に達し、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると本

大学が認めた者 

第２２条 入学者は、検定によって決定する。入学者検定の方法は、その都度定める。 

第２３条 入学に必要な手続は、別に定める。 

第２４条 本大学に編入学又は転入学を願い出る者があるときは、選考の上、相当年次に

入学を許可することがある。 

２ 前項の規定により、入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 （１） 大学（外国の大学を含む。）に２年以上在学し、所定の単位を修得した者 

 （２） 短期大学（外国の短期大学を含む。）を卒業した者 

 （３） 高等専門学校を卒業した者 

 （４） 専修学校の専門課程のうち文部科学大臣の定める基準を満たすものを修了した

者 

 （５） その他相当の年齢に達し、前各号に規定する者と同等以上の学力があると本大

学が認めた者 

第２５条 本大学に在学する者で、転学部又は転学科を願い出る者があるときは、選考の

上、許可することがある。 

第２６条 第２４条及び第２５条の取扱いに関しては、別に定める。 

第２７条 学生が疾病その他やむを得ない事由のため、休学又は退学を願い出たときは、

これを許可することがある。 

２ 休学の期間は、継続２年以内とし、通算して４年を超えることができない。 

３ 休学期間は、第５条及び第１５条に規定する在学期間に算入しない。 

第２８条 前条により退学した者が再入学を願い出たときは、選考の上、許可することが

ある。 

２ 前条により休学した者が復学を願い出たときは、許可を得て復学することができる。 

第２８条の２ 入学、転学部、転学科、休学、退学、再入学及び復学は、教授会の審議を

経て、学長が許可する。 

第２９条 他の大学へ入学又は転学を願い出ようとする者は、教授会の審議を経て、学長

の許可を受けなければならない。 

 

第８章 留学及び外国人留学生 

第３０条 本大学と学生交換に関する協定を締結している外国の大学又はその他の外国の

大学に留学を希望する者があるときは、これを許可することがある。 

２ 外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本大学に入学を願い出る

者があるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することがある。 
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３ 前項の外国人留学生に対しては、第４条に掲げるもののほか、日本語科目及び日本事

情に関する科目を置く。日本語科目及び日本事情に関する科目について、その開設する

授業科目及び単位数は、別表４のとおりとする。 

第３０条の２ 留学及び外国人留学生の入学は、教授会の審議を経て、学長が許可する。 

第３１条 留学及び外国人留学生の取扱いに関しては、別に定める。 

 

第９章 聴講生、科目等履修生及び単位互換履修生 

第３２条 特定の授業科目について聴講を願い出る者があるときは、選考の上、聴講生と

して許可することがある。 

２ 聴講生の取扱いに関しては、別に定める。 

第３２条の２ 特定の授業科目について科目等履修を願い出る者があるときは、本学学生

の修学の妨げにならない限り、選考の上、科目等履修生として許可することがある。 

２ 科目等履修生がその履修した授業科目の試験を受け、合格した科目については、単位

を与える。 

３ 科目等履修生の取扱いに関しては、別に定める。 

第３２条の３ 本大学と協定のある他大学の学生で、協定に基づき本大学が提供する授業

科目について履修を願い出る者があるときは、選考の上、単位互換履修生として許可す

ることがある。 

２ 単位互換履修生の取扱いに関しては、別に定める。 

 

第１０章 賞罰 

第３３条 特に学術、課外活動等において顕著な功績があり、他の学生の模範となる者は、

これを表彰する。 

第３４条 学生に本大学の規則に違反し、又は学生の本分に反する行為があると認めたと

きは、懲戒を加える。 

第３５条 懲戒処分は、訓告、停学及び退学とする。退学は、次の各号の一に該当する者

について行う。 

 （１） 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 （２） 学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者 

 （３） 正当の理由がなくて出席が常でない者 

 （４） 本大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

２ 学生懲戒の取扱いに関しては、別に定める。 

 

第１１章 入学検定料、科目等履修生検定料、転学部検定料、転学科検定料、 

入学金、授業料、在籍料、聴講料、履修登録料及び履修料 

第３６条 本大学に入学を出願する者は、別表５に定める入学検定料を納付しなければな

らない。 

２ 科目等履修生として出願する者は、別表６に定める科目等履修生検定料を納付しなけ

ればならない。 

３ 転学部又は転学科を出願する者は、別表７に定める転学部検定料又は転学科検定料を

納付しなければならない。 

第３７条 本大学に入学を許可された者は、別表８に定める入学金を納付しなければなら
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ない。 

第３８条 学生は、別表９に定める授業料を納付しなければならない。 

２ 所定の期間内に休学願を提出しこれが許可された場合は、前項にかかわらず、別表１ 

０に定める在籍料を納付しなければならない。 

第３９条 聴講生は、別表１１に定める聴講料を納付しなければならない。 

第３９条の２ 科目等履修生は別表１２に定める履修登録料及び履修料を納付しなければ 

ならない。 

第４０条 入学検定料、科目等履修生検定料、転学部検定料、転学科検定料、入学金、授

業料、在籍料、聴講料、履修登録料及び履修料等の徴収については別に定める。 

第４１条 既納の入学検定料、科目等履修生検定料、転学部検定料、転学科検定料、入学

金、授業料、在籍料、聴講料、履修登録料及び履修料等は、別に定めのある場合を除き

返還しない。 

第４２条 授業料、在籍料その他の学費の納付を怠った者は、除籍する。 

２ 前項により除籍された者が復籍を願い出たときは、選考の上許可することがある。 

 

第１２章 教職員組織 

第４３条 本大学に、学長、教授、准教授、講師、助教、助手及び事務職員を置く。 

２ 教職員に関する規定は、別に定める。 

第４３条の２ 学長は、大学を代表し、建学の理念に基づき、学則その他制規の定めると

ころにより学務を統括運営する。 

 

第１３章 図書館 

第４４条 本大学に図書館を置く。 

２ 図書館に関する規定は、別に定める。 

 

第１４章 附属研究機関 

第４５条 本大学に次の附属研究機関を置く。 

 （１） 21世紀社会総合研究センター 

 （２） 地域総合研究所 

 （３） アジア研究所 

 （４） アジア太平洋研究センター 

２ 前項に規定する研究機関に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第１５章 教授会 

第４６条 本大学に学部教授会及び教養部教授会を置く。 

第４７条 削除 

第４８条 削除 

第４９条 削除 

第５０条 各学部及び教養部教授会は、各学部及び教養部所属の教授、准教授、講師、助 

教及び助手をもって構成され、各学部長又は教養部長が招集して議長となる。 

第５１条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるも

のとする。 
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 （１） 学生の入学、再入学及び卒業 

 （２） 学位の授与 

 （３） 教育課程編成に関する事項 

 （４） 学生の転学部、転学科、他大学への入学又は転学、休学、退学、復学及び留学

に関する事項 

 （５） 学生の懲戒処分に関する事項 

 （６） 教員資格審査に関する事項 

 （７） 前各号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を

聴くことが必要なものとして、学長が定めるもの 

２ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長、学部長及び教養部長（以下、「学長等」

という。）がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応

じ、意見を述べることができる。 

第５２条 各学部及び教養部の教授会に関する規定は、別に定める。 

 

第１６章 大学協議会 

第５３条 本大学に大学の運営に関する重要事項について審議するため、大学協議会を置 

く。 

第５４条 大学協議会は、次の各号に掲げる者をもって構成され、学長が招集して議長と 

なる。 

 （１） 学長 

 （２） 副学長 

 （３） 学長補佐 

 （４） 各学部長及び教養部長 

 （５） 研究科長 

（６） 部館所長 

 （７） 各学部及び教養部から選出された専任教授 

 （８） 法人本部長 

 （９） 事務局長 

第５５条 大学協議会における審議事項は、次のとおりとする。 

 （１） 大学の制規及び機構に関する事項 

 （２） 大学の予算及び大学の事業計画 

 （３） その他学務に関し学長から諮問された事項 

 （４） 理事長から諮問された事項 

第５６条 大学協議会に関する規定は、別に定める。 

 

附則 

 本学則は昭和４６年４月１日から実施する。 

 本学則（改正）は昭和４８年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和４９年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５０年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５２年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５３年４月１日から施行する。 
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 本学則（改正）は昭和５４年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５５年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５６年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５６年１０月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５７年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５８年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５９年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和６０年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和６１年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和６２年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和６３年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成元年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成２年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成３年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成３年９月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成４年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成５年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成６年４月１日から施行する。 

ただし、第３６条第２項の規定は、平成６年度の科目等履修生出願者から適用する。 

 本学則（改正）は平成７年４月１日から施行する。ただし、第３６条第１項別表５の入

学検定料は、平成７年度の入学出願者から、第３８条別表８（１）の授業料は、平成７年

度入学者の入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成７年８月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成８年４月１日から施行する。ただし、第３８条別表８（１）の授

業料は、平成８年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成９年４月１日から施行する。ただし、第３８条別表８（１）の授

業料は、平成９年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１０年４月１日から施行する。ただし、第３８条別表８（１）の

授業料は、平成１０年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１１年４月１日から施行する。ただし、第３８条別表８（１）の

授業料は、平成１１年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１２年４月１日から施行する。ただし、第３８条別表８（１）の

授業料は、平成１２年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１３年４月１日から施行する。ただし、別表８（１）の授業料は、

平成１３年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１４年４月１日から施行する。ただし、別表８（１）の授業料は、

平成１４年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１５年４月１日から施行する。ただし、別表８（１）の授業料は、

平成１５年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１６年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成１７年４月１日から施行する。ただし、別表８及び別表９の入学

金及び授業料は、平成１７年度入学者については入学手続時から適用する。 
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 本学則（改正）は平成１８年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成１９年４月１日から施行する。 

附則 

１ この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ 平成１９年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

附則 

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 平成２０年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

附則 

１ この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 平成２１年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

ただし、別表１、別表２、別表３（１）及び別表４の新規開設科目については、平成

２１年度以前の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ 平成２２年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１、別表２及び別表４の新規開設科目等については、平成２２年度以前

の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 平成２３年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１、別表２及び別表４の新規開設科目等については、平成２３年度以前

の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 平成２４年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１及び別表２の新規開設科目等については、平成２４年度以前の入学者

にも適用する。 

３ 経済学部経済学科及び法学部法律学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかかわ

らず、平成２５年度、平成２６年度及び平成２７年度については次のとおりとする。  

 

 

 

 

 

 

 

附則 

１ この学則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成２５年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１及び別表２の新規開設科目等については、平成２５年度以前の入学者

にも適用する。 

学 部 

学 科 
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

経済学部 

経済学科 
９２０名 １，０４０名 １，１６０名 

法 学 部 

法律学科 
８６０名 ９２０名 ９８０名 



11 

３ 経済学部経済学科及び経済学部経営学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかか

わらず、平成２６年度、平成２７年度及び平成２８年度については、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

附則 

１ この学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１及び別表２の新規開設科目等については、平成２６年度以前の入学

者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２７年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１、別表２及び別表３の新規開設科目等については、平成２７年度以前

の入学者にも適用する。 

３ 国際学部国際学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかかわらず、平成２８年度、

平成２９年度及び平成３０年度については次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

附則 

１ この学則は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１、別表２及び別表４の新規開設科目等については、平成２８年度以前

の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 平成２９年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表２（１）の２及び別表２（３）の新規開設科目については、平成２９年

度以前の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 第２条、第３条、第７条、第１６条、別表１、別表２、別表３及び別表５から別表１

２までの改正は、平成３１年度入学者から適用し、平成３０年度以前の入学者について

は、なお従前の例による。ただし、別表１（１）（３）及び別表２（１）（３）（４）の新

規開設科目等については、平成３０年度以前の入学者にも適用する。 

学 部 

学 科 
平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

経済学部 

経済学科 
８８０名 ８４０名 ８００名 

経済学部 

経営学科 
１６０名 ３２０名 ４８０名 

学 部 

学 科 
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

国際学部 

国際学科 
１４０名 ２８０名 ４２０名 
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３ 経済学部経済学科、経営学部経営学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかかわ

らず、平成３１年度、平成３２年度及び平成３３年度については次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 経済学部経営学科については、改正後の学則にかかわらず、当該学科に在籍する者が

在籍しなくなるまでの間、存続するものとする。 

附則 

１ この学則は、平成３２年４月１日から施行する。 

２ 国際学部国際学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかかわらず、平成３２年度、

平成３３年度及び平成３４年度については次のとおりとする。  

 

 

 

 

 

 

 

学 部 

学 科 
平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

経済学部 

経済学科 
６８０名 ７２０名 ７６０名 

経営学部 

経営学科 
２００名 ４００名 ６００名 

学 部 

学 科 
平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 

国際学部 

国際学科 
６２０名 ６８０名 ７４０名 



単位 備　　考

大学演習Ａ 2

大学演習Ｂ 2

情報リテラシーＡ 2

情報リテラシーＢ 2

文章表現入門 2

キャリア開発Ａ 2

キャリア開発Ｂ 2

数的処理ⅠＡ 2

数的処理ⅠＢ 2

基礎体育Ａ 1

基礎体育Ｂ 1

［英語圏留学コース］

英語ＣⅠ 2

英語ＣⅡ 2

英語ＣⅢ 2

英語ＣⅣ 2

［一般外国語コース］

視聴覚英語 2

英語表現 2

ドイツ語Ⅰ 2

ドイツ語Ⅱ 2

フランス語Ⅰ 2

フランス語Ⅱ 2

中国語Ⅰ 2

中国語Ⅱ 2

韓国語Ⅰ 2

韓国語Ⅱ 2

ロシア語Ⅰ 2

ロシア語Ⅱ 2

＜人文分野＞

哲学 2

倫理学 2

論理学 2

日本史 2

日本近現代史 2

東洋史 2

西洋史 2

考古学 2

文化人類学 2

文学 2

言語学 2

教育学 2

心理学 2

＜社会分野＞

日本国憲法 2

法学 2

政治学 2

経済学 2

地理学 2

社会学 2

科学技術史 2

数的処理ⅡＡ 2

数的処理ⅡＢ 2

化学と生活 2

統計学Ⅰ 2

統計学Ⅱ 2

＜別表１＞
（１）平成32年度　共通教育科目（経済学部経済学科、法学部法律学科）

学科目 授　業　科　目

＜自然分野＞

＜情報分野＞

共通教育科目から４０単位以上を修得すること（ただし、いずれか１種類の外国語４単位を含む。）

　　　２科目４単位必修

 
共
通
教
育
科
目

 
一
般
教
養
科
目

　　　 いずれかの
　　　外国語１種類
　　　２科目４単位
       選択必修

 
基
礎
科
目
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単位 備　　考学科目 授　業　科　目

情報システム論 2

ソフトウェア論 2

ハードウェア論 2

ネットワーク論 2

ワープロ実践 2

表計算実践 2

データベース実践 2

デジタルプレゼンテーション 2

Ｗｅｂデザイン 2

環境論 2

平和学 2

マスコミ論 2

東アジア学入門 2

東西文化交流史 2

地域文化論 2

芸術学 2

河内学 2

現代社会学 2

現代社会と人権 2

現代社会と教育 2

現代社会と健康 2

現代社会と日本語 2

現代社会と科学 2

現代社会とビジネス 2

現代社会と観光 2

現代社会とメディア 2

数的推理(数の性質） 2

数的推理(確率と図形） 2

判断推理(論理） 2

判断推理(図形） 2

文章理解Ⅰ 2

文章理解Ⅱ 2

資料解釈 2

学校ボランティア 2

健康科学論 2

心とからだの病理学 2

身体運動科学 2

スポーツ論 2

ワープロ応用 2

表計算応用 2

プログラミング実践 2

情報科学演習 2

人権の諸問題 2

多文化共生論 2

海運と港湾 2

日本の水産業と世界の水産業 2

日本の農業 2

世界の農業 2

地球と環境 2

資源・エネルギーと環境 2

環境と経営 2

環境と社会 2

環境と海洋 2

環境と生態 2

環境保全論 2

環境フィールドスタディⅠ 2

環境フィールドスタディⅡ 2

環境演習Ａ 2

環境演習Ｂ 2

キャリアデザイン演習Ａ 2

 
共
通
教
育
科
目

 
一
般
教
養
科
目

 
総
合
科
目

＜学際分野＞

＜学際分野＞

＜健康分野＞

＜情報分野＞
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単位 備　　考学科目 授　業　科　目

キャリアデザイン演習Ｂ 2

キャリア演習Ａ 2

キャリア演習Ｂ 2

ビジネスリテラシー 2

総合演習ａ 2

総合演習ｂ 2

身体管理論 2

スポーツ指導論 2

スポーツ管理論 2

生涯スポーツＡ 1

生涯スポーツＢ 1

フィットネス実習Ａ 1

フィットネス実習Ｂ 1

トレーニング演習Ａ 2

トレーニング演習Ｂ 2

東アジア近現代史 2

東アジア女性史 2

アジアの都市文化 2

東アジア文化総合演習 2

英語総合演習Ａ 2

英語総合演習Ｂ 2

中国語総合演習Ａ 2

中国語総合演習Ｂ 2

ロシア語総合演習Ａ 2

ロシア語総合演習Ｂ 2

英語コミュニケーション演習 4

中国語コミュニケーション演習 4

韓国語コミュニケーション演習 4

英語会話 1

中国語会話 1

韓国語会話 1

英語研修Ⅰ 2

英語研修Ⅱ 2

ドイツ語研修Ⅰ 2

ドイツ語研修Ⅱ 2

フランス語研修Ⅰ 2

フランス語研修Ⅱ 2

中国語研修Ⅰ 2

中国語研修Ⅱ 2

韓国語研修Ⅰ 2

韓国語研修Ⅱ 2

ロシア語研修Ⅰ 2

ロシア語研修Ⅱ 2

英検 2

ＴＯＥＩＣ 2

ＴＯＥＦＬ 2

ＩＥＬＴＳ 2

実用独語技能検定 2

実用仏語技能検定 2

中国語検定 2

中国漢語水平考試(HSK） 2

韓国語能力試験 2

ハングル能力検定試験 2

ロシア語能力検定試験 2

ＩＴ資格初級 1

ＩＴパスポート 2

基本情報技術者 4

福祉住環境コーディネーター 2

環境社会検定 2

 
共
通
教
育
科
目

 
総
合
科
目

＜健康分野＞

＜異文化理解分野＞

 
技
能
資
格
関
連
科
目

 
外
国
語
研
修
科
目

R
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単位 備       考

文章表現入門 2

数的処理ⅠＡ 2

数的処理ⅠＢ 2

基礎体育Ａ 1

基礎体育Ｂ 1

英語ＣⅠ 2

英語ＣⅡ 2

英語ＣⅢ 2

英語ＣⅣ 2

視聴覚英語 2

英語表現 2

ドイツ語Ⅰ 2

ドイツ語Ⅱ 2

フランス語Ⅰ 2

フランス語Ⅱ 2

中国語Ⅰ 2

中国語Ⅱ 2

韓国語Ⅰ 2

韓国語Ⅱ 2

ロシア語Ⅰ 2

ロシア語Ⅱ 2

哲学 2

倫理学 2

論理学 2

日本史 2

日本近現代史 2

東洋史 2

西洋史 2

考古学 2

文化人類学 2

文学 2

言語学 2

教育学 2

心理学 2

日本国憲法 2

法学 2

政治学 2

経済学 2

地理学 2

社会学 2

科学技術史 2

数的処理ⅡＡ 2

数的処理ⅡＢ 2

統計学Ⅰ 2

統計学Ⅱ 2

情報システム論 2

ソフトウェア論 2

ハードウェア論 2

ネットワーク論 2

ワープロ実践 2

表計算実践 2

データベース実践 2

デジタルプレゼンテーション 2

Ｗeｂデザイン 2

環境論 2

平和学 2

マスコミ論 2

地域文化論 2

芸術学 2

河内学 2

現代社会学 2

現代社会と人権 2

現代社会と教育 2

現代社会と健康 2

（２）平成32年度　共通教育科目（経営学部経営学科）

学科目 授業科目

 
共
通
教
育
科
目

 
基
礎
科
目

共通教育科目から30単位以上を修得すること（ただし、いずれか1種類の外国語4単位を含
む。）

　　　 いずれかの
　　　外国語１種類
　　　２科目４単位
       選択必修

 
一
般
教
養
科
目
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単位 備       考学科目 授業科目

現代社会と日本語 2

現代社会と科学 2

現代社会と観光 2

現代社会とメディア 2

数的推理（数の性質） 2

数的推理（確率と図形） 2

判断推理（論理） 2

判断推理（図形） 2

文章理解Ⅰ 2

文章理解Ⅱ 2

資料解釈 2

学校ボランティア 2

心とからだの病理学 2

スポーツ論 2

ワープロ応用 2

表計算応用 2

プログラミング実践 2

情報科学演習 2

人権の諸問題 2

多文化共生論 2

海運と港湾 2

日本の水産業と世界の水産業 2

日本の農業 2

世界の農業 2

地球と環境 2

資源･エネルギーと環境 2

環境と経営 2

環境と社会 2

環境と海洋 2

環境保全論 2

環境フィールドスタディⅠ 2

環境フィールドスタディⅡ 2

ビジネスリテラシー 2

総合演習ａ 2

総合演習ｂ 2

スポーツ指導論 2

スポーツ管理論 2

生涯スポーツＡ 1

生涯スポーツＢ 1

フィットネス実習Ａ 1

フィットネス実習Ｂ 1

トレーニング演習Ａ 2

トレーニング演習Ｂ 2

東アジア近現代史 2

東アジア女性史 2

英語総合演習Ａ 2

英語総合演習Ｂ 2

中国語総合演習Ａ 2

中国語総合演習Ｂ 2

ロシア語総合演習Ａ 2

ロシア語総合演習Ｂ 2

英語コミュニケーション演習 4

中国語コミュニケーション演習 4

韓国語コミュニケーション演習 4

英語会話 1

中国語会話 1

韓国語会話 1

英語研修Ⅰ 2

英語研修Ⅱ 2

ドイツ語研修Ⅰ 2

ドイツ語研修Ⅱ 2

フランス語研修Ⅰ 2

フランス語研修Ⅱ 2

中国語研修Ⅰ 2

中国語研修Ⅱ 2

韓国語研修Ⅰ 2

 
共
通
教
育
科
目

 
一
般
教
養
科
目

 
総
合
科
目

 
外
国
語
研
修
科
目
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単位 備       考学科目 授業科目

韓国語研修Ⅱ 2

ロシア語研修Ⅰ 2

ロシア語研修Ⅱ 2

英検 2

ＴＯＥＩＣ 2

ＴＯＥＦＬ 2

ＩＥＬＴＳ 2

実用独語技能検定 2

実用仏語技能検定 2

中国語検定 2

中国漢語水平考試（ＨＳＫ） 2

韓国語能力試験 2

ハングル能力検定試験 2

ロシア語能力検定試験 2

ＩＴ資格初級 1

ＩＴパスポート 2

基本情報技術者 4

福祉住環境コーディネーター 2

環境社会検定 2

 
技
能
資
格
関
連
科
目

 
共
通
教
育
科
目

 
外
国
語
研
修
科
目

R
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単位 備       考

文章表現入門 2

基礎体育A 1

基礎体育B 1

哲学 2

日本史 2

日本近現代史 2

西洋史 2

考古学 2

文化人類学 2

文学 2

言語学 2

教育学 2

心理学 2

日本国憲法 2

法学 2

政治学 2

経済学 2

地理学 2

社会学 2

日本事情入門 2

現代日本事情 2

科学技術史 2

化学と生活 2

統計学Ⅰ 2

統計学Ⅱ 2

情報システム論 2

ソフトウェア論 2

ネットワーク論 2

ワープロ実践 2

表計算実践 2

データベース実践 2

デジタルプレゼンテーション 2

ワープロ応用 2

表計算応用 2

プログラミング実践 2

情報科学演習 2

環境論 2

環境フィールドスタディⅠ 2

環境フィールドスタディⅡ 2

平和学 2

マスコミ論 2

地域文化論 2

芸術学 2

河内学 2

現代社会学 2

現代社会と人権 2

現代社会と教育 2

現代社会と健康 2

現代社会と日本語 2

現代社会と科学 2

現代社会とビジネス 2

現代社会と観光 2

現代社会とメディア 2

人権の諸問題 2

海運と港湾 2

日本の水産業と世界の水産業 2

日本の農業 2

世界の農業 2

地球と環境 2

環境と経営 2

環境と社会 2

環境と海洋 2

環境と生態 2

環境保全論 2

環境演習A 2

環境演習B 2

（３）平成32年度　共通教育科目（国際学部国際学科）

学科目 授業科目

 
共
通
教
育
科
目

共通教育科目から14単位以上を修得すること
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単位 備       考学科目 授業科目

ビジネスリテラシー 2

総合演習a 2

総合演習b 2

フランス語Ⅰ 2

フランス語Ⅱ 2

中国語Ⅰ 2

中国語Ⅱ 2

韓国語Ⅰ 2

韓国語Ⅱ 2

ロシア語Ⅰ 2

ロシア語Ⅱ 2

日本語Ⅰ 2

日本語Ⅱ 2

日本語Ⅲ 2

日本語Ⅳ 2

日本語Ⅴ 2

日本語Ⅵ 2

中国語総合演習A 2

中国語総合演習B 2

ロシア語総合演習A 2

ロシア語総合演習B 2

日本語総合演習A 2

日本語総合演習B 2

中国語会話 1

韓国語会話 1

日本語読解 1

日本語会話 1

日本語表現 1

中国語コミュニケーション演習 4

韓国語コミュニケーション演習 4

健康科学論 2

心とからだの病理学 2

身体運動科学 2

スポーツ論 2

生涯スポーツA 1

生涯スポーツB 1

フィットネス実習A 1

フィットネス実習B 1

トレーニング演習A 2

トレーニング演習B 2

身体管理論 2

スポーツ指導論 2

スポーツ管理論 2

 
共
通
教
育
科
目
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単位 備       考

経済学基礎 2

経営学基礎 2

法学基礎 2

ミクロ経済学Ⅰ 2

ミクロ経済学Ⅱ 2

マクロ経済学Ⅰ 2

マクロ経済学Ⅱ 2

社会経済学Ⅰ 2

社会経済学Ⅱ 2

経済史Ⅰ 2

経済史Ⅱ 2

日本経済論Ⅰ 2

日本経済論Ⅱ 2

経済統計学Ⅰ 2

経済統計学Ⅱ 2

経営学総論Ⅰ 2

経営学総論Ⅱ 2

ビジネス統計学Ⅰ 2

簿記論Ⅰ 2

簿記論Ⅱ 2

経済と民法 2

ゲーム理論 2

行動経済学 2

企業経済論 2

厚生経済学 2

公共経済論 2

計量経済学Ⅰ 2

計量経済学Ⅱ 2

景気循環論 2

経済成長論 2

経済数学Ⅰ 2

経済数学Ⅱ 2

経済学特別講義 2

日本経済史Ⅰ 2

日本経済史Ⅱ 2

欧米経済史 2

経済史特別講義 2

現代経済事情 2

経済政策論 2

経済政策論応用 2

産業組織論（独占） 2

産業組織論（寡占と競争） 2

環境経済学（理論） 2

環境経済学（政策） 2

資源・エネルギー経済論 2

農業経済論 2

協同組合概論 2

地域経済 2

地域生活と経済 2

経済地理Ⅰ 2

経済地理Ⅱ 2

都市経済 2

交通概論 2

地域デザイン論Ⅰ 2

地域デザイン論Ⅱ 2

経済政策特別講義 2

財政学（財政と制度） 2

財政学（経費と租税） 2

地方財政論Ⅰ 2

地方財政論Ⅱ 2

金融論Ⅰ 2

金融論Ⅱ 2

金融政策論 2

地域金融論 2

国際経済学 2

 
経
済
学
科

＜別表２＞
（１）平成32年度　経済学部　経済学科
　　　専門教育科目

学科 授業科目
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単位 備       考学科 授業科目

世界経済論 2

国際金融概論 2

国際金融システム論 2

発展途上国経済論 2

開発経済論 2

アジア経済概論 2

中国経済論Ⅰ 2

中国経済論Ⅱ 2

韓国経済論Ⅰ 2

韓国経済論Ⅱ 2

アメリカ経済論 2

ヨーロッパ経済論 2

国際資本移動と租税 2

国際経済特別講義 2

社会政策 2

社会保障 2

労働経済学 2

経済学史Ⅰ 2

経済学史Ⅱ 2

社会思想 2

経営組織 2

経営管理論Ⅰ 2

経営管理論Ⅱ 2

労務管理論Ⅰ 2

労務管理論Ⅱ 2

企業論Ⅰ 2

企業論Ⅱ 2

近代経営史 2

経営戦略論（企業戦略） 2

経営戦略論（事業戦略） 2

ベンチャービジネス論 2

中小企業政策論 2

中小企業経営論 2

経営工学概論 2

コーポレートガバナンス論 2

企業財務論 2

国際経営概論 2

経営立地論Ⅰ 2

経営立地論Ⅱ 2

経営学特別講義 2

流通産業論 2

流通システム論 2

消費者行動論 2

市場戦略論 2

マーケティング概論 2

マーケティングリサーチ 2

広告心理論 2

社会心理学 2

製品開発論 2

ホスピタリティ論 2

観光論 2

国際観光論 2

スポーツマネジメント論 2

貿易論（貿易基礎） 2

貿易論（貿易実務） 2

輸送論Ⅰ 2

輸送論Ⅱ 2

外国為替 2

証券論 2

ファイナンス論 2

銀行論（銀行制度） 2

銀行論（銀行政策） 2

信用金庫論 2

保険論 2

ファイナンシャル・プランニング 4

現代産業論 2

国際ビジネス論 2

ビジネスプレゼンテーション 2

 
経
済
学
科
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単位 備       考学科 授業科目

初級簿記 4

中級簿記 4

工業簿記 4

上級簿記 2

会計学Ⅰ 2

会計学Ⅱ 2

財務会計 2

管理会計 2

原価計算 2

税務会計Ⅰ 2

税務会計Ⅱ 2

会計監査 2

経営分析Ⅰ 2

経営分析Ⅱ 2

会計学特別講義Ⅰ 2

会計学特別講義Ⅱ 2

経営情報概論 2

情報管理概論 2

情報処理論（基礎理論） 2

情報処理論（テクノロジ） 2

情報処理論（マネジメント） 2

情報処理論（ストラテジ） 2

情報セキュリティ 2

ｅビジネス論 2

ｅビジネス実践 2

情報処理特別講義 2

ビジネス統計学Ⅱ 2

経営実践Ⅰ 4

経営実践Ⅱ 4

地域フィールドスタディ 2

海外フィールドスタディ 2

Practical Business EnglishⅠ 2

Practical Business EnglishⅡ 2

Practical Business EnglishⅢ 2

Economic Issues in English Ⅰ 2

Economic Issues in English Ⅱ 2

Global Business Communication 2

Global Strategic Management 2

Business Economics 2

Financial and Investment Analysis 2

Japanese　Economy 2

中国経済事情 2

韓国経済事情 2

外国書講読Ａ 2

外国書講読Ｂ 2

経済と憲法 2

経営と法 2

演習ⅠＡ 2

演習ⅠＢ 2

演習ⅡＡ 2

演習ⅡＢ 2

演習ⅢＡ 2

演習ⅢＢ 2

卒業論文 4

ミクロ経済学演習Ａ 2

ミクロ経済学演習Ｂ 2

マクロ経済学演習Ａ 2

マクロ経済学演習Ｂ 2

経済史演習Ａ 2

経済史演習Ｂ 2

応用ミクロ経済学演習Ａ 2

応用ミクロ経済学演習Ｂ 2

経営学特別演習Ⅰ 2

経営学特別演習Ⅱ 2

会計学特別演習ⅠＡ　 2

会計学特別演習ⅠＢ　 2

会計学特別演習ⅡＡ 2

会計学特別演習ⅡＢ 2

 
経
済
学
科
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単位 備       考学科 授業科目

ＩＣＴ特別演習ⅠＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅠＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅡＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅡＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅢＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅢＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅣＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅣＢ 2

ＢＬＰ特別演習ⅠＡ 2

ＢＬＰ特別演習ⅠＢ 2

ＢＬＰ特別演習ⅡＡ 2

ＢＬＰ特別演習ⅡＢ 2

ＢＬＰ特別演習ⅢＡ 2

ＢＬＰ特別演習ⅢＢ 2

ＢＬＰ特別演習ⅣＡ 2

ＢＬＰ特別演習ⅣＢ 2

ＧＣＰ特別演習ⅠＡ（経） 2

ＧＣＰ特別演習ⅠＢ（経） 2

ＧＣＰ特別演習ⅡＡ（経） 2

ＧＣＰ特別演習ⅡＢ（経） 2

公務員特別演習ⅠＡ 2

公務員特別演習ⅠＢ 2

公務員特別演習ⅡＡ 2

公務員特別演習ⅡＢ 2

公務員特別演習ⅢＡ 2

日本史概説Ⅰ 2
日本史概説Ⅱ 2
外国史Ⅰ 2
外国史Ⅱ 2
人文地理学Ⅰ 2
人文地理学Ⅱ 2
自然地理学Ⅰ 2
自然地理学Ⅱ 2
地誌Ⅰ 2
地誌Ⅱ 2
社会学概説 2
哲学概説Ⅰ 2
哲学概説Ⅱ 2
倫理学概説Ⅰ 2
倫理学概説Ⅱ 2
宗教学概説 2
心理学概説 2

インタ－ンシップ（学外研修） 2

海外インタ－ンシップ 2

ファイナンシャルプランナ－ 4

販売士 2

宅地建物取引士 4

社会保険労務士 4

旅行業務取扱管理者 2

ビジネス実務法務検定 2

法学検定初級 1

法学検定中級 2

法学検定上級 4

簿記検定初級 1

簿記検定中級 2

簿記検定上級 4

（必修）

 
経
済
学
科

経済学基礎、経営学基礎、演習ⅢＡ、演習ⅢＢの4科目8単位必修

インターンシップ関連

技能資格等関連

教職課程関連
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単位 備       考学科 授業科目

（選択必修）

グローバル経済コース基本科目

（経済学関連）

国際経済学

世界経済論

国際金融概論

国際金融システム論

開発経済論

発展途上国経済論

環境経済学（理論）

環境経済学（政策）

アメリカ経済論

ヨーロッパ経済論

中国経済論Ⅰ

中国経済論Ⅱ

韓国経済論Ⅰ

韓国経済論Ⅱ

日本経済史Ⅰ

日本経済史Ⅱ

アジア経済概論

欧米経済史

Financial and Investment Analysis

Business Economics

Japanese　Economy

Economic Issues in English Ⅰ

Economic Issues in English Ⅱ

中国経済事情

韓国経済事情

（経営学関連）

国際経営概論

貿易論（貿易基礎）

貿易論（貿易実務）

Practical Business EnglishⅠ

Practical Business EnglishⅡ

Practical Business EnglishⅢ

総合政策コース基本科目

（経済学関連）

財政学（財政と制度）

財政学（経費と租税）

金融論Ⅰ

金融論Ⅱ

経済政策論

経済政策論応用

産業組織論（独占）

産業組織論（寡占と競争）

国際経済学

世界経済論

経済成長論

景気循環論

金融政策論

環境経済学（理論）

環境経済学（政策）

日本経済史Ⅰ

日本経済史Ⅱ

社会政策

 
経
済
学
科

ミクロ経済学Ⅰ、ミクロ経済学Ⅱ、マクロ経済学Ⅰ、マクロ経済学Ⅱ、社会経済学Ⅰ、社会経済学Ⅱ、経
済史Ⅰ、経済史Ⅱ、日本経済論Ⅰ、日本経済論Ⅱ、経済統計学Ⅰ、経済統計学Ⅱ、経営学総論Ⅰ、
経営学総論Ⅱ、ビジネス統計学Ⅰ、簿記論Ⅰ、簿記論Ⅱ、経済と民法から12単位選択必修
(簿記論Ⅰ（2単位）、簿記論Ⅱ（2単位）の計4単位は、初級簿記（4単位）の単位をもって代替することが
できる。)

20単位選択必修

20単位選択必修
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単位 備       考学科 授業科目

労働経済学

社会保障

地域経済

地域フィールドスタディ

（経営学関連）

企業論Ⅰ

企業論Ⅱ

中小企業政策論

中小企業経営論

[法学関連科目]

行政学Ⅰ

行政学Ⅱ

政治過程論Ⅰ

政治過程論Ⅱ

金融経済コース基本科目

（経済学関連）

金融論Ⅰ

金融論Ⅱ

財政学（財政と制度）

財政学（経費と租税）

地方財政論Ⅰ

地方財政論Ⅱ

産業組織論（独占）

産業組織論（寡占と競争）

金融政策論

景気循環論

国際金融概論

国際金融システム論

農業経済論

計量経済学Ⅰ

計量経済学Ⅱ

（経営学関連）

銀行論（銀行制度）

銀行論（銀行政策）

信用金庫論

貿易論（貿易基礎）

貿易論（貿易実務）

証券論

保険論

経営分析Ⅰ

経営分析Ⅱ

地域金融論

企業論Ⅰ

企業論Ⅱ

[法学関連科目]

会社法概論

ビジネス法務

金融と法

地域デザインコース基本科目

（経済学関連）

地域デザイン論Ⅰ

地域デザイン論Ⅱ

地域経済

地域生活と経済

地域金融論

信用金庫論

財政学（財政と制度）

財政学（経費と租税）

地方財政論Ⅰ

地方財政論Ⅱ

経済地理Ⅰ

経済地理Ⅱ

 
経
済
学
科

20単位選択必修
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単位 備       考学科 授業科目

都市経済

交通概論

農業経済論

協同組合概論

社会政策

社会保障

地域フィールドスタディ

（経営学関連）

中小企業政策論

中小企業経営論

ベンチャービジネス論

マーケティング概論

流通産業論

流通システム論

観光論

経営実践Ⅰ

経営実践Ⅱ

[法学関連科目]

行政学Ⅰ

行政学Ⅱ

 
経
済
学
科

20単位選択必修
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単位 備       考

経営学基礎 2

会計学基礎 2

商業学 2

情報リテラシーⅠ 2

情報リテラシーⅡ 2

経営管理論Ⅰ 2

経営管理論Ⅱ 2

経営組織論Ⅰ 2

経営組織論Ⅱ 2

人的資源管理論 2

経営戦略論Ⅰ 2

経営戦略論Ⅱ 2

マーケティング概論 2

マーケティング戦略論Ⅰ 2

マーケティング戦略論Ⅱ 2

現代産業論Ⅰ 2

現代産業論Ⅱ 2

初級簿記 4

会計学 2

経営情報論Ⅰ 2

経営情報論Ⅱ 2

情報管理論Ⅰ 2

情報管理論Ⅱ 2

ビジネス統計学Ⅰ 2

ビジネス統計学Ⅱ 2

ビジネスプランニング実践Ⅰ 2

ビジネスプランニング実践Ⅱ 2

外国書講読A 2

外国書講読B 2

企業論 2

ビジネス法入門 2

生産管理論Ⅰ 2

生産管理論Ⅱ 2

企業形態論 2

世界経営史 2

日本経営史 2

中小企業政策論 2

中小企業経営論 2

産業技術論Ⅰ 2

産業技術論Ⅱ 2

経営工学概論 2

国際経営概論 2

国際ビジネス論 2

経営立地論Ⅰ 2

経営立地論Ⅱ 2

経営心理学 2

経営倫理論 2

公共経営論 2

流通産業論 2

流通システム論 2

マーケティングリサーチ 2

広告心理論 2

社会心理学 2

製品開発論 2

ホスピタリティ論 2

観光論 2

国際観光論 2

スポーツマネジメント論 2

貿易論Ⅰ 2

貿易論Ⅱ 2

輸送論Ⅰ 2

輸送論Ⅱ 2

外国為替 2

証券論 2

銀行論Ⅰ 2

（２）　平成32年度　経営学部　経営学科
　　　専門教育科目

学科 授業科目

　
経
営
学
科
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単位 備       考学科 授業科目

銀行論Ⅱ 2

保険論 2

ベンチャービジネス論 2

リスクマネジメント論 2

コーポレートファイナンス論 2

ファイナンシャル・プランニングⅠ 2

ファイナンシャル・プランニングⅡ 2

ビジネスプレゼンテーション 2

リーダーシップ論 2

販売管理論Ⅰ 2

販売管理論Ⅱ 2

中級簿記 4

工業簿記 4

上級簿記 2

連結会計論 2

コンピュータ会計 2

財務会計論 2

管理会計論 2

原価計算論 2

税務会計Ⅰ 2

税務会計Ⅱ 2

監査論 2

経営分析Ⅰ 2

経営分析Ⅱ 2

国際会計論 2

情報処理論Ⅰ 2

情報処理論Ⅱ 2

ICTビジネス論Ⅰ 2

ICTビジネス論Ⅱ 2

海外フィールドスタディ 2

Practical Business EnglishⅠ 2

Practical Business EnglishⅡ 2

Global Strategic Management 2

Financial and Investment Analysis 2

Advanced Practical Business English 2

International Business in English 2

Information Technology in Business in English 2

Marketing in English 2

Accounting in English 2

日本経済論Ⅰ 2

日本経済論Ⅱ 2

世界経済論 2

ビジネス取引法 2

ビジネス金融法 2

企業法 2

企業コンプライアンスとリスク管理 2

商取引法 2

雇用関係法 2

租税法 2

ビジネス紛争処理法 2

ビジネスと知的財産 2

基礎演習A 2

基礎演習B 2

専門演習ⅠA 2

専門演習ⅠB 2

経営学特別演習ⅠA 2

経営学特別演習ⅠB 2

会計学特別演習ⅠA 2

会計学特別演習ⅠB 2

ICTビジネス特別演習ⅠA 2

ICTビジネス特別演習ⅠB 2

BLP特別演習ⅠA 2

BLP特別演習ⅠB 2

専門演習ⅡA 2

専門演習ⅡB 2

経営学特別演習ⅡA 2

経営学特別演習ⅡB 2

会計学特別演習ⅡA 2

　
経
営
学
科
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単位 備       考学科 授業科目

会計学特別演習ⅡB 2

ICTビジネス特別演習ⅡA 2

ICTビジネス特別演習ⅡB 2

BLP特別演習ⅡA 2

BLP特別演習ⅡB 2

卒業研究A 2

卒業研究B 2

卒業論文 4

ビジネスキャリア基礎A 2

ビジネスキャリア基礎B 2

ビジネスキャリア研究A 2

ビジネスキャリア研究B 2

ビジネスキャリア実践A 2

ビジネスキャリア実践B 2

ビジネスキャリア実践C 2

ビジネス実践 2

インターンシップⅠ 1

インターンシップⅡ 1

インターンシップⅢ 1

インターンシップⅣ 1

海外インターンシップ 2

ファイナンシャルプランナー 4

販売士 2

宅地建物取引士 4

社会保険労務士 4

旅行業務取扱管理者 2

ビジネス実務法務検定 2

法学検定初級 1

法学検定中級 2

法学検定上級 4

簿記検定初級 1

簿記検定中級 2

簿記検定上級 4

ビジネスデザインコース基本科目

生産管理論Ⅰ

生産管理論Ⅱ

世界経営史

経営工学概論

国際経営概論

国際ビジネス論

経営立地論Ⅰ

経営立地論Ⅱ

経営倫理論

流通産業論

流通システム論

ベンチャービジネス論

リスクマネジメント論

リーダーシップ論

経営分析Ⅰ

経営分析Ⅱ

ICTビジネス論Ⅰ

ICTビジネス論Ⅱ

Practical Business EnglishⅠ

Practical Business EnglishⅡ

Global Strategic Management

　
経
営
学
科

（必修）
経営学基礎、会計学基礎、卒業研究A、卒業研究Bの4科目8単位必修

（選択必修）
・経営管理論Ⅰ、経営管理論Ⅱ、経営組織論Ⅰ、経営組織論Ⅱ、人的資源管理論、経営戦略論Ⅰ、経
営戦略論Ⅱ、マーケティング概論、マーケティング戦略論Ⅰ、マーケティング戦略論Ⅱ、現代産業論Ⅰ、
現代産業論Ⅱ、初級簿記、会計学、経営情報論Ⅰ、経営情報論Ⅱ、情報管理論Ⅰ、情報管理論Ⅱ、ビ
ジネス統計学Ⅰ、ビジネス統計学Ⅱ、ビジネスプランニング実践Ⅰ、ビジネスプランニング実践Ⅱ、外国書
講読Ａ、外国書講読Ｂ、企業論、ビジネス法入門から20単位以上選択必修
・インターンシップⅠ、インターンシップⅡ、インターンシップⅢ、インターンシップⅣ（以上、各1単位）、海
外インターンシップ（2単位）から2単位以上選択必修

20単位以上

選択必修
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単位 備       考学科 授業科目

International Business in English

Information Technology in Business in English

ビジネス取引法

企業コンプライアンスとリスク管理

組織・人材マネジメントコース基本科目

企業形態論

日本経営史

中小企業政策論

中小企業経営論

経営工学概論

国際経営概論

経営心理学

経営倫理論

公共経営論

社会心理学

ベンチャービジネス論

リスクマネジメント論

リーダーシップ論

経営分析Ⅰ

経営分析Ⅱ

Practical Business EnglishⅠ

Practical Business EnglishⅡ

Global Strategic Management

International Business in English

日本経済論Ⅰ

日本経済論Ⅱ

ビジネス取引法

企業法

企業コンプライアンスとリスク管理

雇用関係法

企画マーケティングコース基本科目

中小企業政策論

中小企業経営論

経営心理学

経営倫理論

流通産業論

流通システム論

マーケティングリサーチ

広告心理論

社会心理学

製品開発論

ホスピタリティ論

観光論

国際観光論

ベンチャービジネス論

ビジネスプレゼンテーション

販売管理論Ⅰ

販売管理論Ⅱ

ICTビジネス論Ⅰ

ICTビジネス論Ⅱ

Practical Business EnglishⅠ

Practical Business EnglishⅡ

Marketing in English

ビジネス取引法

企業コンプライアンスとリスク管理

ビジネスと知的財産

　
経
営
学
科

20単位以上

選択必修

20単位以上

選択必修
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単位 備       考学科 授業科目

会計専門職コース基本科目

中級簿記

工業簿記

上級簿記

原価計算論

財務会計論

連結会計論

管理会計論

経営分析Ⅰ

経営分析Ⅱ

税務会計Ⅰ

税務会計Ⅱ

企業形態論

経営倫理論

ビジネスプレゼンテーション

コーポレートファイナンス論

ファイナンシャル・プランニングⅠ

ファイナンシャル・プランニングⅡ

Practical Business EnglishⅠ

Practical Business EnglishⅡ

Accounting in English

日本経済論Ⅰ

日本経済論Ⅱ

租税法

企業法

企業コンプライアンスとリスク管理

　
経
営
学
科

20単位以上

選択必修
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単位 備　　考

法学の基礎 2

財産法入門 2

日本の政治 2

経済学入門 2

世界の政治 2

戦後法制史 2

法思想史概論 2

日本法制史Ⅰ 2

日本法制史Ⅱ 2

法哲学Ⅰ 2

法哲学Ⅱ 2

西洋法制史Ⅰ 2

西洋法制史Ⅱ 2

東洋法制史概論 2

法社会学Ⅰ 2

法社会学Ⅱ 2

基礎法特講 2

憲法概論 2

憲法学Ⅰ 2

憲法学Ⅱ 2

憲法学Ⅲ 2

行政法総論Ⅰ 2

行政法総論Ⅱ 2

行政救済法Ⅰ 2

行政救済法Ⅱ 2

政策法務論 2

自治体法務 2

税法Ⅰ 2

税法Ⅱ 2

教育法 2

公務員のための憲法 2

公務員のための行政法 2

刑法総論（概論） 2

刑法各論（概論） 2

刑法Ⅰ 2

刑法Ⅱ 2

刑法Ⅲ 2

刑事政策 2

刑事裁判と法 2

刑事手続法 2

少年犯罪と法 2

公務員のための刑事法Ⅰ 2

公務員のための刑事法Ⅱ 2

民法総則概論 2

物権法概論 2

債権法概論 2

契約と賠償 2

家族と法 2

民法Ⅰ 2

民法Ⅱ 2

民法Ⅲ 2

民事裁判と法 2

民事訴訟法概説 2

民事執行・保全法 2

倒産処理法 2

借地借家法 2

不動産登記法 2

不動産と法規制 2

国際私法概説 2

（３）平成32年度　法学部　法律学科
　　　専門教育科目

学科 授　業　科　目

　
法
律
学
科
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

知的財産法Ⅰ 2

知的財産法Ⅱ 2

ビジネス法務 2

会社法概論 2

商法Ⅰ 2

商法Ⅱ 2

企業取引法 2

資金決済法 2

消費者法 2

独占禁止法 2

金融と法 2

保険法 2

スポーツ・ビジネス法務 2

労働基準法 2

労働契約法 2

労使関係法 2

雇用政策法 2

社会保険法 2

社会福祉法 2

国際法概論 2

国際法各論Ⅰ 2

国際法各論Ⅱ 2

国際経済関係法 2

国際機構法 2

政治過程論Ⅰ 2

政治過程論Ⅱ 2

行政学Ⅰ 2

行政学Ⅱ 2

政治思想史Ⅰ 2

政治思想史Ⅱ 2

政治学原論 4

日本政治史Ⅰ 2

日本政治史Ⅱ 2

西洋政治史Ⅰ 2

西洋政治史Ⅱ 2

国際政治学Ⅰ 2

国際政治学Ⅱ 2

国際関係史Ⅰ 2

国際関係史Ⅱ 2

国際政治思想 2

政治地理学 2

政治制度論Ⅰ 2

政治制度論Ⅱ 2

比較政治学Ⅰ 2

比較政治学Ⅱ 2

政治学特講 2

ヨーロッパ政治論 2

アメリカ政治論 2

中国政治論 2

２１世紀日本の議会と行政 2

２１世紀諸外国の議会と行政 2

英米法政論 2

中国法政論 2

英書講読Ⅰ 2

英書講読Ⅱ 2

子どもと法 2

ジェンダーと法 2

国際平和学 2

ＮＰＯ・ＮＧＯ論 2

地域政策 2

情報と法 2

地域生活と法 2

　
法
律
学
科
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

医療と法 2

環境の法と政策 2

環境訴訟論 2

警察学入門 2

警察法令概論 2

犯罪心理学Ⅰ 2

犯罪心理学Ⅱ 2

パーソナリティ心理学Ⅰ 2

パーソナリティ心理学Ⅱ 2

社会調査論Ⅰ 2

社会調査論Ⅱ 2

Business Law and FinanceⅠ 2

Business Law and FinanceⅡ 2

Politics and Law in JapanⅠ 2

Politics and Law in JapanⅡ 2

World Issues in EnglishⅠ 2

World Issues in EnglishⅡ 2

現代東アジアの国際関係 2

グローバル化と企業の社会的責任（ＣＳＲ）論 2

グローバル・ルールと国際社会 2

比較税制論Ⅰ 2

比較税制論Ⅱ 2

海外フィールドスタディ 2

演習ⅠＡ 2

演習ⅠB 2

演習ⅡＡ 2

演習ⅡＢ 2

演習ⅢＡ 2

演習ⅢＢ 2

法曹特別演習Ａ 2

法曹特別演習Ｂ 2

法曹特別演習Ｃ 2

法曹特別演習Ｄ 2

公務員特別演習ⅠＡ 2

公務員特別演習ⅠＢ 2

公務員特別演習ⅡＡ 2

公務員特別演習ⅡＢ 2

公務員特別演習ⅢＡ 2

公務員特別演習ⅢＢ 2

公務員特別演習（行政職の経済学）Ａ 2

公務員特別演習（行政職の経済学）Ｂ 2

ＧＣＰ特別演習ⅠＡ（法） 2

ＧＣＰ特別演習ⅠＢ（法） 2

ＧＣＰ特別演習ⅡＡ（法） 2

ＧＣＰ特別演習ⅡＢ（法） 2

ＢＬＰ特別演習ⅠＡ 2

ＢＬＰ特別演習ⅠＢ 2

ＢＬＰ特別演習ⅡＡ 2

ＢＬＰ特別演習ⅡＢ 2

ＢＬＰ特別演習ⅢＡ 2

ＢＬＰ特別演習ⅢＢ 2

ＢＬＰ特別演習ⅣＡ 2

ＢＬＰ特別演習ⅣＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅠＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅠＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅡＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅡＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅢＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅢＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅣＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅣＢ 2

　
法
律
学
科
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

日本史概説Ⅰ 2
日本史概説Ⅱ 2
外国史Ⅰ 2
外国史Ⅱ 2
人文地理学Ⅰ 2
人文地理学Ⅱ 2
自然地理学Ⅰ 2
自然地理学Ⅱ 2
地誌Ⅰ 2
地誌Ⅱ 2
社会学概説 2
哲学概説Ⅰ 2
哲学概説Ⅱ 2
倫理学概説Ⅰ 2
倫理学概説Ⅱ 2
宗教学概説 2
心理学概説 2

インタ－ンシップ（学外研修） 2

海外インタ－ンシップ 2

ファイナンシャルプランナー 4

販売士 2

宅地建物取引士 4

社会保険労務士 4

旅行業務取扱管理者 2

ビジネス実務法務検定 2

法学検定初級 1

法学検定中級 2

法学検定上級 4

簿記検定初級 1

簿記検定中級 2

簿記検定上級 4

財産法入門は必修

法曹・法律専門職コース基本科目

憲法学Ⅱ

行政法総論Ⅰ

行政法総論Ⅱ

行政救済法Ⅰ

行政救済法Ⅱ

税法Ⅰ

税法Ⅱ

刑法各論（概論）

刑法Ⅰ

刑法Ⅱ

刑事裁判と法

刑事手続法

物権法概論

債権法概論

契約と賠償

家族と法

民法Ⅰ

民法Ⅱ

技能資格等関連

(選択必修）
戦後法制史、憲法概論、憲法学Ⅰ、刑法総論（概論）、民法総則概論、政治過程論Ⅰ、国際政治学Ⅰ
から6単位選択必修

教職課程関連

インターンシップ関連

　
法
律
学
科

16単位

選択必修
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

民事裁判と法

民事訴訟法概説

商法Ⅰ

商法Ⅱ

会社法概論

労働基準法

公務員コース基本科目

憲法学Ⅱ

行政法総論Ⅰ

行政法総論Ⅱ

行政救済法Ⅰ

行政救済法Ⅱ

政策法務論

自治体法務

公務員のための憲法

公務員のための行政法

刑法各論（概論）

刑事政策

刑事裁判と法

刑事手続法

少年犯罪と法

公務員のための刑事法Ⅰ

公務員のための刑事法Ⅱ

物権法概論

債権法概論

契約と賠償

家族と法

不動産と法規制

労働基準法

社会保険法

社会福祉法

国際法概論

国際法各論Ⅰ

国際法各論Ⅱ

政治学原論

行政学Ⅰ

行政学Ⅱ

国際政治学Ⅱ

国際関係史Ⅰ

国際関係史Ⅱ

警察学入門

海外フィールドスタディ

企業キャリアコース基本科目

行政法総論Ⅰ

税法Ⅰ

物権法概論

債権法概論

契約と賠償

民事裁判と法

民事執行・保全法

倒産処理法

不動産と法規制

国際私法概説

知的財産法Ⅰ

ビジネス法務

会社法概論

　
法
律
学
科

16単位

選択必修
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

商法Ⅰ

商法Ⅱ

企業取引法

資金決済法

消費者法

独占禁止法

金融と法

スポーツ・ビジネス法務

労働基準法

労働契約法

労使関係法

雇用政策法

社会保険法

社会福祉法

国際法概論

国際政治学Ⅱ

ヨーロッパ政治論

アメリカ政治論

中国政治論

ジェンダーと法

情報と法

社会調査論Ⅰ

　
法
律
学
科

16単位

選択必修
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単位 備　　考

異文化理解 2

日本史概論Ⅰ 2

日本史概論Ⅱ 2

世界史概論Ⅰ 2

世界史概論Ⅱ 2

国際政治学Ⅰ 2

国際社会と法 2

市民社会と法 2

日本と国際法 2

Intensive English W/R　Ⅰ 2

Intensive English W/R　Ⅱ 2

Intensive English L/S　Ⅰ 2

Intensive English L/S　Ⅱ 2

Exam Prep. Ⅰ 2

Exam Prep. Ⅱ 2

情報リテラシーⅠ 2

情報リテラシーⅡ 2

メディアリテラシー 2

コミュニケーション論 2

ミクロ経済学Ⅰ 2

マクロ経済学Ⅰ 2

経営学概論 2

国際ビジネス概論 2

日本文化論 2

比較文化論 2

多文化共生社会論 2

Japanese Culture 2

Japanese History 2

Japanese Society 2

Japanese Geography 2

Japanese Law and Society 2

Comparative Culture 2

Comparative Legal System 2

ジェンダー論 2

宗教学 2

社会思想史 2

アジア史 2

アメリカ史 2

アメリカ外交史 2

ヨーロッパ史 2

現代中国事情 2

現代東南アジア事情 2

現代オセアニア事情 2

現代アメリカ事情 2

現代ヨーロッパ事情 2

現代中東事情 2

Regional Studies（Asia） 2

Regional Studies（Oceania） 2

Regional Studies（America） 2

Regional Studies（Europe） 2

国際政治学Ⅱ 2

国際関係論 2

安全保障と国際法 2

国際紛争の平和的解決と国際法 2

核問題と安全保障 2

International Relations and Law
（Introduction to International Law）

2

国際協力法 2

国際人権法 2

（４）平成32年度　国際学部　国際学科
　　　専門教育科目

学科 授　業　科　目

　
国
際
学
科

10単位以上を修得すること

Intensive English W/R Ⅰ、Intensive English W/R

Ⅱ、Intensive English L/S Ⅰ、Intensive English L/S

Ⅱの4科目8単位を含め、20単位以上を修得すること
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

国際社会と人の移動 2

International Migration 2

Multiculturalism in Modern Society 2

異文化適応論 2

政治地理学 2

NPO・NGO論 2

地方自治と国際協力 2

国際機構論 2

比較税制論 2

社会保障の国際比較 2

都市計画の国際比較 2

資源・エネルギー論 2

Advanced English W/R　Ⅰ 2

Advanced English W/R　Ⅱ 2

Advanced English L/S　Ⅰ 2

Advanced English L/S　Ⅱ 2

Academic WritingⅠ 2

Academic WritingⅡ 2

Business Communication　Ⅰ 2

Business Communication　Ⅱ 2

Exam　Prep．Ⅲ 2

Exam　Prep．Ⅳ 2

Exam　Prep．Ⅴ 2

Exam　Prep．Ⅵ 2

Comprehensive English　Ⅰ 2

Comprehensive English　Ⅱ 2

Current Affairs 2

Readings for Global Issues Ⅰ 2

Readings for Global Issues Ⅱ 2

翻訳実践 2

観光英語 2

貿易英語 2

日本語文章表現Ⅰ 2

日本語文章表現Ⅱ 2

日本語コミュニケーション技法Ⅰ 2

日本語コミュニケーション技法Ⅱ 2

アカデミックライティング 2

テクニカルライティング 2

情報セキュリティ論 2

ビジネスアプリケーション 2

クラウド活用実践 2

データマイニング 2

Webデザイン実践 2

メディア論 2

グローバル化とメディア 2

ソーシャルメディア論 2

メディアと広告 2

ジャーナリズム論 2

ことばと文化 2

社会心理学 2

異文化コミュニケーション 2

プレゼンテーション実践 2

ディベート実践　 2

ビジネス交渉 2

ミクロ経済学Ⅱ 2

マクロ経済学Ⅱ 2

経済政策概論 2

国際経済学概論 2

国際金融概論 2

比較経済論 2

Japanese Economy 2

中国経済論 2

　
国
際
学
科

　

〈国際コミュニケーションコース〉

10単位以上を修得すること

〈国際コミュニケーションコース〉

Advanced English W/R Ⅰ、Advanced English W/R Ⅱ、Advanced English L/S Ⅰ、Advanced 

English L/S Ⅱの4科目8単位を含め、30単位以上を修得すること

〈グローバルキャリアコース〉

Advanced English W/R Ⅰ、Advanced English W/R Ⅱ、Advanced English L/S Ⅰ、Advanced 

English L/S Ⅱの4科目8単位を含め、10単位以上を修得すること
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

東南アジア経済論 2

アメリカ経済論 2

ヨーロッパ経済論 2

ロシア経済論 2

航空経済論 2

Contemporary Economic Issues 2

経営管理概論 2

経営戦略論 2

Business Management 2

会計学概論 2

税法 2

国際会計論 2

経営情報概論 2

マーケティング論 2

流通システム論 2

ビジネス統計 2

国際経営論 2

外国為替論 2

貿易商務論 2

貿易金融論 2

国際取引と法（契約と決済） 2

国際取引と法（紛争処理） 2

国際ビジネスと知的財産 2

観光概論 2

観光資源論 2

国際観光論 2

航空実務 2

クルーズ・ビジネス論 2

ホスピタリティ論 2

Tourism and World Heritages 2

医療ビジネス論 2

基礎演習A 2

基礎演習B 2

専門演習ⅠA 2

専門演習ⅠB 2

専門演習ⅡA 2

専門演習ⅡB 2

専門演習ⅢA 2

専門演習ⅢB 2

海外語学研修 2

フィールド・プロジェクトⅠ 2

フィールド・プロジェクトⅡ 2

国際キャリア開発A 2

国際キャリア開発B 2

国際キャリアデザイン演習A 2

国際キャリアデザイン演習B 2

国際キャリア演習A 2

国際キャリア演習B 2

インターンシップ 2

海外インターンシップ 2

　
国
際
学
科

　

〈グローバルキャリアコース〉

30単位以上を修得すること

基礎演習A、基礎演習Bの2科目4単位必修

海外語学研修、フィールド・プロジェクトⅠのいずれか１科目2単位選択必修
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単位 備　　考

4

4

4

4

2

2

4

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

（１）日本語科目

単位 備　　考

2

2

2

2

2

2

1 選択

1 選択

1 選択

2 選択

2 選択

単位 備　　考

日本事情入門 2 選択

現代日本事情 2 選択

共
通
教
育
科
目

一
般
教
養
科
目

日本語総合演習Ａ

日本語総合演習Ｂ

（２）日本事情に関する科目

学科目 授　業　科　目

日本語Ⅴ

日本語Ⅵ

日本語読解

日本語会話

日本語表現

＜別表４＞
日本語及び日本事情に関する科目

授　業　科　目

日本語Ⅰ

日本語Ⅱ

日本語Ⅲ
　　　選択必修

日本語Ⅳ

生徒指導・進路指導論

社会科教育法

社会・地理歴史科教育法

社会・公民科教育法

＜別表３＞
各教科の指導法及び教育の基礎的理解に関する科目等

授　業　科　目

教育課程論

道徳理論と指導法

総合的な学習の時間の指導法

特別活動論

教育方法論

教育原理

教職論

教育行政学

教育心理学

特別支援教育概論

教育実践指導論

教育実習Ⅰ

教育実習Ⅱ

教職実践演習

教育相談論

42



＜別表５＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

入学検定料 35,000 35,000 35,000 35,000

＜別表６＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

科目等履修生検定料 5,000 5,000 5,000 5,000

＜別表７＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

転学部検定料 5,000 5,000 5,000 5,000

転学科検定料 5,000 － － －

＜別表８＞
（１）平成17年度以降入学者

（単位：円）
　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

入学金 200,000 200,000 200,000 200,000

ただし、次の（２）に掲げる者を除く。

（２）平成17・18年度3年次編入・転入学者

（単位：円）
　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目

入学金

＜別表９＞
（１）平成17年度以降入学者

（単位：円）
　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

1年次授業料（年額） 996,000 996,000 996,000 996,000

２年次授業料（年額） 1,016,000 1,016,000 1,016,000 1,016,000

３年次授業料（年額） 1,036,000 1,036,000 1,036,000 1,036,000

４年次授業料（年額） 1,056,000 1,056,000 1,056,000 1,056,000

経済学部 法学部

250,000 250,000
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ただし、次の（２）に掲げる平成17･18年度3年次編入・転入学者を除く。

（２）平成16年度以前入学者、平成17・18年度3年次編入・転入学者

（単位：円）
　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目

授業料（年額）

＜別表１０＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

在籍料（各学期） 60,000 60,000 60,000 60,000

＜別表１１＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

聴講料（1単位につき） 5,000 5,000 5,000 5,000

＜別表１２＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

履修登録料 5,000 5,000 5,000 5,000

履修料（1単位につき） 10,000 10,000 10,000 10,000

956,000 956,000

授業料はスライド制とし、「人事院勧告による国家公務員給与改定率（定昇率含む。）」に準じて毎年度
改定する。

経済学部 法学部
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1 

 

学則の変更の趣旨等を記載した書類 

 

 

 

【1】学則変更（収容定員変更）の内容 

 

平成 32 年 4 月から、大阪経済法科大学学則第 3 条に定める国際学部国際学科の入学定員を 140

人から 200 人に、収容定員を 560 人から 800 人に変更する。以上の変更により、本学の入学定員

及び収容定員は次の表のとおりとなる。 

 

現行（平成 31 年度）  変更後（平成 32 年度） 

学部学科 入学定員 収容定員  学部学科 入学定員 収容定員 

国際学部 国際学科 140 人 560 人  国際学部 国際学科 200 人 800 人 

経済学部 経済学科 200 人 800 人  経済学部 経済学科 200 人 800 人 

経営学部 経営学科 200 人 800 人  経営学部 経営学科 200 人 800 人 

法学部 法律学科 260 人 1,040 人  法学部 法律学科 260 人 1,040 人 

計 800 人 3,200 人 
 

計 
860 人 

（60 人増） 

3,440 人 

（240 人増） 

 

 

【2】学則変更（収容定員変更）の必要性 

 

1. 大阪経済法科大学の沿革と国際学部の収容定員増 

大阪経済法科大学は、昭和 46 年の創立以来、「経済と法律が社会の両輪であり、この二つの学

問を修めることによって無類の人格を形成することができる」との創立者の信念に従い、経済学

部と法学部の 2 学部体制で、「万人に開かれた高等教育の実現」を目指し、「実践の中から真理を

探求する実学の精神を持った人材の育成を行うとともに、教育研究を通じて人権の伸長と国際平

和に貢献することを使命」ととらえ、教育研究活動に邁進してきた。 

開学当初から、学ぶ意欲を持ち、そのための努力を惜しまない者すべてに門戸が開かれた高等

教育機関として尽力し、地元関西を中心に、産業界の第一線に立つビジネスパーソンを始め、弁

護士や公認会計士、税理士等の高度専門職業人、地方議会議員、公務員、教員等として、社会の

様々な分野で活躍する卒業生を輩出している。 

近年においては、現代社会の変化に対応した人材養成に一層努めるため、次のとおり、収容定

員増、学部学科の設置、大学院研究科の設置及び改組転換を行ってきた。 

 

平成 25 年 4 月 収容定員増認可（経済学部経済学科入学定員 200 人から 320 人、 

        法学部法律学科入学定員 200 人から 260 人） 
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平成 26 年 4 月 経済学部経営学科（入学定員 160 人）届出設置 

経済学部経済学科定員変更（入学定員 320 人から 160 人） 

平成 27 年 4 月 大学院経済学研究科経済学専攻（入学定員 20 人）認可設置 

平成 28 年 4 月 国際学部国際学科（入学定員 140 人）認可設置 

平成 29 年 4 月 大学院経済学研究科経営学専攻（入学定員 10 人）届出設置 

大学院経済学研究科経済学専攻定員変更（入学定員 20 人から 10 人） 

平成 31 年 4 月 収容定員増認可（経済学部経済学科入学定員 160 人から 200 人） 

経営学部経営学科（入学定員 200 人）届出設置（経済学部経営学科の改組転換によ

る） 

 

以上により、本学は、学士課程教育として、経済学部経済学科、経営学部経営学科、法学部法

律学科、国際学部国際学科という 4 学部 4 学科（入学定員 800 人、収容定員 3,200 人）の体制に

加え、修士課程教育として経済学研究科経済学専攻・経営学専攻という 1 研究科 2 専攻（入学定

員 20 人、収容定員 40 人）の体制を構築している。 

今般、収容定員増を申請する国際学部は、建学の理念に基づき、本学が長年積み上げてきた海

外協定校とのネットワークを生かした国際教育を一層発展させ、それまで培ってきた経済学・経

営学・法学を中心とする社会科学分野の教育研究の成果を礎として、平成 28 年 4 月に開設した。

以来、認可申請書に基づき教育研究活動を行ってきたが、平成 31 年度をもって完成年度を迎える

ことを機に、下記 2 に記述する必要性に基づき、収容定員増の認可申請を計画するに至った。 

 

2. 国際学部の定員増の必要性 

（1）グローバル人材育成を巡る社会的要請 

グローバル化が進展する現代社会において、国境を越えたヒト、モノ、カネ、情報の交流が活

発化し、地球規模で市場経済化が進み、人口、環境、エネルギー、人の移動等の諸課題への対応

に至るまで、全地球的規模で捉えることが不可欠となっている。日本の企業においては、製造拠

点を国外に求める動きが加速しており、その進出先を欧米諸国からアジア地域へと移行させる中、

異文化理解や国際共通語としての英語を主としたコミュニケーション能力、協働力を備えたグロ

ーバル人材の需要が高まっている。 

グローバル化の進展は日本社会にも大きな影響をもたらしており、人口減少と少子高齢化、労

働市場や産業・就業構造の流動化等が進む中で、国際的な人の移動により、平成 29 年末時点での

在留外国人は 256 万人に達し、3 年連続で過去最多を更新している。さらに、2020 年東京オリン

ピック・パラリンピックの開催に続いて、2025 年国際博覧会の大阪開催（大阪万博）が決定した

ことによって、すでに昨年 3000 万人を超えるに至った訪日外国人数がさらに増加するものと考

えられる。また、日本政府は、経済成長等への貢献が期待される高度な能力を持つ外国人につい

て、高度外国人材として受入の促進を図るとともに、平成 30 年 12 月には出入国管理及び難民認

定法が改正され、人手不足が深刻な分野の労働力を補うため、外国人材の受入れ拡大が進められ

ようとしている。こうした変化にともない、企業や地域のコミュニティーの中でも、日常的な外

国人との接点が増え、文化的背景の異なる人々との協働や共生が求められるようになっている。 

このような状況において、グローバル人材の育成は、今後の日本の国際競争力を左右する国家

○前回事務相談以降の情勢変化（中教審答申）を反映させる。 
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戦略的課題となっており、その人材育成を担う高等教育機関への期待は大きいものとなっている。

平成 30 年 11 月に取りまとめられた中央教育審議会答申「2040 年に向けた高等教育のグランドデ

ザイン」においては、2040 年頃の社会は、「社会・経済・科学技術等の在り方が地球規模で連動

する、広範で構造的な変容」が起き、「人の国際的な移動が爆発的に拡大し、情報通信技術も劇的

に進歩している」グローバルな社会となると展望している。そして、そのような変化に対応し、

高等教育機関の国際展開、留学生交流の推進等に取り組み、「世界に開かれた教育機関として期待

される役割を果たすことが必要である。」としている。 

本学国際学部は、「異文化理解と多文化共生を育み、豊かな国際感覚と優れたコミュニケーショ

ン能力を身につけるとともに、幅広い教養と専門性を備え、チームワークとリーダーシップをも

って、国際的なビジネス・市民社会で活躍できる人材の養成」（学則第 2 条第 2 項（3））を教育研

究上の目的としている。今般、国際学部の収容定員増を行うことによって、その教育目的に沿っ

た、より多くのグローバル人材を輩出することで、上記のような社会的要請に一層応えることが

できると考える。 

 

（2）国際学部における教育の充実と発展 

このようなグローバル人材育成を巡る社会的要請に応えられるように、国際学部では、平成 28

年 4 月の開設以来、特色ある学際的な教育を展開してきた。 

そのために、認可申請書において掲げた教育課程の編成の基本方針に基づき、学際的な専門学

修を行う科目や将来の進路に対応した 2 つのコースを設置し、早期からの海外体験・留学等、体

験・実践を重視した学修や、4 年間を通した学修指導とキャリア教育を実施して、「世界を知る力」

と豊かな国際感覚、「使える英語」としての国際通用性の高い英語運用能力を身につけさせ、国際

キャリアを実現する就業力育成に向けた教育を充実・発展させている。 

国際学部では、長年積み上げてきた海外協定校とのネットワークを生かして、多彩な海外体験

や留学プログラムを整備している。1 年次においては、「フィールド・プロジェクトⅠ」（アメリ

カ、ニュージーランド、中国、韓国、ベトナム、マレーシアにおける 1～2 週間のプロジェクト研

修）または「海外語学研修」（アメリカ、カナダ、ニュージーランドの協定校での約 4 週間の英語

研修）を選択必修科目として設定し、多様な渡航先に毎年 1 年生全員を送り出してきた。さらに、

収容定員増に備えて、平成 31 年度からは「海外語学研修」の派遣先としてオーストラリアを追加

する予定である。1 年次の海外体験プログラムを通じて、学生は、英語を主としたコミュニケー

ション能力の向上や、異文化に対する感受性と理解を深めている。2 年次以降も中長期の語学留

学や交換留学、「フィールド・プロジェクトⅡ」に参加することで、英語運用能力の向上や国際社

会に対する理解を図っている。このように、国際学部では、在学中に複数国・複数回の留学がで

きる体制を整えており、開設後も新たな協定に基づき、渡航先の拡大やプログラム内容を充実さ

せてきた。その結果、平成 28 年度には 140 人、平成 29 年度には 188 人、平成 30 年度には 200

人を超える学生が海外体験や留学プログラムに参加し、今後さらに多くの学生の海外派遣を目指

している。 

英語運用能力の向上に関しては、正課の授業において、1・2 年次に習熟度別に編成された少人

数クラスで、英語ネイティブ教員と日本人教員が協働して教育に取り組み、学生に英語の基礎と

なる 4 技能（聞く、話す、読む、書く）をバランスよく身につけさせる教育を実施している。3
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年次以降は、より高度な英語運用能力の獲得を目指して、英語で学ぶ専門科目を開設し、他者と

コミュニケーションを図る上で必要となる高度な知識、情報を正確に受発信する能力の向上を目

標に教育を行っている。また、課外の講座や e-learning による授業外学修、留学生との主体的な

交流により、4 年間をかけて、標準到達目標である TOEIC®スコア 600 を、さらに、発展的学修

目標として TOEIC®スコア 730 を目指す。その成果として、平成 28 年度入学生の TOEIC®のス

コアは、1 年で平均約 100 ポイントアップし、2 年次の段階で複数の学生が発展的学修目標であ

る TOEIC®スコア 730 を超えるスコアを達成している。 

国際学部では、実践的な英語運用能力や国際理解力にくわえて、生涯にわたる就業力の育成を

図るべく、入学直後から段階に応じた体系的なキャリア教育を進めており、1 年次から 3 年次に

かけてキャリア形成科目を学生が履修するとともに、2 年次に「国際コミュニケーションコース」

または「グローバルキャリアコース」のいずれかを選択し、卒業後の進路を見据えた順次的かつ

体系的な学修を学生が行えるようにしている。さらに、想定する卒業後の進路に対応して、「旅行・

観光業界」、「エアライン（航空業界）」、「商社・貿易」、「英語プロフェッショナル」等の正課外の

特別プログラムを実施しており、多くの学生が将来の進路に関連した学びや資格の取得に取り組

んでいる。 

また、本学は、世界 26 ヶ国・地域、68 大学・教育研究機関との協定に基づき、様々な国・地

域からの留学生を受け入れている。留学生については、多様な希望進路の実現を可能にするため

に、日本語運用能力の向上のための日本語教育とキャリア教育を充実させている。そして、日本

国内での高度外国人材の需要の高まりの中で、希望進路を的確に把握し、学生の出身国・地域等

の特性を踏まえた就職指導、さらには大学院進学指導を行っている。 

以上のとおり、国際学部は、平成 28 年度の開設以来、3 年間の教育実践を重ね、教育の充実と

発展を図り、学生の知的成長を支える活力ある教育文化を創造し、着実に教育成果を上げつつあ

る。引き続き教育の充実と発展に努め、完成年度を迎える平成 31 年度には、この教育課程のもと

でグローバル人材としての素養を身につけた卒業生をはじめて社会に送り出す。その成果に基づ

き、平成 32 年 4 月に収容定員増を行うことにより、養成する人材像に掲げる人材をより多く輩出

したいと考えている。 

 

（3）志願者数の増加 

上記に記述したように、本学国際学部は、開設以来、養成する人材像に掲げる人材の輩出を目

指して、特色ある学際的な教育課程を編成・実施してきた。その中で、本学国際学部の教育特色

に対する認知が広がることによって、入学定員を上回る志願者を集め、適正な競争倍率の下で入

学者を確保することができている。 

また、本学は、AO 入試、推薦入試及び一般入試等多様な入試制度を通して、志願者に幅広く

受験の機会を提供してきた。その中で、異文化理解・多文化共生への関心と、グローバル化する

現代社会の諸問題について理解しようとする意欲等を持ち、英語をはじめ基礎学力に優れた志願

者を確保してきた。 

留学生については、国際学部における異文化理解・多文化共生を育むとともに、高度外国人材

の輩出を視野に入れて留学生募集を行い、海外協定校や国内の日本語学校等から多くの志願者を

確保している。 

○海外協定校数等を最新のものに修正する。 
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このような状況の中で、国際学部における志願状況は、次の表のとおり、平成 28 年度の開設以

降、年々増加している。志願者数は、平成 28 年度 1,440 人から、平成 29 年度 1,665 人、平成 30

年度 2,528 人と、2 年で 1,000 人以上増加している。これに伴い、志願倍率も、平成 28 年度 10.3

倍から、平成 29 年度 11.9 倍、平成 30 年度 18.1 倍と大幅に伸びている。 

 

   【国際学部国際学科の志願者数・志願倍率】 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

入学定員 140 人 140 人 140 人 

志願者数 1,440 人 1,665 人 2,528 人 

志願倍率 10.3 倍 11.9 倍 18.1 倍 

 

本学は、上記【2】1 及び 2（2）において記述したように、教育の充実と発展に向け、教育目

的に即した適切な教育課程の整備と教育方法の開発に努め、科目の新規開設や、少人数教育にお

ける履修者数の適正化等を行ってきた。そして、施設に関しては、八尾市街の中心において、少

人数・双方向型教育、キャリア教育に適し、充実した ICT 施設を備えた都市型の八尾駅前キャン

パスを建設（平成 24 年 4 月開校）、また、緑豊かな自然に囲まれ、各種教育施設、多彩な文化・

スポーツ施設を有する花岡キャンパスの整備を一層進める等、教育環境の充実に取り組んできた。

このような教育の質保証に向けた教育改革、施設拡充整備等の取組をさらに推し進め、大学の活

力を向上させていく上で、それを支える安定した財政基盤の確立が不可欠であり、そのためには、

本学の現在の規模を拡大させることが必要となる。 

また、本学において、学生は、国内外での国際交流活動等に積極的に参加し、様々な海外体験・

留学プログラムや学内での国際交流イベント、スポーツ・文化等の課外活動やボランティア活動

等において、大きな役割を果たしてきた。これらの諸活動は、多様な国・地域から受け入れた留

学生を含む、より多くの学生が参加することによって活性化し、その活動効果も一層高まる。教

育の質保証に向けた不断の努力に基づく大学の規模の拡大は、多くの学生が集団の中で多様な考

え方に触れ、討論等を通じて切磋琢磨し、資質や能力を伸ばしていく上で、より好ましい教育環

境を作り出すと考えている。 

 

 

【3】学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

 

国際学部は、養成する人材像に掲げる人材を育成し、社会的責務を果たすために、教育の質保

証に向けた不断の実践を重ね、今般、これを基礎に、収容定員変更の申請を行うに至った。収容

定員変更が認可された後も、これまで進めてきた各種取組を充実させ、社会から求められる人材

以上のように、国際学部に対する志願者からのニーズは年々高まりを見せており、収容定員変

更後も志願者を確保することが十分に可能である。そして、適正な定員管理の下で、このニーズ

に積極的に応えることは本学の社会的使命の 1 つであると考えている。 

 

（4）大学の規模拡大による財政基盤の強化と大学活力の向上 
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の育成にさらに努めていく。以下に、開設から取り組んできた内容も含め、教育課程等の変更内

容を記述する。 

 

1. 教育課程の変更内容について 

国際学部の教育課程は、国際性と学際性を特色とし、「共通教育科目」と「専門教育科目」から

編成している。 

 

（1）共通教育科目 

「共通教育科目」では、幅広い教養を身につけるために、人文、社会、自然科学を学修する科

目、情報、健康に関する知識や技能を修得する科目、現代的な諸課題を考察する科目等を設置し

ている。「共通教育科目」に関して、卒業に要する単位は 14 単位以上である。 

 

（2）専門教育科目 

「専門教育科目」には、次のとおり、「専門基礎科目」、「専門発展科目」、「演習科目」、「留学・

体験科目」、「キャリア形成科目」の科目群を配置している。「専門教育科目」に関して、卒業に要

する単位は 90 単位以上である。 

 

専門基礎科目 
1 年次において、「世界を知る力」を身につけるための基礎的な知識及び英語運

用能力を修得する科目を 23 科目設置している。 

専門発展科目 

「国際理解科目群」、「コミュニケーション科目群」、「国際ビジネス関連科目群」

の 3 つの科目群から構成され、2 年次以降に履修する科目を設置している。 

「国際理解科目群」では、多文化共生を志向し、異文化理解を育むために必要

な、日本と世界の文化・歴史・社会等に関する科目を 47 科目設置している。 

「コミュニケーション科目群」では、英語運用能力を身につけるための科目、

コミュニケーションや情報に関連する科目を 42 科目設置している。 

「国際ビジネス関連科目群」では、国際経済やグローバルに展開する様々なビ

ジネスに関わる事柄を理解するための科目を 39 科目設置している。 

演習科目 

1 年次の必修科目である「基礎演習 A」、「基礎演習 B」、2 年次の「専門演習Ⅰ

A」、「専門演習ⅠB」、3 年次の「専門演習ⅡA」、「専門演習ⅡB」で、グローバ

ル社会に関わる諸課題について調査・検討を行い、主体性と思考力の向上を図

る。そして、4 年次の「専門演習ⅢA」、「専門演習ⅢB」で、グローバル化する

現代社会の諸課題についての卒業研究に取り組む。 

留学・体験科目 

1 年次に選択必修科目である「フィールド・プロジェクトⅠ」または「海外語

学研修」で、コミュニケーション能力の向上や異文化に対する感受性と理解の

深化を図る。「フィールド・プロジェクトⅠ」は、海外における 1～2 週間のプ

ロジェクト研修であり、「海外語学研修」は、アメリカ、カナダ、オーストラ

リア（平成 31 年度より追加）、ニュージーランドの海外協定校での約 4 週間の

英語研修である。2 年次以降に参加する「フィールド・プロジェクトⅡ」では、

1 年次に渡航した国とは異なる渡航先での活動等を通して、国際社会に対する

○派遣先の追加（オーストラリア）を反映させる。 
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理解をさらに深める。 

キャリア形成 

科目 

1 年次から 3 年次に、社会的・職業的自立を図るため、社会・職業への円滑な

移行に必要な力を養成する科目である「国際キャリア開発 A」、「国際キャリア

開発 B」、「国際キャリアデザイン演習 A」、「国際キャリアデザイン演習 B」、「国

際キャリア演習 A」、「国際キャリア演習 B」と、「インターンシップ」、「海外

インターンシップ」での学修と就業体験を通して、国際キャリアを見据えた実

践的な就業力の修得を図る。 

 

（3）コースの設定 

国際学部では、2 年次に「国際コミュニケーションコース」及び「グローバルキャリアコース」

のうちから 1 つを選択し、卒業後の進路を見据えた順次的かつ体系的な学修を学生が行えるよう

にしている。 

「国際コミュニケーションコース」は、世界の様々な国や地域の多様なバックグラウンドを持

った人々と協働し、多様な価値観を尊重しつつ、異なる文化や社会の中で問題解決を図ることが

できる、国際感覚を有する人材の養成を目的としたコースである。 

「グローバルキャリアコース」は、経済学や法学の知識や素養に加え、世界情勢や国際関係、

異文化に対する理解等を前提とする広い国際教養を兼ね備え、主にビジネスの国際的展開に貢献

ができる人材の養成を目的としたコースである。 

 

（4）学部開設後の科目新設 

国際学部は開設から 3 年が経過するが、設置認可申請書に記載した教育課程を着実に実施し、

加えて開設 2 年次以降において新規科目を開設している。具体的には、国際社会における多文化

共生と人の移動の理解を深めるための科目である「Multiculturalism in Modern Society」、

「International Migration」、「Readings for Global Issues Ⅰ」、「Readings for Global Issues Ⅱ」

を、また、安全保障や国際紛争の平和的解決を達成するための国際法についての理解を深めるた

めの科目である「安全保障と国際法」、「国際紛争の平和的解決と国際法」、「International 

Relations and Law（Introduction to International Law）」を追加で新たに設置した。加えて、

平成 31 年度においては、国際政治分野の充実のため、「国際政治学Ⅰ」、「国際政治学Ⅱ」、「アメ

リカ外交史」、「核問題と安全保障」の新設を計画している。さらに、英語及び留学生の日本語運

用能力向上のために、「Exam Prep. Ⅴ」、「Exam Prep. Ⅵ」及び「日本語Ⅲ」、「日本語Ⅳ」、「日

本語Ⅴ」、「日本語Ⅵ」を新たに設置し、完成年度に向けて教育課程の充実を図り教育の質保証に

努めている。 

 

以上に述べた現在の国際学部の教育課程は、社会からのニーズ、多様で幅広い学生のニーズに

応え、国際学部の教育目的を実現するために適切な内容であり、収容定員増にあたっても基本的

に継続実施することとし、さらに、急速に進むグローバル化の動向や変化に対応して、収容定員

増の後も引き続き教育課程の充実改善を図っていく。これによって、これまで以上に国際学部の

特性を反映した教育を展開できるものと考える。（資料 1） 

 

○8科目は誤記で正しくは 6科目。なお、より具体的な説明となるよう、科目数ではなく科目名を記載するよ

う修正。 

○学部開設後の科目新設の中に、2019年度新規開設予定の４科目を加える。 
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2. 教育方法及び履修指導方法の変更内容について 

（1）教育方法 

国際学部の授業では、適正な人数での教育および ICT 等を活用した双方向型教育を中心とし、

教員と学生、学生同士の交流を活性化させ、専門科目の教育、キャリア教育と就職支援まで、4

年間の学士課程教育全体を通して丁寧な教育を実施している。 

授業においては、知識の修得や理論の理解に重点を置き、授業形態により、グループワークや

プレゼンテーション、ディスカッション等のアクティブ・ラーニングを取り入れている。 

「演習科目」や「語学科目」のクラス規模は 20 人程度としており、講義科目については多くの

専門科目が開講される八尾駅前キャンパスの講義室の最大収容人数を 99 人以下にしている。収容

定員増後は、適切な人数での教育を維持するため、必要に応じてクラス数を増加させる。クラス

数を増加させることにより、少人数で実施する「語学科目」については、詳細なレベル設定でク

ラス編成ができ、習熟度に応じた適切な教育が実現できる。また、「演習科目」では、より多様な

学問領域から、学生の興味関心に広く対応できる科目の設定が可能になり、さまざまなアプロー

チから世界の諸問題に取り組むことができるようになる。そして、キャリア教育においては、希

望進路別のクラス編成が可能になり、それに応じた教育内容の授業を運営することができるよう

になる。 

国際学部では、学内における学修との相乗効果を高めるとともに、学生の主体性や能動性を引

き出すため、学外での実践的な学修を積極的に取り入れている。国際学部の教育特色でもある「留

学・体験科目」については、学生の主体性や能動性を引き出すことを可能にすべく、より適切な

人数での派遣を実施し、学生の渡航先の選択肢を充実させるため、平成 31 年度から派遣先にオー

ストラリアを追加するなど派遣先の拡充を図ってプログラム数を拡大する。これにより、平成 32

年度から、1 年次選択必修科目である「海外語学研修」、「フィールド・プロジェクトⅠ」につい

ては、「海外語学研修」が 4 ヶ国 8 プログラム・受入人数 260 人（資料 2）、「フィールド・プロジ

ェクトⅠ」が 6 ヶ国 8 プログラム・受入人数 250 人（資料 3）となり、両方を合わせて合計 510

人の受入れが可能となる。よって、平成 32 年度から入学定員を 200 人に増加しても、これらの

「留学・体験科目」をそれぞれの学修目標に基づいて円滑に実施するのに十分な受入れ先が確保

されている。 

また、国際学部では、学部特性に応じた少人数・双方向型の教育、アクティブ・ラーニング等

を実施する上で、教育方法の検討や新たな教材の開発をはじめとして FD 活動を積極的に推進し

ており、こうした取組についても引き続き充実を図る。 

 

（2）履修指導方法 

国際学部では、専門教育科目や語学の学修、将来の進路を見据えた海外体験・留学のプランニ

ング等、4 年間を通した履修及び学修指導が必要となる。そこで、学生の将来の進路や希望を考

慮しながら、4 年間を通して学生の成長を支援するために、各年次の「専門演習」担当者と 1 年

次の「基礎演習」担当者の 2 人をアドバイザーとして配置している。1 年次に関しては、演習担

当教員 1 人と職員 1 人、SA（スチューデントアシスタント）として先輩学生 2 人の 4 人体制で、

1 年次必修科目の「基礎演習」の運営を中心に、学修や大学生活に対する指導を行っている。 

アドバイザーは、個々の学生の指導にあたり、学期ごとの面談指導等を通して、補充的な学修
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や発展的学修等、学生の状況に応じた指導を実施している。アドバイザーによる指導やアドバイ

スは、授業中に加えて、オフィスアワーを通しても実施し、学生の学修状況の履歴と学修成果の

蓄積等を行うシステムである「学修ポートフォリオ」を活用して、学生一人ひとりの学修の進捗

状況を把握しながら適宜指導を行っている。 

履修の際には、それぞれの学生の興味・関心に基づいて、一定の順次性と体系性を持って学修

を行えるようにするために、国際学部における教育課程や 4 年間の学修について説明することで

履修指導を徹底している。新入生については入学後のセミナーで、それ以降は、学期開始直前に

行われるクラスミーティングで履修指導を行っている。履修指導の際には、履修系統図や履修モ

デルのほかに卒業要件確認シートを作成し、学生の教育課程の理解を深めることができるように

したうえ、将来の目標や関心に応じて体系的な履修を促している。 

履修登録にあたっては、学生個々人の単位修得状況や GPA 等に基づき、学修について相談のう

え、計画的な履修上のアドバイスを行っている。また、履修制限単位として、年間履修上限 48

単位、学期履修上限 26 単位を設定し、学生が十分な予習及び復習時間を確保できるようにしてい

る。 

 

以上のように、国際学部の教育方法及び履修指導方法については、個々の学生の主体性や能動

性を引き出し、順次性と体系性を持って学修を行えるようにしており、変更前の内容と比較して、

同等以上の内容が担保されている。 

 

3. 教員組織の変更内容について 

国際学部の専任教員数は、平成 28 年 4 月の開設時において 16 人（うち教授 8 人）であったが、

その後、完成年度以降の収容定員増に備えて 1 人増員しており、合計 17 人（うち教授 9 人）を

もって構成する。これによって、収容定員 800 人の場合に大学設置基準に定める専任教員数 13

人（うち教授 7 人）を 4 人（教授については 2 人）上回る教員数となる。 

専任教員 17 人のうち、7 人が外国人教員であり、国際学部の人材養成目的に沿って、多様な出

身国（アメリカ、イギリス、フランス、オーストラリア、中国、韓国の 6 ヶ国）から構成されて

いる。また、専任教員 12 人が博士の学位を有しているなど、担当科目において十分な研究実績が

ある教員を配置している。 

国際学部の「専門発展科目」は 3 つの科目群で構成されており、「国際理解科目群」では 8 人

（うち教授 2 人）、「コミュニケーション科目群」では 6 人（うち教授 4 人）、「国際ビジネス

関連科目群」3 人（うち教授 3 人）の専任教員が、それぞれの主要科目を担当する。このように

国際学部の教育目標の実現に向けた主要科目については専任教員が担当し、学生の教育に専任教

員が責任をもつ体制を整備している。 

以上により、国際学部の教員組織は、変更前と比較して、同等以上の内容が担保されている。 

 

4. 大学全体の施設・設備の変更内容について 

本学は、大阪府八尾市にある花岡キャンパスと八尾駅前キャンパスの 2 つのキャンパスに教育

研究の拠点を置いている。花岡キャンパスは、大阪平野を見下ろせる信貴山・生駒山の麓にあり、

緑豊かな自然に恵まれており、学生が豊かな人間性を涵養できる環境となっている。この花岡キ
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ャンパスでは、1・2 年次の共通教育科目及び 1・2 年次の専門教育科目を中心とした正課授業や

課外活動が展開されている。一方、八尾駅前キャンパスは、八尾市街の中心に位置し、近鉄八尾

駅から徒歩 5 分の好立地で 22 時まで開校しており、学生が存分に学修や研究に打ち込める環境と

なっている。この八尾駅前キャンパスでは、3・4 年次の専門教育科目を中心とした正課授業や各

種資格講座が展開されている。両キャンパス間は、無料のスクールバスにより約 20 分で移動可能

であり、両キャンパスを一体として活用することによって、それぞれの特性を生かした教育研究

活動を実施している。 

 

（1）校地、運動場の整備 

本学は、校地面積 84,538.8 ㎡（花岡キャンパス 66,187.8 ㎡、八尾駅前キャンパス 2,721.0 ㎡、

富田林グラウンド 15,630.0 ㎡）を有しており、収容定員増に伴って大学設置基準上必要となる校

地面積（34,400.0 ㎡）は十分に確保されている。 

運動場として、花岡キャンパスにグラウンド（4,326.5 ㎡）が整備されており、学部の正課の体

育授業や課外活動で使用している。花岡キャンパスには、この他にテニスコートや弓道場、アー

チェリー場が整備されている。また、花岡キャンパスからスクールバスで約 40 分の距離にある富

田林市には、野球場・サッカーグラウンドが整備されており、学生の様々な競技へのニーズに対

応している。 

 

（2）校舎等施設の整備 

本学は、校舎面積 34,158.4 ㎡（花岡キャンパス 26,236.9 ㎡、八尾駅前キャンパス 7,921.5 ㎡）

を有しており、収容定員増に伴って大学設置基準上必要となる校舎面積（17,154.2 ㎡）は十分に

確保されている。 

花岡キャンパスには、講義室 16 室（収容人数 99 人以下 6 室、収容人数 100 人～150 人以下 8

室、収容人数 200 人以上 2 室）、演習室 21 室（すべて収容人数 30 人以下）、実験・実習室 2 室、

情報処理学修施設 3 室、語学学修施設 20 室（すべて収容人数 30 人～45 人以下）が設置されてお

り、十分な教室が整備されている。また、専任教員の個人研究室 96 室、学長室、会議室、事務室、

図書館、医務室、学生自習室、院生研究室、学生控室、食堂、体育館、クラブハウス、文化会館、

講堂等が整備されており、教育研究や学生生活に必要なことはキャンパス内でまかなえるように

なっている。 

八尾駅前キャンパスには、講義室 11 室、演習室 20 室、実験・実習室 1 室、情報処理学修施設

1 室、専任教員室、学長室、会議室、事務室、図書館、医務室、学生自習室、学生控室、食堂、

多目的室、相談室等が設置されている。校舎内には全館無線 LAN 設備が整備され、すべての演

習室に電子黒板機能付きプロジェクター、一人掛可動机・イスの設置、学生証での入退室管理シ

ステムの導入等が行われ、充実した設備を備える演習室となっている。また、アクティブ・ラー

ニング教室やプレゼンテーション教室等の各種教室の設置とともに、講義室について最大収容人

数を 99 人以下に設定し、プロジェクター・スクリーンを備えることで、少人数・双方向対話型の

教育が徹底できる教室環境になっている。 

国際学部は、花岡キャンパスでは 1・2 年次に履修推奨する科目を中心に開講し、八尾駅前キャ

ンパスでは 3・4 年次に履修推奨する科目を中心に開講している。専任教員の個人研究室は、花岡
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キャンパスに設置されており、専任教員は、八尾駅前キャンパスと花岡キャンパスの間を移動す

ることとなる。両キャンパスは、スクールバスを利用し、約 20 分で移動できる近距離にある。両

キャンパス間のスクールバスは、8 時台から 22 時台まで、1 日 90 便程度運行されている。また、

教職員専用シャトルバスが、1 日 8 便、花岡キャンパスの教員の個人研究室が設置されている本

部棟前から八尾駅前キャンパスまで、ドア・ツー・ドアで運行されている。このように、教員は、

両キャンパス間を不便なく移動することができる。さらに、時間割設定においても、教員のキャ

ンパス間移動を十分に配慮している。 

なお、備品については、既設他学部との共用を基本としながらも、国際学部収容定員増までに、

演習室・講義室に一人掛可動机・イス、視聴覚機器等の各種備品を追加配備し、設備機器を一層

拡充することにより、教室環境の充実を図る。また、収容定員増後も、毎年度、教員、学生から

の要望及び利用の実態等を考慮しつつ、継続的に整備を図ることとする。 

上記のような教育環境を整備し、本学の校舎面積が、大学設置基準上必要となる面積の 2 倍近

くを有していることから、国際学部の入学定員を 140 人から 200 人に増やしても、教育研究上の

支障が生じることはなく、大学全体の施設・設備について、変更前の内容と比較して、同等以上

の内容が担保されている。 

 

以上 
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基礎体育B 1後 1 〇 兼2

哲学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

日本史 1･2･3･4後 2 〇 兼2

日本近現代史 1･2･3･4後 2 〇 兼1

西洋史 1･2･3･4後 2 〇 兼1

考古学 1･2･3･4前 2 〇 兼1

文化人類学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

文学 1･2･3･4前 2 〇 兼2

言語学 1･2･3･4前 2 〇 兼1

教育学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

心理学 1･2･3･4後 2 〇 兼2

日本国憲法 1･2･3･4前 2 〇 兼1

法学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

政治学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

経済学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

地理学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

社会学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

日本事情入門 1･2･3･4前 2 〇 兼2

現代日本事情 1･2･3･4後 2 〇 兼2

科学技術史 1･2･3･4後 2 〇 兼1

化学と生活 1･2･3･4後 2 〇 兼1

統計学Ⅰ 1･2･3･4前 2 〇 兼1

統計学Ⅱ 1･2･3･4後 2 〇 兼1

情報システム論 1･2･3･4後 2 〇 兼1

ソフトウェア論 1･2･3･4前 2 〇 兼1

ネットワーク論 1･2･3･4後 2 〇 兼1

ワープロ実践 1･2･3･4前 2 〇 兼2

表計算実践 1･2･3･4後 2 〇 1 兼1

データベース実践 1･2･3･4後 2 〇 兼1

デジタルプレゼンテーション 1･2･3･4後 2 〇 兼3

ワープロ応用 2･3･4前 2 〇 兼1

表計算応用 2･3･4後 2 〇 1

プログラミング実践 2･3･4前 2 〇 1

情報科学演習 2･3･4前 2 〇 兼1

環境論 1･2･3･4前 2 〇 兼1

環境フィールドスタディⅠ 1･2･3･4前 2 〇 兼2

環境フィールドスタディⅡ 1･2･3･4後 2 〇 兼2

平和学 1･2･3･4前 2 〇 兼3 オムニバス

マスコミ論 1･2･3･4前 2 〇 兼1

地域文化論 1･2･3･4前 2 〇 兼2

芸術学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

河内学 1･2･3･4前 2 〇 兼6 オムニバス

現代社会学 1･2･3･4前 2 〇 兼1

現代社会と人権 1･2･3･4後 2 〇 兼1

現代社会と教育 1･2･3･4前 2 〇 兼1

現代社会と健康 1･2･3･4休 2 〇 兼2 集中

現代社会と日本語 1･2･3･4後 2 〇 兼1

現代社会と科学 1･2･3･4前 2 〇 兼1

現代社会とビジネス 1･2･3･4前 2 〇 兼2 オムニバス

現代社会と観光 1･2･3･4前 2 〇 兼3 オムニバス

現代社会とメディア 1･2･3･4後 2 〇 兼1

人権の諸問題 2･3･4前 2 〇 兼1 隔年

海運と港湾 2･3･4後 2 〇 兼1

日本の水産業と世界の水産業 2･3･4前 2 〇 兼1

日本の農業 2･3･4前 2 〇 兼1

世界の農業 2･3･4後 2 〇 兼1

共
通
教
育
科
目

教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
別記様式第2号（その２の１）

科目
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授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置
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授業形態

（国際学部国際学科）
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教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
別記様式第2号（その２の１）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

授業形態

（国際学部国際学科）

地球と環境 2･3･4後 2 〇 兼1

環境と経営 2･3･4前 2 〇 兼1

環境と社会 2･3･4前 2 〇 兼2

環境と海洋 2･3･4後 2 〇 兼1

環境と生態 2･3･4後 2 〇 兼1

環境保全論 2･3･4休 2 〇 兼1 集中

環境演習A 2･3･4前 2 〇 兼1

環境演習B 2･3･4後 2 〇 兼1

ビジネスリテラシー 2･3･4後 2 〇 兼1

総合演習a 2･3･4前 2 〇 兼5

総合演習b 2･3･4後 2 〇 兼5

フランス語Ⅰ 1･2･3･4前 2 〇 兼1

フランス語Ⅱ 1･2･3･4後 2 〇 兼1

中国語Ⅰ 1･2･3･4前 2 〇 兼1

中国語Ⅱ 1･2･3･4後 2 〇 兼1

韓国語Ⅰ 1･2･3･4前 2 〇 兼2

韓国語Ⅱ 1･2･3･4後 2 〇 兼2

ロシア語Ⅰ 1･2･3･4前 2 〇 兼1

ロシア語Ⅱ 1･2･3･4後 2 〇 兼1

日本語Ⅰ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼4

日本語Ⅱ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼2

日本語Ⅲ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼3

日本語Ⅳ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼5

日本語Ⅴ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼6

日本語Ⅵ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼4

中国語総合演習A 1･2･3･4前 2 〇 兼1

中国語総合演習B 1･2･3･4後 2 〇 兼1

ロシア語総合演習A 1･2･3･4前 2 〇 兼1

ロシア語総合演習B 1･2･3･4後 2 〇 兼1

日本語総合演習A 1･2･3･4前 2 〇 兼7

日本語総合演習B 1･2･3･4後 2 〇 兼7

中国語会話 1･2･3･4前 1 〇 兼1

韓国語会話 1･2･3･4後 1 〇 兼1

日本語読解 1･2･3･4前 1 〇 兼1

日本語会話 1･2･3･4前 1 〇 兼1

日本語表現 1･2･3･4後 1 〇 兼1

中国語コミュニケーション演習 2･3･4前 4 〇 兼1

韓国語コミュニケーション演習 2･3･4前 4 〇 兼1

健康科学論 1･2･3･4前 2 〇 兼1

心とからだの病理学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

身体運動科学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

スポーツ論 1･2･3･4前 2 〇 兼1

生涯スポーツA 1･2･3･4前 1 〇 兼3

生涯スポーツB 1･2･3･4後 1 〇 兼3

フィットネス実習A 1･2･3･4前 1 〇 兼1

フィットネス実習B 1･2･3･4後 1 〇 兼1

トレーニング演習A 1･2･3･4前 2 〇 兼2

トレーニング演習B 1･2･3･4後 2 〇 兼2

身体管理論 2･3･4後 2 〇 兼1

スポーツ指導論 2･3･4前 2 〇 兼1

スポーツ管理論 2･3･4後 2 〇 兼1

- 0 211 0 1 0 0 0 0 兼68 ―
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小計( 109 科目) －

2



 

必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
別記様式第2号（その２の１）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

授業形態

（国際学部国際学科）

異文化理解 1前 2 〇 1 2 オムニバス

日本史概論Ⅰ 1前 2 〇 兼1

日本史概論Ⅱ 1後 2 〇 兼1

世界史概論Ⅰ 1前 2 〇 1 兼1 オムニバス

世界史概論Ⅱ 1後 2 〇 1 兼1 オムニバス

国際政治学Ⅰ 1後 2 〇 兼1

国際社会と法 1後 2 〇 1

市民社会と法 1前 2 〇 兼1

日本と国際法 1後 2 〇 1

Intensive English W/R　Ⅰ 1前 2 〇 1 兼14

Intensive English W/R　Ⅱ 1後 2 〇 1 兼14

Intensive English L/S　Ⅰ 1前 2 〇 2 兼7

Intensive English L/S　Ⅱ 1後 2 〇 2 兼7

Exam Prep. Ⅰ 1前・後 2 〇 1 兼3

Exam Prep. Ⅱ 1前・後 2 〇 1 兼3

情報リテラシーⅠ 1前 2 〇 2 兼1

情報リテラシーⅡ 1後 2 〇 2 兼1

メディアリテラシー 1後 2 〇 兼1

コミュニケーション論 1後 2 〇 1

ミクロ経済学Ⅰ 1前 2 〇 1

マクロ経済学Ⅰ 1後 2 〇 1

経営学概論 1前 2 〇 兼1

国際ビジネス概論 1後 2 〇 1

- 8 38 0 6 5 0 1 0 兼30 ―

日本文化論 2前 2 〇 兼1

比較文化論 2後 2 〇 1 兼2 オムニバス

多文化共生社会論 3・4前 2 〇 2 兼1 オムニバス

Japanese Culture 2後 2 〇 1

Japanese History 2休 2 〇 兼1 集中

Japanese Society 2後 2 〇 兼1

Japanese Geography 2後 2 〇 兼1

Japanese Law and Society 3・4前 2 〇 1

Comparative Culture 3・4後 2 〇 兼1

Comparative Legal System 3・4後 2 〇 1

ジェンダー論 2前 2 〇 兼1

宗教学 2後 2 〇 兼1

社会思想史 2前 2 〇 兼1

アジア史 2前 2 〇 1

アメリカ史 2前 2 〇 兼1

アメリカ外交史 3後 2 〇 兼1

ヨーロッパ史 2前 2 〇 兼1

現代中国事情 3・4前 2 〇 兼1

現代東南アジア事情 3・4前 2 〇 1

現代オセアニア事情 3・4前 2 〇 兼1

現代アメリカ事情 3・4後 2 〇 兼1

現代ヨーロッパ事情 3・4後 2 〇 兼1

現代中東事情 3・4後 2 〇 兼1  

Regional Studies（Asia） 3・4休 2 〇 兼1 集中

Regional Studies（Oceania） 3・4前 2 〇 兼1

Regional Studies（America） 3・4後 2 〇 兼1

Regional Studies（Europe） 3・4後 2 〇 兼1

国際政治学Ⅱ 2前 2 〇 兼1

国際関係論 2休 2 〇 兼1 集中

安全保障と国際法 2前 2 〇 1

国際紛争の平和的解決と国際法 2後 2 〇 1

核問題と安全保障 3・4前 2 〇 兼1

2後 2 〇 1

国際協力法 3・4前 2 〇 1

小計( 23 科目) 

International Relations and Law
(Introduction to International Law)

－
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教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
別記様式第2号（その２の１）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

授業形態

（国際学部国際学科）

国際人権法 3・4後 2 〇 1

国際社会と人の移動 2後 2 〇 1

International Migration 2前 2 〇 1

Multiculturalism in Modern Society 2後 2 〇 1

異文化適応論 2後 2 〇 1

政治地理学 3・4後 2 〇 兼1

NPO・NGO論 2前 2 〇 兼1

地方自治と国際協力 2前 2 〇 兼1

国際機構論 3・4後 2 〇 1

比較税制論 3・4前 2 〇 1

社会保障の国際比較 3・4前 2 〇 兼1

都市計画の国際比較 3・4前 2 〇 兼1

資源・エネルギー論 2後 2 〇 兼1

- 0 94 0 2 5 0 1 0 兼23 ―

Advanced English W/R　Ⅰ 2前 2 〇 1 兼11

Advanced English W/R　Ⅱ 2後 2 〇 1 兼11

Advanced English L/S　Ⅰ 2前 2 〇 2 兼8

Advanced English L/S　Ⅱ 2後 2 〇 2 兼8

Academic WritingⅠ 3・4前 2 〇 1

Academic WritingⅡ 3・4後 2 〇 1

Business Communication　Ⅰ 3・4前 2 〇 兼1

Business Communication　Ⅱ 3・4後 2 〇 兼1

Exam　Prep．Ⅲ 2前・後 2 〇 兼2

Exam　Prep．Ⅳ 2前・後 2 〇 1 兼1

Exam　Prep．Ⅴ 2前・後 2 〇 兼2

Exam　Prep．Ⅵ 2後 2 〇 兼1

Comprehensive English　Ⅰ 3・4前 2 〇 1

Comprehensive English　Ⅱ 3・4後 2 〇 1

Current Affairs 3・4前 2 〇 1

Readings for Global Issues Ⅰ 2前 2 〇 1

Readings for Global Issues Ⅱ 2後 2 〇 1

翻訳実践 3・4前 2 〇 兼1

観光英語 3・4前 2 〇 兼1

貿易英語 3・4後 2 〇 兼1

日本語文章表現Ⅰ 2前 2 〇 1 兼1

日本語文章表現Ⅱ 2後 2 〇 1 兼1

日本語コミュニケーション技法Ⅰ 2前 2 〇 1

日本語コミュニケーション技法Ⅱ 2後 2 〇 1

アカデミックライティング 3・4前 2 〇 1

テクニカルライティング 3・4後 2 〇 1

情報セキュリティ論 2前 2 〇 1

ビジネスアプリケーション 2後 2 〇 1

クラウド活用実践 3・4後 2 〇 1

データマイニング 3・4前 2 〇 1

Webデザイン実践 3・4前 2 〇 1

メディア論 2前 2 〇 兼1

グローバル化とメディア 2後 2 〇 兼1

ソーシャルメディア論 3・4後 2 〇 1

メディアと広告 3・4前 2 〇 兼1

ジャーナリズム論 3・4後 2 〇 兼1

ことばと文化 2前 2 〇 1

社会心理学 2前 2 〇 兼1

異文化コミュニケーション 2後 2 〇 兼1

プレゼンテーション実践 3・4前 2 〇 兼1

ディベート実践　 3・4後 2 〇 兼1

ビジネス交渉 3・4後 2 〇 兼1

- 8 76 0 5 4 0 0 0 兼31 ―

小計( 47 科目) 
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教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
別記様式第2号（その２の１）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

授業形態

（国際学部国際学科）

ミクロ経済学Ⅱ 2前 2 〇 1

マクロ経済学Ⅱ 2前 2 〇 1

経済政策概論 2後 2 〇 1

国際経済学概論 2後 2 〇 1

国際金融概論 2後 2 〇 1

比較経済論 2前 2 〇 1

Japanese Economy 3・4前 2 〇 兼1

中国経済論 3・4後 2 〇 兼1

東南アジア経済論 3・4後 2 〇 兼1

アメリカ経済論 3・4後 2 〇 兼1

ヨーロッパ経済論 3・4後 2 〇 1

ロシア経済論 3・4後 2 〇 1

航空経済論 3・4前 2 〇 兼1

Contemporary Economic Issues 3・4後 2 〇 兼1

経営管理概論 2前 2 〇 兼1

経営戦略論 2後 2 〇 兼1

Business Management 3・4後 2 〇 兼1

会計学概論 2後 2 〇 兼1

税法 3・4前 2 〇 兼1

国際会計論 3・4後 2 〇 兼1

経営情報概論 3・4後 2 〇 1

マーケティング論 2後 2 〇 兼1

流通システム論 2後 2 〇 兼1

ビジネス統計 2後 2 〇 兼1

国際経営論 2後 2 〇 1

外国為替論 3・4前 2 〇 1

貿易商務論 3・4前 2 〇 兼1

貿易金融論 3・4前 2 〇 1

国際取引と法（契約と決済） 3・4前 2 〇 兼1

国際取引と法（紛争処理） 3・4前 2 〇 兼1

国際ビジネスと知的財産 3・4後 2 〇 兼1

観光概論 2前 2 〇 兼1

観光資源論 2後 2 〇 兼1

国際観光論 3・4後 2 〇 兼1

航空実務 3・4後 2 〇 兼1

クルーズ・ビジネス論 3・4前 2 〇 兼1

ホスピタリティ論 3・4前 2 〇 兼1

Tourism and World Heritages 3・4後 2 〇 兼1

医療ビジネス論 3・4前 2 〇 兼1

- 0 78 0 4 0 0 0 0 兼18 ―

基礎演習A 1前 2 〇 4 5 1

基礎演習B 1後 2 〇 4 5 1

専門演習ⅠA 2前 2 〇 4 5 1

専門演習ⅠB 2後 2 〇 4 5 1

専門演習ⅡA 3前 2 〇 4 5 1

専門演習ⅡB 3後 2 〇 4 5 1

専門演習ⅢA 4前 2 〇 4 5 1

専門演習ⅢB 4後 2 〇 4 5 1

- 4 12 0 5 5 0 1 0 兼0 ―

海外語学研修 1休 2 〇 1 3 集中

フィールド・プロジェクトⅠ 1休 2 〇 1 5 1 兼1 集中

フィールド・プロジェクトⅡ 2･3休 2 〇 1 5 1 集中

- 0 6 0 2 7 0 1 0 兼1 ―

専
門
発
展
科
目

専
門
教
育
科
目

－小計( 39 科目) 

－

－

小計( 3 科目) 

留
学
・

体
験
科
目

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
関
連
科
目
群

経
済
系
科
目

経
営
系
科
目

演
習
科
目

小計( 8 科目) 

関
連
科
目
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義
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師
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教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）
別記様式第2号（その２の１）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

授業形態

（国際学部国際学科）

国際キャリア開発A 1前 2 〇 兼2

国際キャリア開発B 1後 2 〇 兼2

国際キャリアデザイン演習A 2前 2 〇 兼4

国際キャリアデザイン演習B 2後 2 〇 兼4

国際キャリア演習A 3前 2 〇 兼3

国際キャリア演習B 3後 2 〇 兼3

インターンシップ 2･3休 2 〇 兼1 集中

海外インターンシップ 2･3休 2 〇 兼1 集中
- 0 16 0 0 0 0 0 0 兼11 ―

- 20 531 0 9 7 0 1 0 兼138 ―

　卒業要件単位は124 単位とし、うち共通教育科目14単位以上、専門教
育科目90単位以上を修得することとする。

　専門教育科目の卒業要件単位90単位について、以下の要件を定める。
① 専門基礎科目において、「Intensive English W/R Ⅰ」、
「Intensive English W/R Ⅱ」、「Intensive English L/S Ⅰ」、
「Intensive English L/S Ⅱ」の4科目8単位を含め20単位以上を修得す
ること。
② 専門発展科目において、国際理解科目群から10単位以上を修得するこ
と。
③ 国際コミュニケーションコースを選択したものは、専門発展科目にお
いて、「Advanced English W/R Ⅰ」、「Advanced English W/R Ⅱ」、
「Advanced English L/S Ⅰ」、「Advanced English L/S Ⅱ」の4科目8
単位を含めコミュニケーション科目群から30単位以上、国際ビジネス関
連科目群から10単位以上を修得すること。
④ グローバルキャリアコースを選択したものは、専門発展科目におい
て、「Advanced English W/R Ⅰ」、「Advanced English W/R Ⅱ」、
「Advanced English L/S Ⅰ」、「Advanced English L/S Ⅱ」の4科目8
単位を含めコミュニケーション科目群から10単位以上、国際ビジネス関
連科目群から30単位以上を修得すること。
⑤演習科目において、「基礎演習A」、「基礎演習B」の2科目4単位を修
得すること。
⑥留学・体験科目において、「海外語学研修」、「フィールド・プロ
ジェクトⅠ」のいずれか1科目2単位を修得すること。

　なお、履修制限単位として、年間履修上限48単位、学期履修上限単位
26単位とする。

専
門
教
育
科
目

－

合計( 279 科目) 

学士（国際学）学位または称号 学位又は学科の分野

－

文学関係、経済学関係

卒　業　要　件　及　び　履　修　方　法 授業期間等

１学年の学期区分

１学期の授業期間

１時限の授業時間

2期

15週

90分

キ
ャ
リ
ア
形
成
科
目

小計( 8 科目) 
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文章表現入門 1前 2 〇 兼8

基礎体育A 1前 1 〇 兼2

基礎体育B 1後 1 〇 兼2

哲学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

日本史 1･2･3･4後 2 〇 兼2

日本近現代史 1･2･3･4後 2 〇 兼1

西洋史 1･2･3･4後 2 〇 兼1

考古学 1･2･3･4前 2 〇 兼1

文化人類学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

文学 1･2･3･4前 2 〇 兼2

言語学 1･2･3･4前 2 〇 兼1

教育学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

心理学 1･2･3･4後 2 〇 兼2

日本国憲法 1･2･3･4前 2 〇 兼1

法学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

政治学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

経済学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

地理学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

社会学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

日本事情入門 1･2･3･4前 2 〇 兼2

現代日本事情 1･2･3･4後 2 〇 兼2

科学技術史 1･2･3･4後 2 〇 兼1

化学と生活 1･2･3･4後 2 〇 兼1

統計学Ⅰ 1･2･3･4前 2 〇 兼1

統計学Ⅱ 1･2･3･4後 2 〇 兼1

情報システム論 1･2･3･4後 2 〇 兼1

ソフトウェア論 1･2･3･4前 2 〇 兼1

ネットワーク論 1･2･3･4後 2 〇 兼1

ワープロ実践 1･2･3･4前 2 〇 兼1

表計算実践 1･2･3･4後 2 〇 1 兼1

データベース実践 1･2･3･4後 2 〇 兼1

デジタルプレゼンテーション 1･2･3･4後 2 〇 兼2

環境論 1･2･3･4前 2 〇 兼1

環境フィールドスタディⅠ 1･2･3･4前 2 〇 兼2

環境フィールドスタディⅡ 1･2･3･4後 2 〇 兼2

平和学 1･2･3･4前 2 〇 兼3 オムニバス

マスコミ論 1･2･3･4前 2 〇 兼1

地域文化論 1･2･3･4前 2 〇 兼2

芸術学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

河内学 1･2･3･4前 2 〇 兼6 オムニバス

現代社会学 1･2･3･4前 2 〇 兼1

現代社会と人権 1･2･3･4後 2 〇 兼1

現代社会と教育 1･2･3･4前 2 〇 兼1

現代社会と健康 1･2･3･4休 2 〇 兼1 集中

現代社会と日本語 1･2･3･4後 2 〇 兼1

現代社会と科学 1･2･3･4前 2 〇 兼1

現代社会と観光 1･2･3･4前 2 〇 兼3 オムニバス

現代社会とメディア 1･2･3･4後 2 〇 兼1

人権の諸問題 2･3･4前 2 〇 兼1 隔年

海運と港湾 2･3･4後 2 〇 兼1

日本の水産業と世界の水産業 2･3･4前 2 〇 兼1

日本の農業 2･3･4前 2 〇 兼1

世界の農業 2･3･4後 2 〇 兼1

地球と環境 2･3･4後 2 〇 兼1

環境と経営 2･3･4前 2 〇 兼1

環境と社会 2･3･4前 2 〇 兼2

環境と海洋 2･3･4後 2 〇 兼1

環境と生態 2･3･4後 2 〇 兼1

環境演習A 2･3･4前 2 〇 兼1

共
通
教
育
科
目

花岡キャンパス

別記様式第2号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（国際学部国際学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
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花岡キャンパス

別記様式第2号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（国際学部国際学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

環境演習B 2･3･4後 2 〇 兼1

総合演習a 2･3･4前 2 〇 兼5

総合演習b 2･3･4後 2 〇 兼5

フランス語Ⅰ 1･2･3･4前 2 〇 兼1

フランス語Ⅱ 1･2･3･4後 2 〇 兼1

中国語Ⅰ 1･2･3･4前 2 〇 兼1

中国語Ⅱ 1･2･3･4後 2 〇 兼1

韓国語Ⅰ 1･2･3･4前 2 〇 兼2

韓国語Ⅱ 1･2･3･4後 2 〇 兼2

ロシア語Ⅰ 1･2･3･4前 2 〇 兼1

ロシア語Ⅱ 1･2･3･4後 2 〇 兼1

日本語Ⅰ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼4

日本語Ⅱ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼2

日本語Ⅲ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼3

日本語Ⅳ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼5

日本語Ⅴ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼6

日本語Ⅵ 1･2･3･4前･後 2 〇 兼4

中国語総合演習A 1･2･3･4前 2 〇 兼1

中国語総合演習B 1･2･3･4後 2 〇 兼1

ロシア語総合演習A 1･2･3･4前 2 〇 兼1

ロシア語総合演習B 1･2･3･4後 2 〇 兼1

日本語総合演習A 1･2･3･4前 2 〇 兼7

日本語総合演習B 1･2･3･4後 2 〇 兼7

中国語会話 1･2･3･4前 1 〇 兼1

韓国語会話 1･2･3･4後 1 〇 兼1

日本語読解 1･2･3･4前 1 〇 兼1

日本語会話 1･2･3･4前 1 〇 兼1

日本語表現 1･2･3･4後 1 〇 兼1

中国語コミュニケーション演習 2･3･4前 4 〇 兼1

韓国語コミュニケーション演習 2･3･4前 4 〇 兼1

健康科学論 1･2･3･4前 2 〇 兼1

心とからだの病理学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

身体運動科学 1･2･3･4後 2 〇 兼1

スポーツ論 1･2･3･4前 2 〇 兼1

生涯スポーツA 1･2･3･4前 1 〇 兼3

生涯スポーツB 1･2･3･4後 1 〇 兼3

フィットネス実習A 1･2･3･4前 1 〇 兼1

フィットネス実習B 1･2･3･4後 1 〇 兼1

トレーニング演習A 1･2･3･4前 2 〇 兼2

トレーニング演習B 1･2･3･4後 2 〇 兼2

身体管理論 2･3･4後 2 〇 兼1

スポーツ指導論 2･3･4前 2 〇 兼1

スポーツ管理論 2･3･4後 2 〇 兼1

- 0 197 0 1 0 0 0 0 兼64 ―－小計( 102 科目) 

共
通
教
育
科
目
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花岡キャンパス

別記様式第2号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（国際学部国際学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

異文化理解 1前 2 〇 1 2 オムニバス

日本史概論Ⅰ 1前 2 〇 兼1

日本史概論Ⅱ 1後 2 〇 兼1

世界史概論Ⅰ 1前 2 〇 1 兼1 オムニバス

世界史概論Ⅱ 1後 2 〇 1 兼1 オムニバス

国際政治学Ⅰ 1後 2 〇 兼1

国際社会と法 1後 2 〇 1

市民社会と法 1前 2 〇 兼1

日本と国際法 1後 2 〇 1

Intensive English W/R　Ⅰ 1前 2 〇 1 兼14

Intensive English W/R　Ⅱ 1後 2 〇 1 兼14

Intensive English L/S　Ⅰ 1前 2 〇 2 兼7

Intensive English L/S　Ⅱ 1後 2 〇 2 兼7

Exam Prep. Ⅰ 1前・後 2 〇 1 兼3

Exam Prep. Ⅱ 1前・後 2 〇 1 兼2

情報リテラシーⅠ 1前 2 〇 2 兼1

情報リテラシーⅡ 1後 2 〇 2 兼1

メディアリテラシー 1後 2 〇 兼1

コミュニケーション論 1後 2 〇 1

ミクロ経済学Ⅰ 1前 2 〇 1

マクロ経済学Ⅰ 1後 2 〇 1

経営学概論 1前 2 〇 兼1

国際ビジネス概論 1後 2 〇 1

- 8 38 0 6 5 0 1 0 兼30 ―

日本文化論 2前 2 〇 兼1

比較文化論 2後 2 〇 1 兼2 オムニバス

Japanese Culture 2後 2 〇 1

Japanese Society 2後 2 〇 兼1

Japanese Geography 2後 2 〇 兼1

ジェンダー論 2前 2 〇 兼1

宗教学 2後 2 〇 兼1

社会思想史 2前 2 〇 兼1

アジア史 2前 2 〇 1

アメリカ史 2前 2 〇 兼1

ヨーロッパ史 2前 2 〇 兼1

国際政治学Ⅱ 2前 2 〇 兼1

安全保障と国際法 2前 2 〇 1

国際紛争の平和的解決と国際法 2後 2 〇 1

2後 2 〇 1

国際社会と人の移動 2後 2 〇 1

International Migration 2前 2 〇 1

Multiculturalism in Modern Society 2後 2 〇 1

異文化適応論 2後 2 〇 1

NPO・NGO論 2前 2 〇 兼1

地方自治と国際協力 2前 2 〇 兼1

資源・エネルギー論 2後 2 〇 兼1

- 0 44 0 0 4 0 1 0 兼12 ―－

専
門
発
展
科
目

専
門
教
育
科
目

専
門
基
礎
科
目

小計( 23 科目) －

International Relations and Law
(Introduction to International Law)

小計( 22 科目) 

国
際
理
解
科
目
群
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花岡キャンパス

別記様式第2号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（国際学部国際学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

Advanced English W/R　Ⅰ 2前 2 〇 1 兼11

Advanced English W/R　Ⅱ 2後 2 〇 1 兼10

Advanced English L/S　Ⅰ 2前 2 〇 2 兼8

Advanced English L/S　Ⅱ 2後 2 〇 2 兼7

Exam　Prep．Ⅲ 2前・後 2 〇 兼1

Exam　Prep．Ⅳ 2前・後 2 〇 1

Exam　Prep．Ⅴ 2前・後 2 〇 兼1

Readings for Global Issues Ⅰ 2前 2 〇 1

Readings for Global Issues Ⅱ 2後 2 〇 1

日本語文章表現Ⅰ 2前 2 〇 1 兼1

日本語文章表現Ⅱ 2後 2 〇 1 兼1

日本語コミュニケーション技法Ⅰ 2前 2 〇 1

日本語コミュニケーション技法Ⅱ 2後 2 〇 1

情報セキュリティ論 2前 2 〇 1

ビジネスアプリケーション 2後 2 〇 1

メディア論 2前 2 〇 兼1

グローバル化とメディア 2後 2 〇 兼1

ことばと文化 2前 2 〇 1

社会心理学 2前 2 〇 兼1

異文化コミュニケーション 2後 2 〇 兼1

- 8 32 0 2 4 0 0 0 兼24 ―

ミクロ経済学Ⅱ 2前 2 〇 1

マクロ経済学Ⅱ 2前 2 〇 1

経済政策概論 2後 2 〇 1

国際経済学概論 2後 2 〇 1

国際金融概論 2後 2 〇 1

比較経済論 2前 2 〇 1

経営管理概論 2前 2 〇 兼1

経営戦略論 2後 2 〇 兼1

会計学概論 2後 2 〇 兼1

マーケティング論 2後 2 〇 兼1

流通システム論 2後 2 〇 兼1

ビジネス統計 2後 2 〇 兼1

国際経営論 2後 2 〇 1

観光概論 2前 2 〇 兼1

観光資源論 2後 2 〇 兼1

- 0 30 0 3 0 0 0 0 兼6 ―

基礎演習A 1前 2 〇 4 5 1

基礎演習B 1後 2 〇 4 5 1

専門演習ⅠA 2前 2 〇 4 5 1

専門演習ⅠB 2後 2 〇 4 5 1

- 4 4 0 4 5 0 1 0 兼0 ―

海外語学研修 1休 2 〇 1 3 集中

フィールド・プロジェクトⅠ 1休 2 〇 1 5 1 兼1 集中

フィールド・プロジェクトⅡ 2･3休 2 〇 1 5 1 集中

- 0 6 0 2 7 0 1 0 兼1 ―

国際キャリア開発A 1前 2 〇 兼2

国際キャリア開発B 1後 2 〇 兼2

国際キャリアデザイン演習A 2前 2 〇 兼4

国際キャリアデザイン演習B 2後 2 〇 兼4

- 0 8 0 0 0 0 0 0 兼6 ―

- 20 359 0 8 7 0 1 0 兼112 ―

小計( 20 科目) －

専
門
教
育
科
目

キ
ャ
リ
ア

形
成
科
目

小計( 4 科目) －

留
学
・

体
験
科
目

－

演
習
科
目

小計( 4 科目) －

専
門
発
展
科
目

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
関
連
科
目
群

経
済
系
科
目

経
営
系
科
目

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン
科
目
群

関

連

科

目

小計( 15 科目) 

小計( 3 科目) －

合計( 193 科目) －
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

花岡キャンパス

別記様式第2号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（国際学部国際学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

学位又は学科の分野 文学関係、経済学関係

卒　業　要　件　及　び　履　修　方　法 授業期間等

　卒業要件単位は124 単位とし、うち共通教育科目14単位以上、専門教
育科目90単位以上を修得することとする。

　専門教育科目の卒業要件単位90単位について、以下の要件を定める。
① 専門基礎科目において、「Intensive English W/R Ⅰ」、
「Intensive English W/R Ⅱ」、「Intensive English L/S Ⅰ」、
「Intensive English L/S Ⅱ」の4科目8単位を含め20単位以上を修得す
ること。
② 専門発展科目において、国際理解科目群から10単位以上を修得するこ
と。
③ 国際コミュニケーションコースを選択したものは、専門発展科目にお
いて、「Advanced English W/R Ⅰ」、「Advanced English W/R Ⅱ」、
「Advanced English L/S Ⅰ」、「Advanced English L/S Ⅱ」の4科目8
単位を含めコミュニケーション科目群から30単位以上、国際ビジネス関
連科目群から10単位以上を修得すること。
④ グローバルキャリアコースを選択したものは、専門発展科目におい
て、「Advanced English W/R Ⅰ」、「Advanced English W/R Ⅱ」、
「Advanced English L/S Ⅰ」、「Advanced English L/S Ⅱ」の4科目8
単位を含めコミュニケーション科目群から10単位以上、国際ビジネス関
連科目群から30単位以上を修得すること。
⑤演習科目において、「基礎演習A」、「基礎演習B」の2科目4単位を修
得すること。
⑥留学・体験科目において、「海外語学研修」、「フィールド・プロ
ジェクトⅠ」のいずれか1科目2単位を修得すること。

　なお、履修制限単位として、年間履修上限48単位、学期履修上限単位
26単位とする。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

学位または称号 学士（国際学）
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

日本国憲法 1･2･3･4前 2 〇 兼1

ワープロ実践 1･2･3･4前 2 〇 兼1

表計算実践 1･2･3･4後 2 〇 1

デジタルプレゼンテーション 1･2･3･4後 2 〇 兼1

ワープロ応用 2･3･4前 2 〇 兼1

表計算応用 2･3･4後 2 〇 1

プログラミング実践 2･3･4前 2 〇 1

情報科学演習 2･3･4前 2 〇 兼1

現代社会と健康 1･2･3･4休 2 〇 兼1 集中

現代社会とビジネス 1･2･3･4前 2 〇 兼2 オムニバス

環境保全論 2･3･4休 2 〇 兼1 集中

ビジネスリテラシー 2･3･4後 2 〇 兼1

- 0 24 0 1 0 0 0 0 兼9 ―

Exam Prep. Ⅱ 1前・後 2 〇 兼1

- 0 2 0 0 0 0 0 0 兼1 ―

多文化共生社会論 3・4前 2 〇 2 兼1 オムニバス

Japanese History 2休 2 〇 兼1 集中

Japanese Law and Society 3・4前 2 〇 1

Comparative Culture 3・4後 2 〇 兼1

Comparative Legal System 3・4後 2 〇 1

アメリカ外交史 3後 2 〇 兼1

現代中国事情 3・4前 2 〇 兼1

現代東南アジア事情 3・4前 2 〇 1

現代オセアニア事情 3・4前 2 〇 兼1

現代アメリカ事情 3・4後 2 〇 兼1

現代ヨーロッパ事情 3・4後 2 〇 兼1

現代中東事情 3・4後 2 〇 兼1  

Regional Studies（Asia） 3・4休 2 〇 兼1 集中

Regional Studies（Oceania） 3・4前 2 〇 兼1

Regional Studies（America） 3・4後 2 〇 兼1

Regional Studies（Europe） 3・4後 2 〇 兼1

国際関係論 2休 2 〇 兼1 集中

核問題と安全保障 3・4前 2 〇 兼1

国際協力法 3・4前 2 〇 1

国際人権法 3・4後 2 〇 1

政治地理学 3・4後 2 〇 兼1

国際機構論 3・4後 2 〇 1

比較税制論 3・4前 2 〇 1

社会保障の国際比較 3・4前 2 〇 兼1

都市計画の国際比較 3・4前 2 〇 兼1

- 0 50 0 2 3 0 0 0 兼14 ―

Advanced English W/R　Ⅱ 2後 2 〇 兼1

Advanced English L/S　Ⅱ 2後 2 〇 兼1

Academic WritingⅠ 3・4前 2 〇 1

Academic WritingⅡ 3・4後 2 〇 1

Business Communication　Ⅰ 3・4前 2 〇 兼1

Business Communication　Ⅱ 3・4後 2 〇 兼1

Exam　Prep．Ⅲ 2前・後 2 〇 兼1

Exam　Prep．Ⅳ 2前・後 2 〇 兼1

Exam　Prep．Ⅴ 2前・後 2 〇 兼1

Exam　Prep．Ⅵ 2後 2 〇 兼1

八尾駅前キャンパス

専
門
教
育
科
目

専
門

基
礎

科
目

共
通
教
育
科
目

専
門
発
展
科
目

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン
科
目
群

国
際
理
解
科
目
群

小計( 25 科目) －

小計( 12 科目) －

小計( 1 科目) －

別記様式第2号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（国際学部国際学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
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必
　
修

選
　
択
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由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

八尾駅前キャンパス

別記様式第2号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（国際学部国際学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

Comprehensive English　Ⅰ 3・4前 2 〇 1

Comprehensive English　Ⅱ 3・4後 2 〇 1

Current Affairs 3・4前 2 〇 1

翻訳実践 3・4前 2 〇 兼1

観光英語 3・4前 2 〇 兼1

貿易英語 3・4後 2 〇 兼1

アカデミックライティング 3・4前 2 〇 1

テクニカルライティング 3・4後 2 〇 1

クラウド活用実践 3・4後 2 〇 1

データマイニング 3・4前 2 〇 1

Webデザイン実践 3・4前 2 〇 1

ソーシャルメディア論 3・4後 2 〇 1

メディアと広告 3・4前 2 〇 兼1

ジャーナリズム論 3・4後 2 〇 兼1

プレゼンテーション実践 3・4前 2 〇 兼1

ディベート実践　 3・4後 2 〇 兼1

ビジネス交渉 3・4後 2 〇 兼1

- 4 50 0 4 2 0 0 0 兼10 ―

Japanese Economy 3・4前 2 〇 兼1

中国経済論 3・4後 2 〇 兼1

東南アジア経済論 3・4後 2 〇 兼1

アメリカ経済論 3・4後 2 〇 兼1

ヨーロッパ経済論 3・4後 2 〇 1

ロシア経済論 3・4後 2 〇 1

航空経済論 3・4前 2 〇 兼1

Contemporary Economic Issues 3・4後 2 〇 兼1

Business Management 3・4後 2 〇 兼1

税法 3・4前 2 〇 兼1

国際会計論 3・4後 2 〇 兼1

経営情報概論 3・4後 2 〇 1

外国為替論 3・4前 2 〇 1

貿易商務論 3・4前 2 〇 兼1

貿易金融論 3・4前 2 〇 1

国際取引と法（契約と決済） 3・4前 2 〇 兼1

国際取引と法（紛争処理） 3・4前 2 〇 兼1

国際ビジネスと知的財産 3・4後 2 〇 兼1

国際観光論 3・4後 2 〇 兼1

航空実務 3・4後 2 〇 兼1

クルーズ・ビジネス論 3・4前 2 〇 兼1

ホスピタリティ論 3・4前 2 〇 兼1

Tourism and World Heritages 3・4後 2 〇 兼1

医療ビジネス論 3・4前 2 〇 兼1

- 0 48 0 4 0 0 0 0 兼14 ―

専門演習ⅡA 3前 2 〇 4 5 1

専門演習ⅡB 3後 2 〇 4 5 1

専門演習ⅢA 4前 2 〇 4 5 1

専門演習ⅢB 4後 2 〇 4 5 1

- 0 8 0 4 5 0 1 0 兼0 ―

国際キャリア演習A 3前 2 〇 兼3

国際キャリア演習B 3後 2 〇 兼3

インターンシップ 2･3休 2 〇 兼1 集中

海外インターンシップ 2･3休 2 〇 兼1 集中
- 0 8 0 0 0 0 0 0 兼5 ―

- 4 190 0 8 6 0 1 0 兼48 ―

関
連
科
目

小計( 24 科目) 

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
関
連
科
目
群

演
習
科
目

キ
ャ
リ
ア

形
成
科
目

合計( 97 科目) －

専
門
教
育
科
目

小計( 4 科目) －

小計( 4 科目) －

－

小計( 27 科目) －

経
済
系
科
目

経
営
系
科
目

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン
科
目
群

専
門
発
展
科
目
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八尾駅前キャンパス

別記様式第2号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教　　育　　課　　程　　等　　の　　概　　要

（国際学部国際学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

　卒業要件単位は124 単位とし、うち共通教育科目14単位以上、専門教
育科目90単位以上を修得することとする。

　専門教育科目の卒業要件単位90単位について、以下の要件を定める。
① 専門基礎科目において、「Intensive English W/R Ⅰ」、
「Intensive English W/R Ⅱ」、「Intensive English L/S Ⅰ」、
「Intensive English L/S Ⅱ」の4科目8単位を含め20単位以上を修得す
ること。
② 専門発展科目において、国際理解科目群から10単位以上を修得するこ
と。
③ 国際コミュニケーションコースを選択したものは、専門発展科目にお
いて、「Advanced English W/R Ⅰ」、「Advanced English W/R Ⅱ」、
「Advanced English L/S Ⅰ」、「Advanced English L/S Ⅱ」の4科目8
単位を含めコミュニケーション科目群から30単位以上、国際ビジネス関
連科目群から10単位以上を修得すること。
④ グローバルキャリアコースを選択したものは、専門発展科目におい
て、「Advanced English W/R Ⅰ」、「Advanced English W/R Ⅱ」、
「Advanced English L/S Ⅰ」、「Advanced English L/S Ⅱ」の4科目8
単位を含めコミュニケーション科目群から10単位以上、国際ビジネス関
連科目群から30単位以上を修得すること。
⑤演習科目において、「基礎演習A」、「基礎演習B」の2科目4単位を修
得すること。
⑥留学・体験科目において、「海外語学研修」、「フィールド・プロ
ジェクトⅠ」のいずれか1科目2単位を修得すること。

　なお、履修制限単位として、年間履修上限48単位、学期履修上限単位
26単位とする。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

卒　業　要　件　及　び　履　修　方　法 授業期間等

学位または称号 学士（国際学） 学位又は学科の分野 文学関係、経済学関係
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 資料 2  

 

「海外語学研修」受入先一覧 

 

 
派遣先大学・機関名 国 URL 受入人数 

1 
ナショナル大学 

National University 
アメリカ https://www.nu.edu/ 30 人 

2 
マセッドカレッジ 

Merced College 
アメリカ http://www.mccd.edu/ 30 人 

3 
クリーブランド州立大学 

Cleaveland State University 
アメリカ https://www.csuohio.edu/ 30 人 

4 
トロント大学 

University of Toronto 
カナダ https://www.utoronto.ca/ 40 人 

5 
オークランド大学 

The University of Auckland 
ニュージーランド https://www.auckland.ac.nz/en.html 30 人 

6 
ワイカト大学 

The University of Waikato 
ニュージーランド https://www.waikato.ac.nz/ 40 人 

7 
ディーキン大学 

Deakin University 
オーストラリア https://www.deakin.edu.au/ 30 人 

8 

スウィンバーン工科大学 

Swinburne University  

of Technology 

オーストラリア https://www.swinburne.edu.au/ 30 人 

合  計 260 人 

 

 

https://www.nu.edu/
http://www.mccd.edu/
https://www.csuohio.edu/
https://www.utoronto.ca/
https://www.swinburne.edu.au/
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資料 3  

 

「フィールド・プロジェクトⅠ」研修先一覧 

 

 
研修先大学・機関名 国 URL 受入人数 

1 
ナショナル大学 

National University 
アメリカ https://www.nu.edu/ 30人 

2 
クリーブランド州立大学 

Cleaveland State University 
アメリカ https://www.csuohio.edu/ 30人 

3 
オークランド大学 

The University of Auckland 
ニュージーランド https://www.auckland.ac.nz/en.html 30人 

4 
ワイカト大学 

The University of Waikato 
ニュージーランド https://www.waikato.ac.nz/ 40人 

5 
崇実大学校 

Soongsil University 
韓国 http://eng.ssu.ac.kr/web/eng 30人 

6 

上海工商外国語職業学院 

Shanghai Indutry and Commrce, 

Foreign Language  College 

中国 http://zs.sicfl.edu.cn/index.asp 30人 

7 

マレーシア国立大学 

The National University of 

Malaysia  

マレーシア http://www.ukm.my/portal/ 50人 

8 
チュウバンアン高校 

Chu Van An High School  
ベトナム http://c3chuvanan.edu.vn/ 10人 

合  計 250人 

 

 

 

 

 

https://www.nu.edu/
https://www.csuohio.edu/
http://eng.ssu.ac.kr/web/eng
http://zs.sicfl.edu.cn/index.asp
http://www.ukm.my/portal/
http://c3chuvanan.edu.vn/


目次 

 

 

【１】学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況      ・・・p.1 

 

【２】人材需要の動向等社会の要請                  ・・・p.8 

 



 

1 

 

学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

 

 

【1】学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

 

1. 学生の確保の見通し 

 

収容定員増を行う国際学部について、長期的かつ安定的に学生の確保を図ることができる見通し

があることについて、以下に記述する。 

 

（1）定員充足の見込みについて 

 

1）入学定員設定の考え方 

国際学部の入学定員を現在の 140 人から 200 人に増員する。 

国際学部が養成する人材像は、「異文化理解と多文化共生を育み、豊かな国際感覚と優れたコミュ

ニケーション能力を身につけるとともに、幅広い教養と専門性を備え、チームワークとリーダーシ

ップをもって、国際的なビジネス・市民社会で活躍できる人材」である。 

国際学部は、養成する人材像に掲げる人材を輩出するために、特色ある学際的な教育課程を編成・

実施してきた。そして、長年積み上げてきた海外協定校とのネットワークを生かして、海外体験を

はじめとする多彩な留学プログラム、実践的な英語運用能力と国際理解力の養成、留学生の積極的

な受入れなど、学生の知的成長を支える、活力ある教育文化が創造されつつある。これに伴い、高

等学校からの期待や社会的評価が高まる中にあって、志願者数の増加により競争的に入学者を確保

することができている。具体的には、表 1 のとおり、平成 28 年度の開設以降、国際学部において

は、年々、志願者数が増加しており、志願倍率は平成 28 年度の 10.3 倍から平成 30 年度には 18.1

倍と大きく上昇している。 

 

表 1. 国際学部の入学定員・志願者数・志願倍率・合格者数・入学者数・定員充足率 

 

 

学校法人河合塾が予想する平成 31 年度河合塾入試難易予想ランキング（偏差値）では、本学国

際学部のボーダーラインは 47.5 とされており、その前後に位置する大阪府下大学の国際系学部が主

な競合対象と想定される。競合する国際系学部の平成 30 年度入学定員・入学者数・定員充足率は

表 2 のとおりである。これによれば、平成 30 年度入学定員の平均は約 235.4 人であり、本学国際

学部が予定している入学定員200人を上回っているが、ほとんどの大学が入学定員を充足している。 

 

 

入学定員 志願者数 志願倍率 合格者数 入学者数 定員充足率

平成28年度 140人 1,440人 10.3倍 635人 146人 104.3%

平成29年度 140人 1,665人 11.9倍 631人 162人 115.7%

平成30年度 140人 2,528人 18.1倍 717人 158人 112.9%



 

2 

 

表 2. 大阪府下の競合国際系学部の入学定員・入学者数・定員充足率 

 

本学国際学部の学生確保の見通しを検証するために、高校 2 年生を対象に第三者機関によるアン

ケート調査を実施した。詳細は後述するが、大阪経済法科大学国際学部国際学科を「受験したいと

思う」と答えた人は 1,119 人、そのうち「国際学部国際学科に入学したいと思う」と答えた人は 981

人であり、予定している入学定員 200 人の約 4.9 倍となる入学意向者が見られた。 

また、国際学部においては、世界 26 ヶ国・地域の 68 大学・教育研究機関との協定に基づき、様々

な国・地域から外国人留学生を受け入れてきた。収容定員増後は、平成 30 年 11 月中央教育審議会

答申「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」も踏まえた上で、高度外国人材養成を目指し

て、さらに優秀な留学生の受入れを図る。あわせて、社会人入試についても引き続き実施し、本学

国際学部での学修を希望する社会人の受入れに努めていく。 

以上のことを踏まえ、本学国際学部の設置目的及び教育特色に合わせて教育の質を保証し、本学

国際学部に対する進学ニーズに応えるとともに、より適正な定員管理を図るという観点から、入学

定員を 200 人に設定した。 

 

2）定員を充足する見込み 

 

① 国際系学部の入学志願動向 

ア）全国の入学志願動向 

本学が設置する国際学部は、その教育課程の内容等から、国際系の各種学部と受験者層が重なる

と想定される。こうした国際系の学部について、平成 28 年度から平成 30 年度における全国での学

部数・入学定員・志願者数・入学者数及び定員充足率を示したものが下記の表 3 である（日本私立

学校振興・共済事業団資料に基づき作成）。 

この表から分かるように、平成 28 年度から平成 30 年度にかけて、国際系学部は入学定員が 1,082

人増加したが、志願者数が 22,676 人増加したことにより、入学者数が 1,103 人増加し、定員充足

率は 103.5％～106.4％の間で推移している。景気の回復傾向や文高理低の流れの中で、特に社会科

学系の志願者が増加したことと、グローバル人材需要の高まりに伴って、国際系学部を志願する受

験生は全国的に拡大している。 

 

入学定員 入学者数 定員充足率

57.5 関西外国語大学 英語キャリア学部 150 140 93.3%
55 近畿大学 国際学部 500 496 99.2%

47.5 関西外国語大学 英語国際学部 700 714 102.0%
45.0 追手門学院大学 国際教養学部 330 332 100.6%

大阪国際大学 国際教養学部 140 178 127.1%
大阪学院大学 国際学部 80 86 107.5%
桃山学院大学 国際教養学部 290 304 104.8%
阪南大学 国際コミュニケーション学部 170 205 120.6%
大阪観光大学 国際交流学部 60 75 125.0%
大阪産業大学 国際学部 100 105 105.0%

37.5 阪南大学 国際観光学部 155 185 119.4%
35.0 大阪女学院大学 国際・英語学部 150 198 132.0%

235.4 251.5 111.4%
※ 学校法人河合塾が公表している平成31年度河合塾入試難易予想ランキング（偏差値）を参照

※ 上記の入学定員・入学者数は各大学HPから抜粋

平均

平成31年度

入試難易予想 大学 学部
平成30年度

42.5

40.0
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表 3. 全国の国際系学部の学部数・入学定員・志願者数・入学者数・定員充足率 

 

 

イ）大阪府下の入学志願動向 

大阪府下の国際系学部における平成 28 年度から平成 30 年度の入学定員・入学者数・定員充足率

を、平成 31 年度河合塾入試難易予想ランキング（偏差値）の順に並べると、表 4 のとおりとなる。 

これによれば、大阪府下における国際系学部の状況について、全体として入学定員は平成 28 年

度の 2,745 人から平成 30 年度には 2,965 人へと 220 人増加、入学者数は 2,931 人から 3,176 人へ

と 245 人増加している。これに伴い、ほとんどの大学が定員を充足しており、定員充足率の平成 30

年度平均が 107.1％となっているように、入学志願動向は堅調であることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学部数 入学定員 志願者数 入学者数 定員充足率

国際学部 13 3,285 23,860 3,462 105.4%
国際教養学部 13 2,381 15,019 2,344 98.4%
国際関係学部 7 1,965 11,073 2,222 113.1%
国際文化学部 8 1,594 8,734 1,500 94.1%
グローバル・コミュニケーション学部 5 850 4,503 876 103.1%
国際コミュニケーション学部 4 710 4,871 773 108.9%

合計 50 10,785 68,060 11,177 103.6%

学部数 入学定員 志願者数 入学者数 定員充足率

国際学部 15 4,005 38,140 4,369 109.1%
国際教養学部 15 2,609 17,328 2,612 100.1%
国際関係学部 6 1,921 11,772 2,075 108.0%
国際文化学部 8 1,549 10,910 1,607 103.7%
グローバル・コミュニケーション学部 5 880 4,537 958 108.9%
国際コミュニケーション学部 5 805 5,195 907 112.7%

合計 54 11,769 87,882 12,528 106.4%

学部数 入学定員 志願者数 入学者数 定員充足率

国際学部 16 4,139 38,328 4,342 104.9%
国際教養学部 14 2,499 17,659 2,623 105.0%
国際関係学部 6 1,946 12,755 1,905 97.9%
国際文化学部 9 1,585 11,215 1,532 96.7%
グローバル・コミュニケーション学部 5 888 5,615 961 108.2%
国際コミュニケーション学部 5 810 5,164 917 113.2%

合計 55 11,867 90,736 12,280 103.5%

増減（平成28年度～平成30年度） +5 +1,082 +22,676 +1,103 -0.1pt.

平成28年度

平成29年度

平成30年度
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表 4. 大阪府下の国際系学部の入学定員・入学者数・定員充足率 

 

② 本学の入学志願動向 

ア）国際学部の入学志願動向 

国際学部においては、平成 28 年度の開設以降、海外体験をはじめとする多彩な留学プログラム、

実践的な英語運用能力と国際理解力、国際キャリアを実現する就業力育成に向けた教育等の充実・

発展によって、高等学校からの期待や社会的評価が高まる中、入学定員を大きく上回る志願者を集

めており、適正な競争倍率の下で入学者の確保が行われている。具体的には表 1（1 ページ）に示

したとおりである。 

 

イ）国際学部以外の学部の入学志願動向 

本学は、平成 25 年度に経済学部経済学科の入学定員を 200 人から 320 人に、法学部法律学科の

入学定員を 200 人から 260 人に増員した。また、平成 26 年度には経済学部に経営学科を新設し、

経済学科 160 人、経営学科 160 人の入学定員としている。これら、国際学部以外の既設学部学科の

入学志願動向は表 5 のとおりである。この表から分かるように、経営学科を新設した平成 26 年度

以降、全体の志願者数は 4,151 人から 11,276 人へと 3 倍近く増加しており、本学はいずれの学部

学科においても、入学定員を充足するには十分な志願者数を確保できている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入学定員 入学者数 定員充足率 入学定員 入学者数 定員充足率 入学定員 入学者数 定員充足率

57.5 関西外国語大学 英語キャリア学部 150 164 109.3% 150 161 107.3% 150 140 93.3%
55.0 近畿大学 国際学部 500 539 107.8% 500 561 112.2% 500 496 99.2%

関西外国語大学 英語国際学部 700 768 109.7% 700 790 112.9% 700 714 102.0%

大阪経済法科大学 国際学部 140 146 104.3% 140 162 115.7% 140 158 112.9%

45.0 追手門学院大学 国際教養学部 230 234 101.7% 230 266 115.7% 330 332 100.6%
大阪国際大学 国際教養学部 140 167 119.3% 140 181 129.3% 140 178 127.1%
大阪学院大学 国際学部 80 79 98.8% 80 96 120.0% 80 86 107.5%
桃山学院大学 国際教養学部 270 311 115.2% 270 304 112.6% 290 304 104.8%
阪南大学 国際コミュニケーション学部 170 172 101.2% 170 218 128.2% 170 205 120.6%
大阪観光大学 国際交流学部 60 10 16.7% 60 71 118.3% 60 75 125.0%
大阪産業大学 国際学部 - - - 100 105 105.0% 100 105 105.0%

37.5 阪南大学 国際観光学部 155 187 120.6% 155 190 122.6% 155 185 119.4%
35.0 大阪女学院大学 国際・英語学部 150 154 102.7% 150 167 111.3% 150 198 132.0%

2,745 2,931 106.8% 2,845 3,272 115.0% 2,965 3,176 107.1%
※ 学校法人河合塾が公表している平成31年度河合塾入試難易予想ランキング（偏差値）を参照

※ 上記の入学定員・入学者数は各大学HPから抜粋

平成28年度 平成29年度 平成30年度

47.5

42.5

40.0

合計

平成31年度

入試難易予想 大学 学部
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表 5. 過去 5 年間の本学（国際学部を除く）の入学定員・志願者数・受験者数・合格者数・ 

入学者数・定員充足率 

 

 

以上①、②において記述したとおり、全国的に、また大阪府下においても国際系学部の入学志願

動向は堅調で今後も底堅いと考えられ、そして、本学国際学部において、高い競争倍率のもとで入

学者を確保できており、入学定員を 200 人に増員しても、それに見合う志願者及び入学者を確保す

ることは十分可能であると考える。 

 

（2）定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

 

本学は、国際学部の学生確保の見通しについて客観的に明らかにするため、平成 30 年 11 月から

平成 31 年 1 月にかけて、第三者機関（株式会社進研アド）による高校生に対するアンケート調査

を行った。 

高校生に対するアンケート調査は、本学が国際学部収容定員増を予定している平成 32 年度に受

験する可能性が高い、平成 32 年 3 月に高等学校を卒業予定の者（調査時点で高校 2 年生）を対象

とした。 

実施エリアは、本学への志願者が多い大阪府を中心に、近隣 2 府 3 県（大阪府・京都府・兵庫県・

奈良県・和歌山県）の通学圏内の高等学校を対象にした。そして、本学への出願実績や在籍者の有

無等を踏まえ、国際学部の主な募集対象となる高等学校を選び、アンケート調査への協力を依頼し

た。回答者（高校生）には、「大阪経済法科大学『国際学部』の概要」（資料 1）を読んだ上で質問

平成26年度 入学定員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 定員充足率

経済学部経済学科 160人 1,350人 1,271人 775人 181人 113.1%

経済学部経営学科 160人 1,352人 1,270人 818人 215人 134.4%

法学部法律学科 260人 1,449人 1,340人 927人 272人 104.6%

合計 580人 4,151人 3,881人 2,520人 668人 115.2%

平成27年度 入学定員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 定員充足率

経済学部経済学科 160人 2,088人 1,946人 1,042人 188人 117.5%

経済学部経営学科 160人 2,020人 1,883人 923人 191人 119.4%

法学部法律学科 260人 2,213人 2,047人 988人 297人 114.2%

合計 580人 6,321人 5,876人 2,953人 676人 116.6%

平成28年度 入学定員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 定員充足率

経済学部経済学科 160人 2,364人 2,229人 1,097人 194人 121.3%

経済学部経営学科 160人 2,225人 2,062人 1,177人 196人 122.5%

法学部法律学科 260人 2,437人 2,339人 1,012人 285人 109.6%

合計 580人 7,026人 6,630人 3,286人 675人 116.4%

平成29年度 入学定員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 定員充足率

経済学部経済学科 160人 2,895人 2,776人 856人 167人 104.4%

経済学部経営学科 160人 2,632人 2,519人 857人 168人 105.0%

法学部法律学科 260人 2,823人 2,730人 975人 298人 114.6%

合計 580人 8,350人 8,025人 2,688人 633人 109.1%

平成30年度 入学定員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 定員充足率

経済学部経済学科 160人 3,794人 3,560人 916人 170人 106.3%

経済学部経営学科 160人 3,724人 3,496人 940人 175人 109.4%

法学部法律学科 260人 3,758人 3,504人 943人 293人 112.7%

合計 580人 11,276人 10,560人 2,799人 638人 110.0%
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項目に回答するように求めた。 

調査の主な質問項目は、「高校卒業後の希望進路」、「興味のある学問系統」、「国際学部国際学科の

特色に対する魅力度」、「国際学部国際学科への受験意向」、「国際学部国際学科への入学意向」等で、

選択肢式の 5 問と自由記述式の 1 問、合計 6 問とした。 

詳細な調査結果の報告は、資料 2 のとおりである。その要点をまとめると、次のとおりである。 

 

[調査結果（要点）] 

大阪経済法科大学「国際学部国際学科」を「受験したいと思う」と答えた人（受験意向者）は、

1,119 人（アンケート回答者の 11.3%）となった。そのうち「国際学部国際学科」に「入学したい

と思う」と答えた人（入学意向者）は、981 人（受験意向者 1,119 人の 87.7%）であり、予定して

いる入学定員 200 人の約 4.9 倍の入学意向が見られた。回答した高校 2 年生の属性別アンケート結

果は以下のとおりである（図 1）。 

 

図 1. 国際学部国際学科への属性別入学意向（高校生アンケート調査） 

  

入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=9,935) 981人 

男性 (n=4,775) 493人 

女性 (n=5,100) 481人 

京都府 (n=956) 55人 

大阪府 (n=6,787) 762人 

兵庫県 (n=1,305) 95人 

奈良県 (n=850) 66人 

和歌山県 (n=37) 3人 

所
属

ク
ラ
ス

別 文系クラス（文系コース） (n=5,281) 620人 

国公立大学に進学 (n=1,534) 215人 

私立大学に進学 (n=5,650) 723人 

国際関係学または語学（言語学など含む） (n=1,942) 537人 

国際関係学 (n=1,245) 426人 

語学（言語学など含む） (n=1,402) 359人 

経済・経営・商学 (n=2,046) 317人 

特色Ａ　魅力あり (n=5,547) 896人 

特色Ｂ　魅力あり (n=6,079) 922人 

特色Ｃ　魅力あり (n=6,078) 917人 

特色Ｄ　魅力あり (n=5,857) 911人 

無回答

性
別

高
校
所
在
地
別

高
校
卒
業
後
の

希
望
進
路
別

国
際
学
部
　
国
際
学
科
の

特
色
に
対
す
る
魅
力
度
別

興
味
の
あ
る

学
問
系
統
別

受験したいと思う 受験したいと
思わない

【単位：％】

200 40 60 80 100
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81.7 

3.2 

3.6 
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（※）

※入学意向者数＝「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と回答した人の人数 
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高校所在地別では、学生募集の中心である「大阪府」の高等学校在籍者からの入学意向者は、762

人（回答者 6,787 人中、11.2％）となり、「大阪府」に限っても、予定している入学定員を十分上回

る入学意向が見られた。 

興味のある学問系統別では、国際学部を受験・入学する可能性が高い「国際関係学または語学（言

語学など含む）」に興味がある生徒からの国際学部への入学意向は、537人（回答者1,942人中、27.7％）

と、予定している入学定員を上回る入学意向が見られた。 

以上のようなアンケート調査の結果から、本学国際学部国際学科の入学定員を 200 人に増員して

も、定員充足を見込むことが十分に可能と考える。 

 

（3）学生納付金の設定の考え方 

 

 学生納付金については、収容定員増に際して変更することなく、現行（平成 27 年 8 月 31 日認可

時の額）と同額とする。 

 

〔本学国際学部の初年度納付金〕 

  入学金   200,000 円 

  授業料   996,000 円 （※） 

  委託徴収金    19,000 円   

   合計    1,215,000 円 

 

   ※授業料については「ステップアップ制」をとっており、2 年次以降の授業料は、2 年次

1,016,000 円、3 年次 1,036,000 円、4 年次 1,056,000 円としている。 

 

大阪府下私立大学の国際系学部の初年度納付金は資料 3 のとおりであり、その平均合計額は

1,314,230 円（うち授業料 842,700 円、入学金 229,000 円、その他納付金 242,530 円）となってい

る。 

本学国際学部の初年度納付金 1,215,000 円は、これら他大学の平均よりも低額であり、学費設定

上も十分に競争力を確保でき、学生募集上においても問題ないと考える。 

 

2. 学生確保に向けた具体的な取組状況 

これまで述べてきたとおり、国際系学部の入学志願動向は堅調であるが、厳しい大学間競争を踏

まえ、周到な PR 活動及び学生募集活動が必要である。これまで本学が培ってきた学生募集力を活

かし、組織的に広報活動を展開していく。 

なお、PR 活動については、文部科学省の定めに則り、受験生・高等学校の誤解を招かないよう、

「定員増予定・構想中」であることを明記する等、適切に実施している。具体的には、高校生に対

して平成 31 年 1 月以降、株式会社リクルートマーケティングパートナーズや、株式会社進研アド

等が発行する高校生向け進学情報誌に、国際学部の収容定員増構想に関する広告を掲載する等の

PR 活動を開始している。 

 

（1）広報活動 

PR 活動の結果、収容定員増を予定している平成 32 年度入試において、受験対象学年となる高校
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2 年生の資料請求数は、昨年に比して増加傾向にある。平成 31 年 1 月末時点で昨年 12,883 人に対

し 13,201 人と約 2.5％増となっている。これは、本学の国際学部に関心を持つ高校生が増加してい

ることを意味しており、今後、PR 活動を本格的に展開していくことによって、興味・関心を持つ

高校生をさらに幅広く確保できると考える。具体的には、平成 31 年 5 月に発行する大学案内パン

フレットに、国際学部の教育内容・特色を掲載するとともに、各種リーフレット等を作成し、資料

請求者に発送する。また、志望校を具体的に検討する模擬テストや中間テストの前後（5～6 月）、

期末テスト終了後（7 月中旬）に、進学情報会社を通じて国際系学部志望者に対するダイレクトメ

ール広告（約 4,000 通）を実施し、より幅広く高校生の興味・関心を引き付ける。 

そして、本学ホームページ上に特設サイトを開設し、国際学部の教育内容と特色を分かりやすく

伝えるとともに、国際学部学生の授業での取組や国際交流等の日常的な活動について、トピックス

として記事を随時掲載し、最新の情報をタイムリーに発信する体制を整える。また、近隣沿線にお

ける交通広告やインターネットを活用した広告等、一般に広く知らせる PR 活動を実施し、各種 PR

活動が相乗効果を持って展開できるようにする。 

 

（2）各種説明会・学校訪問 

各種説明会としては、高校教員向けに、平成 31 年 5 月から 6 月にかけて、大阪・京都・兵庫・

奈良・和歌山等、近畿圏を中心に「大学紹介・入試説明会」を 10 会場程度で実施し、既設学部と

ともに広報する。さらに、適宜、進学相談会及び校内説明会を実施し、PR 活動を行う予定である。

また、大阪府下高校をはじめ近畿通学圏を中心に、のべ 1,250 校程度の高校訪問を実施し、国際学

部の収容定員増について周知の徹底を図る。留学生については、海外の協定機関及び国内における

日本語教育機関との関係強化を図り、志願者の増加をめざす。 

 

（3）オープンキャンパス 

3 月以降、10 月までにオープンキャンパスを 10 回以上実施し、国際学部の特色・魅力を高校生・

保護者に対面型の広報を通じて、分かりやすく伝えていく。そのため、広報活動や、校内説明会、

進学相談会等を、大阪府下において重点的に実施するとともに、高校訪問を通じた高校ルートの広

報等、あらゆる広報を波状的に展開することでオープンキャンパスの参加者拡大を図る。また、在

学生による体験談、キャンパスライフ紹介等、教育成果や学生生活の魅力を伝える在学生主体の参

加・体験型プログラム等の量的・質的拡充を追求する。 

 

 

【2】 人材需要の動向等社会の要請 

 

1. 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

 

国際学部は、「異文化理解と多文化共生を育み、豊かな国際感覚と優れたコミュニケーション能力

を身につけるとともに、幅広い教養と専門性を備え、チームワークとリーダーシップをもって、国

際的なビジネス・市民社会で活躍できる人材の育成を目指して、教育研究を行う」ことを目的とし

ている。そのために、国際学部では、特色ある学際的な教育を展開し、早期からの海外体験・留学

等、体験・実践を重視した学修や、4 年間を通した学修指導とキャリア教育を実施して、「世界を知

る力」と異文化理解、豊かな国際感覚、「使える英語」としての国際通用性の高い英語運用能力を身
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につけさせ、国際キャリアを実現する就業力育成に向けた教育を充実・発展させている。 

 

2. 上記１が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

 

（1）社会的・地域的な人材需要の動向 

「グローバル人材育成の推進に関する政策評価書」（平成 29 年 7 月、総務省）（資料 4）における

「グローバル人材の確保状況等に関する企業の意識調査」では、海外事業に必要な人材については、

980 社中、約 7 割の企業（690 社）が不足又はどちらかといえば不足していると回答しており、海

外事業に必要な人材は依然として不足している状況となっている。海外事業に必要な人材の採用状

況（複数回答）については、「国内のノウハウのある日本人（中途採用）」が 638 社（65.1％）と最

も多く、次いで、「国内の日本人の新卒者」が 584 社（59.6％）、「国内の外国人」が 364 社（37.1％）、

「海外の外国人」が 315 社（32.1％）等となっている。また、「グローバル人材」に当てはまる新

卒採用者については、約 5 割の企業（496 社）がここ 10 年間で増加又はやや増加していると回答

している。企業が「グローバル人材」の育成のために大学に求める取組（複数回答）については、

「海外留学の促進」が 487 社（49.7％）と最も多く、次いで、「異文化理解に関する授業の拡充」

が 471 社（48.1％）、「ディベート等の対話型の授業の拡充」が 456 社（46.5％）、「英語授業の拡充」

が 416 社（42.4％）、「外国人留学生・教員の受入れによる学内国際化」が 356 社（36.3％）等とな

っており、留学の経験や異文化理解、英語を主とするコミュニケーション能力、国際感覚の涵養が

重要であると考えている。 

産業分野においては、観光産業がそのすそ野の広さと今後のグローバルな市場拡大が見込まれる

ことに加えて、新たな人の移動と交流を生み出すことで、地域経済の活性化や雇用創出に肯定的な

影響を及ぼし得る重要な産業として大きな期待が寄せられており、官民を上げての活発な取組が推

進されている。平成 29 年度からは、新たな「観光立国推進基本計画」が閣議決定され、同年に 2,869

万人を記録した訪日外国人の数を、平成 32 年に 4,000 万人にまで拡大しようとしている。その施

策の中に、観光の振興に寄与する人材の育成が盛り込まれており、異文化理解と多文化共生志向、

コミュニケーション能力を身につけた、グローバル人材の育成が求められている。その後、同計画

が決定された翌年の平成 30 年には、訪日外国人数は 3,119 万人に達しており、平成 32 年に 4,000

万人に拡大するという政府目標の達成が視野に入りつつある。 

外国人材に関しては、「日本再興戦略 2016」（平成 28 年 6 月 2 日閣議決定）（資料 5）において、

「外国人留学生の日本国内での就職率を現状の 3割から 5 割に向上させる」ことを目標と位置付け、

その取組を実施していくとしている。「グローバル人材の育成・活用に向けて求められる取り組みに

関するアンケート結果」（平成 27 年 3 月、日本経済団体連合会）（資料 6）によれば、外国人材を「継

続的に採用を行い、現在も採用している」と回答した企業が、平成 23 年の調査よりも 1 割強、上

昇しており、その取組として、「国内の外国人留学生を対象とした就職説明会を国内で開催」が、最

も多く回答されている。このように、国内において、外国人材としての留学生採用の機会が拡大し

ている。 

大阪府では、平成 22 年 12 月に策定した「大阪の成長戦略」を踏まえ、大阪の成長に必要な「大

阪の国際競争力の強化」を図るため、平成 23 年 3 月に「大阪府国際化戦略」を策定した。この戦

略は、世界・アジアから、多くの人・モノ・資金を大阪に呼び込むとともに、大阪の人材・技術の

国際競争力を高めることを目指して、大阪府が取り組む国際化施策の方向性や具体的取組を明らか

にしている。この戦略を実行するため、平成 23 年から「大阪の国際化戦略アクションプログラム」
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を策定の下、大阪府国際交流財団と共同で大阪府国際化戦略実行委員会を設置し、「グローバル人材

の育成」と「外国人の受入環境整備」を重点課題として事業を展開している。平成 27 年 3 月には

その事業実績の評価に基づき、効果的なプログラムへの見直しと新たな事業展開の方向性が示され

（資料 7）、現在ではグローバル人材の育成として、留学意欲の向上や多様な学生ニーズに対応する

幅広い事業を展開すること、外国人の受入環境整備においては、留学生の増加に繋がる情報発信の

強化や外国人材の活用（就職）の実現に向けたシステムの再構築等、大阪で学ぶ外国人留学生の受

入拡大と就職に結びつく新規事業展開を図っている。さらに、平成 30 年 11 月に 2025 年国際博覧

会の開催地として大阪が選出された。この大阪万博は 2,800 万人の入場者が目標とされており、観

光産業はもちろんのこと、周辺インフラの整備や会場の建設など、関西経済の幅広い業種で大きな

経済効果が見込まれており、人材需要もさらに高まることが予想される。 

 

以上のように、グローバル人材及び外国人材に関しては、社会的・地域的な人材需要が高くなっ

ており、国際学部の人材の養成に関する教育研究目的は、その人材需要の動向を踏まえたものとな

っている。 

 

（2）企業・団体への採用意向調査に基づく本学国際学部生への人材需要 

本学は、国際学部の卒業生の進路・就職の見通しについて、客観的に明らかにするため、1,100

社の企業・団体を対象に平成 30 年 11 月から平成 31 年 1 月にかけて、第三者機関（株式会社進研

アド）によるアンケート調査を行った。調査にあたっては、本学卒業生の就職に実績のある企業・

団体の人事・採用担当者宛にアンケート調査票を送付し実施した。回答者（企業・団体の人事・採

用担当者）には、「大阪経済法科大学『国際学部』の概要」（資料 1）を読んだ上で、質問項目に回

答するよう依頼した。 

主な質問項目は、「回答企業・団体の基本情報と採用動向」、「国際学部国際学科の魅力度」、「国際

学部国際学科の社会的必要性」、「国際学部国際学科卒業生の採用意向」等で、選択肢式の 9 問と記

述式の 2 問、合計 11 問とした。1,100 社の企業・団体に調査を行い、341 件（31.0％）の有効回答

を得た。第三者機関による詳細な調査結果の報告は、資料 8 のとおりである。その要点をまとめる

と、次のとおりである。 

 

[調査結果（要点）] 

国際学部の入学定員 200 人に対して、回答企業・団体の 96.2％にあたる 328 社の企業・団体が

本学国際学部を卒業した人材の社会的必要性について「必要だと思う」、また、回答企業のうち

91.8％にあたる 313 社の企業・団体が「採用したいと思う」と回答した。採用意向を有する企業・

団体が採用を想定する人数は合計 536 人であり、入学定員 200 人の約 2.7 倍となっている（図 2、

図 3）。 
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図 2. 国際学部国際学科卒業生に対する採用意向（企業アンケート調査） 

 

図 3. 国際学部国際学科卒業生の毎年の採用想定人数（企業アンケート調査） 

 

 

以上のように、国際学部を卒業した人材の社会的必要性並びに採用の見通しに関して、今回の調

査対象となった多くの企業・団体から、人材の社会的必要性が認められた上、定員を大きく上回る

「採用したい」との回答を得ることができた。よって、第三者機関による客観的な調査の結果から

も、本学国際学部が養成する人材に対しては、社会的・地域的な人材需要は高いと判断できる。 

 

（3）国際学部におけるキャリア形成支援と就業力育成 

国際学部では、社会的・地域的な人材需要の動向に即して、コミュニケーション力と協働力を中

心に、社会的・職業的自立に必要な能力を養成し、一般的なキャリア形成に必要とされる素養に加

え、国際社会で活躍できる人材を育成するために、4 年間を通した段階的・体系的なキャリア教育

及び支援・就職指導を展開している。国際学部が想定する主な進路は、運輸業・航空業界や観光・

旅行・ホテル等のホスピタリティ業界、商社・貿易関連企業や製造業などグローバルに事業展開す

る民間企業、英語運用能力を活用した専門サービス業である。また、公務員や民間団体（NPO・

NGO 等）職員、経済協力に関する政府系機関及び国際機関、大学院等の進路も想定している。 
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本学ではこれまで、学生の社会的・職業的自立を図るため、社会・職業への円滑な移行に必要な

力を養成することを目的として、キャリア教育及び就職支援・指導を行ってきた。キャリア教育に

おいては、一般的なキャリア形成に必要とされる 3 つの能力、「勤労観・職業観等の価値観、意欲・

態度」、「創造力・論理的思考力」、「基礎的・汎用的能力（人間関係形成・社会形成能力、自己理解・

自己管理能力、課題対応能力、キャリアプランニング能力）」を培うことを目的としている。 

国際学部では、これらの能力の養成を基盤としつつ、国際社会で活躍できる人材として重点を置

いた諸能力を養成するための教育内容・課題をさらに付加している。具体的には、① 異文化理解と

多文化共生を踏まえたワークスタイルの理解、② 外資系企業の特性（採用形態、雇用事情、キャリ

アパス、求められる職務特性）の理解、③ 海外勤務の特性（海外の雇用事情、住生活環境、求めら

れる諸能力と資質、リスクマネジメント）の理解、④ 日本国内におけるグローバルキャリア（海外

との取引、外国人観光客を対象とするビジネス、外国人社員との協働）の理解を目的としてキャリ

ア教育を実践している。 

正課の授業においては、「キャリア形成科目」を設置し、1 年次において、「国際キャリア開発A」、

「国際キャリア開発 B」で、日本の経済・社会情勢の変化やグローバル化の進展を踏まえ、卒業後

の進路選択で重要となる社会観と職業観を養成するとともに、グローバル人材に求められる能力と

態度について理解することを目指している。 

2 年次には、「国際キャリアデザイン演習 A」、「国際キャリアデザイン演習 B」で、少人数対話型

の演習の特性を生かしつつ、１年次で培った社会観・職業観を土台に、自己理解、社会理解、職業

理解をさらに深め、将来に向けたキャリアデザイン、能力開発を課題としながら、社会人基礎力を

養成している。 

3 年次には、「国際キャリア演習 A」、「国際キャリア演習 B」で、卒業後の進路を主体的かつ能動

的に決定するために必要な職業観と、グローバル人材に求められる素養の育成を目標として、グロ

ーバル人材が求められている業界・業種の現状と課題について考察するとともに、文化的背景が異

なる多国籍の人材の活用を前提としたダイバーシティ・マネジメントについて理解を深めている。

また、エントリーシートや履歴書等の選考書類作成における表現力・展開力を培い、グループディ

スカッションやグループ面接、個人面接等のロールプレイに取り組むことで、就職活動時において

重要となる実践力を養うと共に、卒業後の進路に対する意識向上と就業力の育成を図っている。 

上記「キャリア形成科目」では、グローバル人材として活躍している実務家や海外経験豊富な企

業 OB を、ゲストスピーカーとして招聘していることが大きな特色である。 

また、「インターンシップ」や「海外インターンシップ」では、就業体験を通じて、社会や職業観

の理解とともに自己理解を深めることで、将来の進路や職業の選択に向けた就業観を養成している。

特に、「海外インターンシップ」では、ヨーロッパ諸国・東南アジア諸国等、多様な国・地域でのプ

ログラムを実施し、海外でのワークスタイル、海外勤務の職務特性、現地スタッフとの協働におけ

る課題など、グローバル人材に求められる素養や態度、価値観の理解を深め、日本国内外の広いフ

ィールドで活躍するための就業力育成に取り組んでいる。 

国際学部では、正課の授業に加え、正課外のキャリア形成プログラムとして、想定する卒業後の

進路に対応して、「旅行・観光業界」、「エアライン（航空業界）」、「商社・貿易」、「英語プロフェッ

ショナル」についての特別プログラムを実施している。さらには、国家試験を始め、多様な資格・

検定試験の対策講座（語学系、経済・会計系、法律系、情報系、スキルアップ系など幅広い分野）

を学内で開設し、学生のキャリア支援の一環として資格取得の支援を行っている。また、課外講座

として「特修講座（S コース）」を学内において開講し、正課の授業と並行して、公務員採用試験、
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大学院入試等、難関試験に取り組む学生への学修を指導している。 

また、キャリアセンターにおいては、キャリア・就職に関する課外講座やセミナーなど、各学年

に応じたキャリア支援を実施している。内容としては、職業理解や実践力の向上を目的として、国

内外でのインターンシップのほか、「筆記試験対策講座」、「就活シリーズ講座」、「学内合同業界セミ

ナー」、「就活実践 Camp（就職合宿）」等、多彩な就職支援行事を実施し、就職活動に向けた対策

支援の充実を図っている。さらに、キャリアセンターでは、国際学部の主な進路として想定される、

運輸業・航空業界、旅行業・ホテルなどのホスピタリティ業界、日本国内の外資系企業や海外の日

系企業・現地企業、海外事業を展開する製造業、商社・貿易業界等の採用・求人情報の収集を行う

とともに、学生に適宜情報提供を行っている。併せて、専門資格を有したキャリアコンサルタント

による、国際学部 3年生に対する全員面談の実施と、個別支援の体制強化、外国人留学生を対象と

したキャリア支援プログラムを充実させている。 

このように、国際学部では、社会的・地域的な人材需要の動向に即して、国際的なキャリアを見

据えた就業力の育成、キャリア教育及び就職支援・指導を実施しており、学生の進路実現に向けた

体制を整えている。 

なお、平成 28 年度に開設した国際学部は、まだ卒業生を出していないため、参考として、本学

他学部（経済学部、法学部）の就職実績を示す。本学他学部の平成 29 年度の就職実績は、卒業者

562 人、進学者数 29 人、就職希望者数 480 人、就職者数 471 人、就職率（就職者 / 就職希望者）

98.1％であった。高い就職実績を支えるものの一つが、本学への求人件数の豊富さである。平成 29

年度までの過去 5 年間における本学の求人件数を見ると、毎年 5,000 件以上の求人を確保していた

が、平成 29 年度にはその 2 倍近くの 10,000 件を超える求人を確保できた（表 6）。これにより、

卒業生 1 人当たり求人件数は、20 件を超えることとなった。これらの求人には、豊富な海外勤務求

人と外国人留学生の求人を含んでいる。求人件数の豊富さは、本学の社会的認知度や本学卒業生の

社会的評価が向上していることの反映であり、本学に対する社会的・地域的な人材需要は堅調であ

ることを示している。この社会的評価は、平成 31 年度に初めて卒業生を輩出する国際学部に対し

ても、良い影響を与えることが期待される。 

 

表 6. 本学の求人件数の推移（経済学部・法学部合計） 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

求人件数 5,040 件 5,281 件 5,551 件 5,688 件 11,393 件 

卒業生数 450 人 444 人 450 人 547 人 562 人 

卒業生 1 人当たり件数 11.2 件 11.9 件 12.3 件 10.4 件 20.3 件 
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１．調査目的

３．調査項目

2020年４月入学定員増予定の大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」新設構
想に関して高校生のニーズを把握する。

高校生対象調査

• 性別

• 高校種別

• 高校所在地

• 所属クラス

• 高校卒業後の希望進路

• 興味のある学問系統

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に対する魅力度

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」への受験意向

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」への入学意向

２．調査概要

高校生対象 調査概要

高校生対象調査

調査対象 高校２年生（文系クラス優先）

調査エリア 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

調査方法 高校留置き調査

調査
対象数

依頼数
（依頼校）

17,071人（114校）

有効回収数
（回収校）

9,935人（95校）
回収率：58.2％

調査時期 2018年11月17日（土）～2019年1月21日（月）

調査実施機関 株式会社 進研アド

2



高校生対象 調査結果まとめ
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高校生対象 調査結果まとめ

※本調査は、大阪経済法科大学の「国際学部 国際学科」に対する需要を確認するた
めの調査として設計し、大阪経済法科大学の主な学生募集エリアである京都府、大
阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県に所在する高校の高校２年生に調査を実施した。

• 本調査の回答者は9,935人である。

• 回答者の性別は「男性」が48.1％、「女性」が51.3％である。

• 回答者の在籍高校種別は「公立」が43.5％、「私立」が56.5％である。

• 回答者の在籍高校所在地は、大阪経済法科大学の所在地である「大阪府」が

68.3％を占め、最も多い。次に「兵庫県」が13.1％、「京都府」が9.6％と続く。

• 文系クラス所属者に優先して調査実施を依頼したため、回答者の所属クラスは

「文系クラス（文系コース）」が53.2％を占め、最も多い。次に「コース選択はない」

が20.2％、「その他」が17.5％である。

回答者の属性

高校卒業後の希望進路や興味のある学問系統

• 回答者の高校卒業後の希望進路を複数回答で聴取したところ、「私立大学に進学」

が56.9％で最も高い。次いで「専門学校・専修学校に進学」が25.9％、「就職」が

16.4％、「国公立大学に進学」が15.4％と続く。私立大学への進学志望者が多いこと

から、大阪経済法科大学がターゲットとする対象に調査を実施出来ていると考えら

れる。

• 回答者の興味のある学問系統を複数回答で聴取したところ、「経済・経営・商学」

が20.6％で最も高い。次いで「まだ決めていない」が16.8％、「文学（心理学、考古

学、地理学、歴史学、哲学など含む）」が14.7％、「教員養成・教育学」が14.2％と

続く。
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高校生対象 調査結果まとめ

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の
特色に対する魅力度

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に対する魅力度（※）は、すべ

ての項目において５割を超える。

• 最も魅力度が高いのは、「Ｂ．【「世界で通用する英語力」の修得】１・２年次は習熟

度別の少人数クラスやチームティーチングで毎日英語科目を受講。２年次以降は

英語で専門科目も学び、全員がTOEIC600を目標、発展目標として730を設定。国

際社会で協働するための英語を修得します。」「Ｃ．【豊かな国際感覚を磨く留学・

海外体験】25カ国・65大学の協定校ネットワークを生かし１年次に全員が留学を経

験し、異文化理解を深めます。さらに２年次以降は中期・長期留学プログラムに挑

戦し、語学力と専門知識を深めます。将来の目標に応じ、複数の国に複数回留学

が可能です。」（いずれも61.2％）である。Ｃの特色は「とても魅力を感じる」と回答し

た人の割合も24.7％で最も高い。

次に魅力度が高いのは、「Ｄ．【世界で活躍するためのキャリア形成】国内外のイン

ターンシップや国際舞台に関する実践的課題に取り組み、世界が求める人材を育

成。また、希望進路に応じた特別プログラムを実施し、専門知識の修得や資格の

取得にも取り組みます。」（59.0％）と続く。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」への
受験意向・入学意向

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」を「受験したいと思う」と答えた人は、

1,119人（11.3％）である。

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」を「受験したいと思う」と答えた1,119人

のうち大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」に「入学したいと思う」と回答した

人は、981人（87.7％）である。
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高校生対象 調査結果まとめ

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」への
入学意向者数

※ここからは、大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」に対して、Ｑ４で「受験したいと
思う」と回答し、かつ、Ｑ５で「入学したいと思う」と回答した人を入学意向者と定義し、
分析を行う。

• 回答者全体における入学意向は、981人（9.9％）。予定されている入学定員200人

を４倍以上上回っている。

◇性別

• 「男性」の入学意向は493人（4,775人中、10.3％）、「女性」の入学意向は481人

（5,100人中、9.4％）と、男女を問わず予定している入学定員数を２倍以上上回る

入学意向者がみられた。

◇高校所在地別

• 大阪経済法科大学の所在地である「大阪府」の高校在籍者からの入学意向は762

人（6,787人中、11.2％）と、予定している入学定員数を３倍以上上回る入学意向

者がみられた。

◇所属クラス別

• 「文系クラス（文系コース）」在籍者からの入学意向は620人（5,281人中、11.7％）

と、予定している入学定員数を３倍以上上回る入学意向者がみられた。

◇高校卒業後の希望進路別

• 大阪経済法科大学を受験・入学する可能性が高い「私立大学に進学」を考えてい

る回答者の入学意向は723人（5,650人中、12.8％）と、予定している入学定員数を

３倍以上上回る入学意向者がみられた。
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高校生対象 調査結果まとめ

◇興味のある学問系統別

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の学問内容と関連する「国際関係学ま

たは語学（言語学など含む）」に興味がある回答者の入学意向は537人（1,942人

中、27.7％）と、予定している入学定員数を２倍以上上回る入学意向者がみられ

た。また、「国際関係学」に興味がある回答者の入学意向は426人（1,245人中、

34.2％）と、予定している入学定員数の２倍以上上回る入学意向者がみられた。さ

らに、「語学（言語学など含む）」に興味がある回答者の入学意向は359人（1,402

人中、25.6％）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。くわ

えて、「経済・経営・商学」に興味がある回答者の入学意向は317人（2,046人中、

15.5％）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。

◇大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に対する魅力度別

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に魅力を感じている回答者の入

学意向は、いずれの特色でも１割を超えており、予定している入学定員数を４倍以

上上回っている。
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(n=9,935)
男性

48.1%
女性

51.3%

無回答

0.6%

(n=9,935)

国立

0.0%

公立

43.5%
私立

56.5%

無回答

0.0%

■性別

■所属クラス

回答者の属性（性別／高校種別／高校所在地／所属クラス）

■高校種別

■高校所在地

※文系クラスを優先的に回収

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

無
回
答

(n=9,935)

9.6 

68.3 

13.1 
8.6 

0.4 0.0 
0%

20%

40%

60%

文系クラス
（文系コース）

理系クラス
（理系コース）

コース選択は
ない

その他 無回答

全体 (n=9,935) 53.2 5.7 20.2 17.5 3.4 

【単位：％】

200 40 60 80 100
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Ｑ２. あなたは、どのような学問に興味がありますか。
以下の項目から、興味のある学問系統の番号すべてに○をつけてください。（いくつでも）
（現時点で進学を希望されていない方も、進学する場合を想像してお答えください。）

■高校卒業後の希望進路

高校卒業後の希望進路／興味のある学問系統

■興味のある学問系統

Ｑ１. あなたは、高校卒業後の進路について、現時点ではどのように考えていますか。

以下の項目から、あてはまる番号すべてに○をつけてください。（いくつでも）

国
公
立
大
学
に
進
学

私
立
大
学
に
進
学

短
期
大
学
に
進
学

専
門
学
校
・

専
修
学
校
に
進
学

就
職

そ
の
他

無
回
答

(n=9,935)
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9.9 
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16.4 
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20%

40%
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社
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文
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（
心
理
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、
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、

地
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、
歴
史
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、
哲
学
な
ど
含
む

）

教
員
養
成
・
教
育
学

生
活
科
学

（
食
物
・
栄
養
学

、

被
服
学

、
児
童
学
な
ど
含
む

）

芸
術
学

（
美
術
・
デ
ザ
イ
ン

、

音
楽
な
ど
含
む

）

総
合
科
学

看
護
・
保
健
学

医
・
歯
・
薬
学

理
学

工
学

農
・
水
産
学

そ
の
他

ま
だ
決
め
て
い
な
い

無
回
答

(n=9,935)

12.5 
14.1 

20.6 

6.5 
8.5 

14.7 14.2 

7.1 

11.0 

1.7 

10.0 

4.6 3.6 
5.0 

2.3 

8.1 

16.8 

1.4 

0%

10%

20%

10



10

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

Ｑ３. 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」には、以下のような特色があります。それぞれの特色について、
あなたはどの程度魅力を感じますか。（各特色ごとに、あてはまる番号１つに○）

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に
対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない

(各n=9,935)

とても魅力を
感じる

ある程度
魅力を感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ．

【国際的な専門知識を複合的・総合的に学修
する】
初年次に国際理解の土台を築き、２年次から
２コース６モデルの幅広い学びにアプロー
チ。国際的な専門知識を学修し、集大成とし
て将来を見据えた研究テーマを探求します。

55.8

Ｂ．

【「世界で通用する英語力」の修得】
１・２年次は習熟度別の少人数クラスやチー
ムティーチングで毎日英語科目を受講。２年
次以降は英語で専門科目も学び、全員が
TOEIC600を目標、発展目標として730を設
定。国際社会で協働するための英語を修得
します。

61.2

Ｃ．

【豊かな国際感覚を磨く留学・海外体験】
25カ国・65大学の協定校ネットワークを生か
し１年次に全員が留学を経験し、異文化理解
を深めます。さらに２年次以降は中期・長期
留学プログラムに挑戦し、語学力と専門知識
を深めます。将来の目標に応じ、複数の国に
複数回留学が可能です。

61.2

Ｄ．

【世界で活躍するためのキャリア形成】
国内外のインターンシップや国際舞台に関す
る実践的課題に取り組み、世界が求める人
材を育成。また、希望進路に応じた特別プロ
グラムを実施し、専門知識の修得や資格の
取得にも取り組みます。

59.0

14.8 

22.6 

24.7 

19.6 

41.0 

38.6 

36.5 

39.4 

25.5 

21.1 

21.1 

23.3 

15.6 

14.6 

14.6 

14.6 

3.1 

3.1 

3.1 

3.2 

【単位：％】
200 40 60 80 100

魅力度

（※）

11



11

入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=9,935)

受験したいと思う 受験したいと
思わない

無回答

【単位：％】

200 40 60 80 100

9.9

（981人）

1.4

（136人）

85.6

（8,502人）

3.2

（316人）

入学したいと思う 入学したいと思わない 無回答

受験
意向者

(n=1,119)
87.7

（981人）

12.2

（136人）

0.2

（2人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

受験したいと思う 受験したいと思わない 無回答

全体 (n=9,935)

11.3

（1,119人）
85.6

（8,502人）

3.2

（314人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」への
受験意向／入学意向

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」への受験意向
Ｑ４. あなたは、大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」を受験してみたいと思いますか。

あなたの気持ちに近い方の番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」への入学意向

Ｑ５. あなたは、大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」を受験して合格したら入学したいと思いますか。
あなたの気持ちに近い方の番号１つに○をつけてください。（１つだけ）

「受験したいと思う」と答えた1,119人のみ抽出

「受験意向（Ｑ４）」と「入学意向（Ｑ５）」を
かけあわせて集計（母数は全回答者）

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」への受験意向別入学意向

12



12

入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=9,935) 981人 

男性 (n=4,775) 493人 

女性 (n=5,100) 481人 

京都府 (n=956) 55人 

大阪府 (n=6,787) 762人 

兵庫県 (n=1,305) 95人 

奈良県 (n=850) 66人 

和歌山県 (n=37) 3人 

所
属

ク
ラ
ス

別 文系クラス（文系コース） (n=5,281) 620人 

国公立大学に進学 (n=1,534) 215人 

私立大学に進学 (n=5,650) 723人 

国際関係学または語学（言語学など含む） (n=1,942) 537人 

国際関係学 (n=1,245) 426人 

語学（言語学など含む） (n=1,402) 359人 

経済・経営・商学 (n=2,046) 317人 

特色Ａ　魅力あり (n=5,547) 896人 

特色Ｂ　魅力あり (n=6,079) 922人 

特色Ｃ　魅力あり (n=6,078) 917人 

特色Ｄ　魅力あり (n=5,857) 911人 

無回答

性
別

高
校
所
在
地
別

高
校
卒
業
後
の

希
望
進
路
別

国
際
学
部
　
国
際
学
科
の

特
色
に
対
す
る
魅
力
度
別

興
味
の
あ
る

学
問
系
統
別

受験したいと思う 受験したいと
思わない

【単位：％】

200 40 60 80 100

9.9 

10.3 

9.4 

5.8 

11.2 

7.3 

7.8 

8.1 

11.7 

14.0 

12.8 

27.7 

34.2 

25.6 

15.5 

16.2 

15.2 

15.1 

15.6 

1.4 

1.5 

1.3 

2.2 

1.3 

0.7 

2.0 

0.0 

1.6 

1.9 

1.9 

3.6 

3.8 

3.5 

2.3 

2.3 

2.1 

2.1 

2.1 

85.6 

84.6 

86.6 

89.3 

84.0 

90.0 

87.1 

81.1 

83.8 

80.8 

83.0 

66.0 

59.5 

68.3 

79.7 

80.9 

82.1 

82.1 

81.7 

3.2 

3.6 

2.7 

2.7 

3.4 

2.1 

3.2 

10.8 

2.8 

3.3 

2.2 

2.7 

2.5 

2.6 

2.4 

0.7 

0.7 

0.7 

0.7 

入学

意向者数

（※）

＜属性別＞

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」への受験意向別入学意向

＜属性別＞

※入学意向者数＝「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と回答した人の人数

13



巻末資料

・調査票
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14

調査票
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15

調査票
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■大阪府下の国際系学部の初年度納付金（平成30年度）

（単位：円）

大学 学部 うち授業料 うち入学金 その他費用

関西外国語大学 英語国際学部 1,420,300 800,000 250,000 370,300

追手門学院大学 国際教養学部 1,247,000 750,000 260,000 237,000

桃山学院大学 国際教養学部 1,259,000 1,029,000 230,000 0

阪南大学 国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 1,344,500 800,000 210,000 334,500

阪南大学 国際観光学部 1,344,500 800,000 210,000 334,500

大阪女学院大学 国際・英語学部 1,506,000 1,100,000 100,000 306,000

大阪国際大学 国際教養学部 1,345,000 790,000 280,000 275,000

大阪産業大学 国際学部 1,080,000 780,000 250,000 50,000

大阪学院大学 国際学部 1,266,000 928,000 200,000 138,000

大阪観光大学 国際交流学部 1,330,000 650,000 300,000 380,000

1,314,230 842,700 229,000 242,530

2018マナビジョンブック保護者版（株式会社進研アド発刊）から抜粋
※近畿大学国際学部については、初年次後期から留学すること等により、入学金と前期授業料しか公表されていないため、上記の表に加えていない。

初年度納付金

資料３ 
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大
阪

の
国

際
化

戦
略

ア
ク
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ョ
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プ

ロ
グ

ラ
ム

平
成

27
 年

3月

大
阪
府

府
民
文
化
部

公
益
財
団
法
人

大
阪
府
国
際
交
流
財
団

1

k-takayama
テキストボックス
資料７
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Ⅰ
目
的

○
大

阪
府

と
公

益
財

団
法

人
大

阪
府

国
際

交
流

財
団

は
、

大
阪

の
国

際
競

争
力

の
強

化
を

め
ざ

し
、

大
阪

府
国
際

化
戦
略

を
踏
ま

え
、
平

成
23
年

10
月

に
ア

ク
シ

ョ
ン
プ

ロ
グ
ラ

ム

を
策

定
し
、

以
下

の
２

つ
を

柱
と

し
て

、
重

点
的

に
事

業
を

展
開

し
て

き
た

。

１
大

阪
か

ら
世

界
に

発
信

す
る

「
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

の
育

成
」

２
世

界
か

ら
人

・
モ

ノ
・

資
金

を
呼

び
込

む
「

外
国

人
の

受
入

環
境

整
備

」

○
本

プ
ロ

グ
ラ

ム
は

、
平

成
2
6年

度
ま
で

に
実

施
し

た
事

業
の

実
績

と
そ

の
評

価
を

基
に

、

従
来

の
ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
見

直
し

、
よ

り
効

果
的

な
事

業
実

施
を

め
ざ

し
て

今

後
３

年
間
の

事
業

展
開

の
方

向
性

を
示

す
も

の
で

あ
る

。

○
事

業
を

進
め

る
に

あ
た

っ
て

は
、

引
き

続
き

、
大

阪
府

国
際

交
流

財
団

が
有

す
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
や

ノ
ウ

ハ
ウ

を
最

大
限

に
活

か
す

と
と

も
に

、
そ

の
基

本
財

産
を

取
り

崩
し

て

積
み

立
て
た

国
際

交
流

事
業

積
立

資
産

を
活

用
す

る
こ

と
と

す
る

。
ま

た
、

本
プ

ロ
グ

ラ

ム
の

実
施

期
間

は
、
平

成
29
年

度
ま
で

の
3年

間
と

し
、
期

間
終
了

に
あ
た

っ
て
は

、
事

業
内

容
の
評

価
を

行
い

、
更

な
る

改
善

・
見

直
し

を
図

る
も

の
と

す
る

。

1

3



大
阪

府
国

際
化

戦
略

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ロ
グ

ラ
ム

競
争

力
強

化
に

向
け

た

基
盤

整
備

大
阪

府
国

際
交

流
財

団
の

強
み

を
活

か
し

た
グ

ロ
ー

バ
ル

戦
略

世
界

の
人

々
を

引
き

寄
せ

る
集

客
機

能

国
際

競
争

力
の

あ
る

産
業

・
技

術

物
流

人
流

を
促

進
す

る
イ

ン
フ

ラ

世
界

で
通

用
す

る
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

海
外

の
企

業
や

人
材

を
受

け
入

れ
る

都
市

大
阪

の
国

際
化

戦
略

（
平

成
2
3
年

3
月

策
定

、
平

成
2
5年

3月
改

定
）

大
阪

府
国

際
化

戦
略

工
程

表
に

基
づ

く
全

庁
的

な
取

組
み

・
産

業
・

技
術

振
興

・
観

光
戦

略
・

イ
ン

フ
ラ

整
備

外
国

人
の

受
入

環
境

整
備

グ
ロ

ー
バ

ル
人

材
の

育
成

人
材
・
資
金

発
信

大
阪
の

国
際
競
争
力

強
化

2

4



Ⅱ
前

期
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

評
価

グ
ロ
ー
バ
ル
人

材
の
育
成

＜
事

業
実

績
＞

【行
動

目
標

】
大

阪
か

ら
海

外
へ

の
留

学
生

・研
修

生
を

３
年

間
で

1
,0

0
0
人

送
り

出
す

【具
体

的
な

実
施

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

3
か

年
実

績
見

込
】

※
斜

体
は

見
込

み
数

値
。

①
お

お
さ

か
グ

ロ
ー

バ
ル

塾
入

塾
者

数
2
8
6
名

（㉔
9
6
名

、
㉕

9
4
名

、
㉖

9
6
名

）
短

期
留

学
経

験
者

数
2
8
0
名

（㉔
9
4
名

、
㉕

9
3
名

、
㉖

9
3
名

）
海

外
留

学
者

数
2
5
名

②
グ

ロ
ー

バ
ル

体
験

プ
ロ

グ
ラ

ム
参

加
者

数
5

,4
0

9
名

（㉔
2

,2
6

0
名

、
㉕

1
,5

4
6
名

、
㉖

1
6
0
3
名

）、
参

加
校

数
の

べ
1
7
6
校

③
留

学
準

備
集

中
講

座
参

加
者

数
4
6
5
名

（㉔
4
3
名

、
㉕

2
0
0
名

、
㉖

2
2
2
名

）
④

お
お

さ
か

グ
ロ

ー
バ

ル
奨

学
金

・研
修

助
成

金
奨

学
金

受
給

者
数

2
3
0
名

（㉔
4
0
名

＋
1
0
名

、
㉕

6
3
名

＋
7
名

、
㉖

1
0
0
名

＋
9
名

）
研

修
助

成
金

受
給

学
校

数
の

べ
2
7
校

引
率

さ
れ

た
学

生
数

1
2
1
2
名

（㉔
4
8
9
名

、
㉕

2
8
1
名

、
㉖

4
4
2
名

）

【大
阪

か
ら

の
留

学
生

・ 研
修

生
送

り
出

し
数

】
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ロ

グ
ラ

ム
事

業
を

通
じ

て
1

,7
0

0
名

を
海

外
に

送
り

出
し

3
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＜
総

括
＞

○
お

お
さ

か
グ

ロ
ー

バ
ル

塾
を

通
じ

て
留

学
意

欲
の

高
い

修
了

生
を

輩
出

・高
校

生
を

対
象

に
将

来
世

界
で

活
躍

し
う

る
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

を
育

成
す

る
モ

デ
ル

が
成

立
。

・
参

加
塾

生
の

満
足

度
が

高
く
、

留
学

実
績

も
年

々
増

加
し

て
い

る
。

・
現

在
は

、
高

校
２

、
３

年
生

が
参

加
対

象
と

な
っ

て
い

る
が

、
留

学
へ

の
動

機
付

け
を

よ
り

早
い

段
階

か
ら

行
う

こ
と

も
必

要
。

○
学

生
の

ニ
ー

ズ
に

合
わ

せ
て

幅
広

く
事

業
展

開

・留
学

の
実

現
を

目
指

す
「長

期
特

訓
型

」～
留

学
の

き
っ

か
け

作
り

と
す

る
「
初

級
編

体
験

型
」～

留
学

の

ス
キ

ル
部

分
を

学
ぶ

「 集
中

型
」の

目
的

別
メ

ニ
ュ

ー
を

高
校

生
か

ら
大

学
生

ま
で

幅
広

い
対

象
に

提
供

。

○
奨

学
金

、
研

修
助

成
制

度
の

利
用

が
年

々
拡

大

・渡
航

費
や

保
険

を
対

象
と

す
る

給
付

制
度

を
創

設
し

、
年

々
、

利
用

実
績

が
伸

び
て

い
る

。

・
研

修
助

成
金

制
度

は
、

海
外

へ
の

送
り

出
し

波
及

効
果

が
大

き
い

。

基
本

的
な

枠
組

み
を

維
持

し
つ

つ
、

今
後

と
も

内
容

の
充

実
・拡

充
を

図
る

。

4
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Ⅱ
前

期
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

評
価

外
国
人
の
受
入

環
境
整
備

＜
事

業
実

績
＞

【行
動

目
標

】
大

阪
で

学
ぶ

外
国

人
留

学
生

を
3
年

間
で

4
,0

0
0
人

呼
び

込
む

【具
体

的
な

実
施

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

3
か

年
実

績
見

込
】

※
斜

体
は

見
込

み
数

値
。

①
留

学
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

ベ
ト

ナ
ム

：参
加

者
4

,8
5

0
名

（㉔
3

,0
0

0
名

、
㉕

1
,8

5
0
名

）
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
：参

加
者

1
0

,6
0
0
名

（㉔
2

,8
0

0
名

、
㉕

4
,0

5
0
名

、
㉖

3
,7

5
0
名

）
②

留
学

生
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
1
7
4
名

（㉔
7
9
名

、
㉕

7
8
名

、
㉖

1
7
名

）
③

留
学

生
向

け
合

同
企

業
説

明
会

参
加

者
9
5
3
名

（㉔
2
2
1
名

、
㉕

7
3
2
名

）
④

お
お

さ
か

グ
ロ

ー
バ

ル
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
ア

ク
セ

ス
件

数
4

4
,1

1
4
件

（㉔
7

,2
2

0
件

、
㉕

1
4
,5

0
6
件

、
㉖

2
2
,3

8
8
件

）
⑤

大
阪

府
外

国
人

情
報

コ
ー

ナ
ー

相
談

件
数

年
間

約
1

,4
0

0
件

⑥
外

国
人

の
た

め
の

防
災

訓
練

・研
修

実
施

延
日

数
2
7
日

、
参

加
者

数
1
,2

4
6
名

（
㉔

3
6
0
名

、
㉕

5
9
0
名

、
㉖

2
9
6
名

）
【留

学
生

数
の

動
向

】
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ロ

グ
ラ

ム
実

施
前

年
度

㉓
→

同
最

終
年

度
㉖

の
留

学
生

数
の

推
移

（J
A

S
S

O
統

計
毎

5
/1

時
点

）

・大
阪

府
㉓

1
0
,3

2
5

→
㉔

1
0
,5

2
1

→
㉕

1
0
,5

3
3

→
㉖

1
0
,8

5
3

+
5
.1

1
％

・全
国

㉓
1

3
8

,0
7

5
→

㉔
1

3
7

,7
5

6
→

㉕
1

3
5

,5
1

9
→

㉖
1

3
9
,1

8
5
 

+
0
.8

0
％

5
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＜
総

括
＞

○
留

学
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

は
P

R
イ

ベ
ン

ト
と

し
て

は
成

功
し

た
が

、
呼

び
込

み
数

増
加

に
つ

な
が

る
よ

り
効

果
的

な

事
業

展
開

が
必

要

・イ
ベ

ン
ト

形
式

で
の

大
阪

留
学

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
は

集
客

力
が

あ
り

、
情

報
発

信
の

一
手

段
と

し
て

成
立

。

・
具

体
的

な
呼

び
込

み
に

つ
な

が
る

継
続

的
な

情
報

提
供

や
相

談
等

に
は

ま
だ

対
応

で
き

て
い

な
い

。

・
今

後
留

学
生

の
増

加
が

期
待

で
き

る
国

に
的

を
絞

っ
た

先
導

的
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

も
必

要
。

○
外

国
人

材
活

用
シ

ス
テ

ム
に

お
け

る
試

行
的

な
事

業
実

施
を

踏
ま

え
、

今
後

は
事

業
の

重
点

化
が

必
要

・各
種

事
業

の
実

績
や

効
果

を
踏

ま
え

た
事

業
の

絞
込

み
が

必
要

。

・
留

学
生

の
就

職
希

望
と

企
業

の
採

用
ニ

ー
ズ

の
差

を
解

消
す

る
た

め
の

事
業

の
取

組
や

他
の

類
似

プ
ロ

グ
ラ

ム
と

の
重

複
を

避
け

た
事

業
の

特
色

化
が

必
要

。

○
行

動
計

画
の

数
値

目
標

と
留

学
生

数
の

実
績

値
と

の
乖

離
が

大
き

い

・留
学

生
の

呼
び

込
み

に
は

、
経

済
的

な
負

担
、

日
本

語
学

習
の

難
し

さ
、

教
育

機
関

の
受

け
入

れ
体

制

の
未

整
備

な
ど

の
課

題
が

あ
り

、
当

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

み
に

よ
り

留
学

生
の

増
加

に
係

る
短

期
的

な
数

値

目
標

は
立

て
に

く
い

。

○
お

お
さ

か
グ

ロ
ー

バ
ル

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

で
更

に
充

実
し

た
情

報
提

供
が

必
要

・
基

本
的

な
運

用
体

制
は

整
備

さ
れ

て
お

り
、

今
後

は
更

に
、

コ
ン

テ
ン

ツ
の

充
実

が
必

要
。

6

留
学

生
の

呼
び

込
み

や
大

阪
で

の
就

職
に

つ
な

が
る

事
業

へ
の

絞
り

込
み

、
新

規
事

業
へ

の
展

開
を

図
る

。
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①
お
お
さ
か
グ
ロ
ー
バ
ル
塾

【
新
規
：
豪
州
留
学
コ
ー
ス

】
・
英
語
で
日
本
や
世
界
の
歴
史
文
化
、
時
事
問
題
、
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
ス
キ
ル
な
ど
を
学
び
、

世
界
の
人
々
と
し
っ
か
り
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
で
き
る
力
を
育
て
る
と
と
も
に
海
外
へ
の
短
期

留
学
を
行
い
、
現
地
の
大
学
の
授
業
や
学
習
方
法
を
学
ぶ
な
ど
、
自
信
を
持
っ
て
留
学
生
活
を
送

る
力
を
育
て
る
。

・
高
校

2
･3
年
生
を
対
象
に
し
た
米
国
留
学
、
英
国
留
学
コ
ー
ス
に
加
え
、
高
校

1
年
生
を
主
な
対

象
と
し
た
豪
州
留
学
コ
ー
ス
を
新
た
に
加
え
、
よ
り
早
い
時
期
か
ら
留
学
に
対
す
る
具
体
的
な
目

標
を
設
定
で
き
る
よ
う
選
択
コ
ー
ス
を
拡
充
す
る
。

※
開
講
時
期
：

1
年
生
の

1
1
月
ご
ろ
か
ら

2
年
生
の

7
月
ご
ろ
ま
で
。

3
月
に
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に
短

期
留
学
。

大
阪

か
ら

海
外

へ
の

留
学

生
・

研
修

生
を

1,
00

0人
送

り
出

す

(
1
)
 
行

動
目

標

(
2
)
 
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
具

体
例

）

Ⅲ
実

施
プ

ロ
グ

ラ
ム

グ
ロ
ー
バ

ル
人
材
の
育
成

7
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②
グ
ロ
ー
バ
ル
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
大
阪
の
高
校
等
が
取
り
組
む
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
の
フ
ァ
ー
ス
ト
ス
テ
ッ
プ
と
し
て
、
ホ
テ
ル

や
空
港
施
設
等
の
実
習
施
設
を
活
用
し
た
実
践
的
な
英
語
学
習
を
実
施
。
海
外
へ
の
興
味
を
引
き

出
し
、
生
徒
の
学
習
意
欲
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
感
覚
・
能
力
を
育
成
す
る
。

前
期
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
い
て
好
評
で
あ
っ
た
実
績
を
踏
ま
え
、
参
加
定
員
の
拡
大
を

図
る
。

③
留
学
準
備
集
中
講
座

・
海
外
留
学
に
向
け
た
大
学
・
学
部
の
選
び
方
、
出
願
書
類
等
の
作
成
支
援
、

T
O

E
F
L
 i
B

T
/
 

IE
L
T

S
 等

の
試
験
対
策
、
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
講
習
等
を
実
施
す
る
。

④
お
お
さ
か
グ
ロ
ー
バ
ル
奨
学
金
・
海
外
研
修
引
率
助
成
金

・
府
内
の
高
校
や
大
学
等
が
推
薦
す
る
生
徒
・
学
生
を
対
象
に
、
海
外
留
学
の
渡
航
費
・
海
外
保
険

費
用
等
を
助
成

・
府
内
の
高
校
や
大
学
等
を
対
象
に
、
新
規
ま
た
は
増
員
に
よ
り

1
0
名
以
上
の
海
外
研
修
を
行
う

場
合
、
研
修
生

1
0
名
あ
た
り

1
名
の
引
率
者
の
渡
航
費
・
海
外
保
険
費
用
を
助
成

8
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⑤
海
外
留
学
支
援
情
報
等
の
提
供

・
「
お
お
さ
か
グ
ロ
ー
バ
ル
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
」
や
「
大
阪
府
国
際
化
戦
略
実
行
委
員
会
フ
ェ
イ
ス

ブ
ッ
ク
」
で
、
海
外
へ
の
留
学
支
援
情
報
の
提
供
や
留
学
体
験
レ
ポ
ー
ト
の
紹
介
を
行
う
。

⑥
国
際
理
解
教
育
（
OF
IX

事
業
）

・
府
内
学
校
の
児
童
・
生
徒
が
外
国
に
関
心
を
持
ち
、
様
々
な
国
に
つ
い
て
の
理
解
を
促
進
す
る
こ

と
を
め
ざ
し
、
留
学
生
等
の
外
国
人
を
府
内
学
校
等
で
行
う
国
際
理
解
教
育
の
講
師
と
し
て
派
遣

で
き
る
よ
う

O
F
IX
国
際
理
解
教
育
外
国
人
サ
ポ
ー
タ
ー
の
育
成
・
派
遣
を
行
う
。

9
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お
お
さ
か
グ
ロ
ー
バ
ル
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
・
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク

（
再
掲
）

・
海
外
へ
の
留
学
支
援
情
報
、
留
学
体
験
レ
ポ
ー
ト
を
紹
介

大
阪

の
国

際
化

戦
略

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ロ
グ

ラ
ム

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

の
育

成
＞

留 学 ・ 進 学 ・ 就 職

高
校

生
高

校
生

・大
学

生
等

海
外
留
学
セ
ミ
ナ
ー

留
学
準
備
集
中
講
座

（
年
間

2
0

0
人
）

T
O

E
F
L
, 
IE

L
T

S
, 
S

A
T
（
大
学
進
学
適
正
試

験
）
対
策
、
入
学
願
書
・
出
願
エ
ッ
セ
イ
作
成

助
言
、
推
薦
状
作
成
等
助
言
、
大
学
・
講
座
選

択
、
奨
学
金
獲
得
方
法
、
ビ
ザ
取
得
等
助
言

小
・
中

学
生

お
お
さ
か
グ
ロ
ー
バ
ル
奨
学
金

（
A
コ
ー
ス

1
0

0
名
、

B
コ
ー
ス

2
0
名
）

海
外
研
修
引
率
助
成
金

（
1

5
名
）

お
お
さ
か
グ
ロ
ー
バ
ル
塾
（
年
間
計
約

1
0

0
人
）

短
期

留
学

準
備

講
座

・
日
本
や
世
界
の
歴
史
・
文

化
な
ど
を
英
語
で
学
び
、
知

識
・
教
養
を
身
に
つ
け
る
。

・
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
、
プ

レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
の
実
践

学
習
を
通
し
て
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
や
発
信
力

を
高
め
る
。

・
海
外
で
の
学
習
法
を
学
ぶ
。

短
期

留
学

（
豪

州
1
2
日

、
米

英
2
週

間
）

＜
豪
州
＞

・
Q

L
州
立
高
校
、

Q
L
ア
カ
デ
ミ
ー
、

Q
L
工

科
大
学
、

Q
L
大
学
で
の
授
業
や
交
流
等

＜
米
国
＞

・
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
州
立
大
学
等
で
の
授
業

・
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
の
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
視
察

・
現
地
高
校
と
の
交
流
、
ﾌ
ｨ
ｰ
ﾙ
ﾄ
ﾞ
ﾜ
ｰｸ
等

＜
英
国
＞

・
リ
ー
ズ
大
学
等
で
の
授
業

・
校
外
学
習
等

長
期

留
学

準
備

講
座

・
T

O
E

F
L
 /

 I
E

L
T

S
対
策

留
学
の
し
く
み

大
学
の
選
び
方

出
願
書
類
の
書
き
方

ビ
ザ
、
奨
学
金

心
理
面
の
サ
ポ
ー
ト
な
ど

【
新

規
】１

年
生

対
象

コ
ー

ス
・
英
検
準

2
級
程
度
以
上

・
短
期
留
学
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で

春
休
み
中
（

3
月
）
に
実
施

・
定
員

2
0
名
程
度

２
・
３

年
生

対
象

コ
ー

ス
・
英
検

2
級
程
度
以
上

・
短
期
留
学
は
米
国
・
英
国
で

夏
休
み
中
（

7
～

8
月
）
に
実
施

・
定
員

米
国

4
0
名
程
度
、
英
国

4
0
名
程
度

グ
ロ
ー
バ
ル
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
年
間
約

1
,6

0
0
人
以
上
）

◆
模
擬
施
設
を
活
用
し
た
英
語
実
践
学
習

・
搭
乗
手
続
、
機
内
、
ホ
テ
ル
、
レ
ス
ト
ラ
ン
体
験

・
海
外
留
学
・
ホ
ー
ム
ス
テ
イ
体
験

・
グ
ロ
ー
バ
ル
職
業
体
験
（
接
客
マ
ナ
ー
等
を
学
ぶ
）

【 目 標 】 大 阪 か ら 海 外 へ の 留 学 生 ・ 研 修 生 を １ ０ ０ ０ 人 送 り 出 す

留
学
・
進
学
支
援

留
学
・
進
学
準
備

国
際
理
解
教
育
（

O
F

IX
事
業
）

知
る
・
学
ぶ
・
体
験
す
る

1
0
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①
大
阪
の
情
報
・
魅
力
を
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
世
界
に
発
信

・
「
お
お
さ
か
グ
ロ
ー
バ
ル
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
」
で
、
大
阪
の
ビ
ジ
ネ
ス
、
観
光
、
留
学
、
生
活
、
行

政
、
緊
急
防
災
な
ど
様
々
な
情
報
を
一
元
化
し
、
大
阪
の
魅
力
を
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
発
信

・
上
記
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
や
「
大
阪
府
国
際
化
戦
略
実
行
委
員
会
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
」
で
、
留
学
生
の

呼
び
込
み
や
就
職
に
役
立
つ
情
報
等
を
タ
イ
ム
リ
ー
に
提
供

(
1
)
 
行

動
目

標

(
2
)
 
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
具

体
例

）

国
の

留
学

生
30

万
人

計
画

を
踏

ま
え

、
留

学
生

の
増

加
を

目
指

す

Ⅲ
実

施
プ

ロ
グ

ラ
ム

外
国
人
の

受
入
環
境
整
備

1
1
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②
海
外
で
の
留
学
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
実
施

【
新
規
】

○
留
学
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
事
業

こ
れ
ま
で
留
学
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
し
た
ベ
ト
ナ
ム
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
お
い
て
、
大
阪
へ

の
留
学
に
関
す
る
現
地
ニ
ー
ズ
に
継
続
的
に
対
応
す
る
た
め
、
ウ
ェ
ブ
等
を
活
用
し
た
現
地
語
で

の
大
阪
留
学
情
報
の
提
供
や
留
学
相
談
対
応
等
を
通
年
で
実
施

※
ベ
ト
ナ
ム
：
平
成

2
7
年
度
～
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
：
平
成

2
8
年
度
～

○
大
阪
留
学
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業

日
本
の
教
育
機
関
と
の
提
携
ニ
ー
ズ
や
府
内
教
育
機
関
に
お
け
る
留
学
生
受
け
入
れ
ニ
ー
ズ
が
高

い
マ
レ
ー
シ
ア
に
お
い
て
留
学
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
展
開
。
留
学
ガ
イ
ド
の
作
成
や
現
地
留
学

フ
ェ
ア
へ
の
参
加
に
よ
り
大
阪
の
留
学
情
報
を
発
信
す
る
ほ
か
、
現
地
教
育
機
関
関
係
者
を
対
象

と
し
た
留
学
セ
ミ
ナ
ー
や
双
方
の
教
育
機
関
関
係
者
同
士
の
交
流
会
を
実
施
し
、
学
校
間
提
携
の

実
現
に
つ
な
げ
る
。

※
平
成

2
7
年
度
：
留
学
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
の
作
成
、
現
地
留
学
フ
ェ
ア
へ
の
出
展

平
成

2
8
年
度
：
現
地
留
学
フ
ェ
ア
へ
の
出
展
、
留
学
セ
ミ
ナ
ー
・
交
流
会
の
実
施

平
成

2
9
年
度
：
前
年
度
の
内
容
を
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
し
て
実
施

1
2
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③
留
学
生
就
職
支
援
事
業

【
外

国
人

材
活

用
シ
ス

テ
ム

を
再

構
築
】

・
大
阪
で
学
ぶ
留
学
生
が
日
本
企
業
に
就
職
す
る
に
あ
た
っ
て
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
を
解
消
す
る
た
め
、

留
学
後
の
早
い
段
階
か
ら
留
学
生
と
企
業
の
相
互
理
解
を
促
進
す
る
事
業
を
重
点
的
に
進
め
る
と

と
も
に
、
有
給
型
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
な
ど
特
色
あ
る
事
業
を
展
開

（
留
学
生
向
け
キ
ャ
リ
ア
教
育
講
座
、
企
業
と
留
学
生
の
相
互
理
解
促
進
事
業
、

有
給
型
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
、
合
同
企
業
説
明
会
等
）

④
多
言
語
に
よ
る
相
談
・
情
報
提
供
（

OF
IX
事

業
）

・
大
阪
府
国
際
交
流
財
団
に
よ
る
多
言
語
相
談
・
情
報
提
供
窓
口
の
体
制
を
強
化

・
府
内
市
町
村
の
国
際
交
流
団
体
と
連
携
し
、
地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
か
し
た
相
談
を
行
う
な

ど
、
外
国
人
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
強
化

・
外
国
人
支
援
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
研
修
を
実
施
し
、
多
言
語
情
報
提
供
体
制
を
強
化

⑤
災
害
時
の
外
国
人
支
援
体
制
の
確
立
（

OF
IX

事
業
）

・
府
内
市
町
村
や
国
際
交
流
団
体
と
連
携
し
、
緊
急
時
の
連
絡
体
制
、
通
訳
・
翻
訳
体
制
、
メ
デ
ィ

ア
を
通
じ
た
情
報
提
供
な
ど
支
援
体
制
を
確
立

1
3
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大
阪

の
国

際
化

戦
略

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ロ
グ

ラ
ム

＜
外

国
人

の
受

入
環

境
整

備
＞

留
学
生
就
職
支
援
事
業

◆
日
本
企
業
で
働
き
た
い
留
学
生
と
府
内
企
業
と
を
マ
ッ
チ
ン
グ
し
、

グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
を
促
進

外 国 人 留 学 生

優 れ た 留 学 生 を 呼 び 込 み 大 阪 の 国 際 競 争 力 を 強 化

お
お
さ
か
グ
ロ
ー
バ
ル

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
運
営

◆
大
阪
の
魅
力
や
イ
ベ
ン
ト
、

ビ
ジ
ネ
ス
、
観
光
、
留
学
、

生
活
、
行
政
、
緊
急
防
災

な
ど
様
々
な
情
報
を
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
等
に
よ
り
ワ
ン

ス
ト
ッ
プ
で
世
界
に
発
信

◆
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
や
「
大
阪

府
国
際
化
戦
略
実
行
委
員

会
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
」
で
、

留
学
生
の
呼
び
込
み
や
就

職
に
役
立
つ
情
報
等
を
タ

イ
ム
リ
ー
に
提
供

大
阪
の
魅
力
発
信

キ
ャ
リ
ア
教
育

相
互
理
解
の
促
進

マ
ッ
チ
ン
グ

海
外
展
開

大 阪 在 住 外 国 人

多
言
語
に
よ
る
相
談
・
情
報
提
供

（
O

F
IX
事
業
）

・
多
言
語
相
談
体
制
の
強
化

・
外
国
人
支
援
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
研
修

災
害
時
の
外
国
人
支
援
体
制

（
O

F
IX
事
業
）

・
府
内
市
町
村
や
国
際
交
流
団
体
と
連
携
し
、
緊
急
時
の
連
絡
体
制
、
通
訳
・

翻
訳
体
制
、
メ
デ
ィ
ア
を
通
じ
た
情
報
提
供
な
ど
支
援
体
制
を
確
立

留
学
生
の
生
活
・
学
び
を
下
支
え

留
学
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

【 目 標 】 国 の 留 学 生 ３ ０ 万 人 計 画 を 踏 ま え 、 留 学 生 の 増 加 を 目 指 す

【
新
規
】
大
阪
留
学
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業

◆
留
学
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
調
査
結
果
に
よ
り
、
留
学
生
を
呼
び
込
む

た
め
に
必
要
な
施
策
を
検
討

実
施
国
：
マ
レ
ー
シ
ア

【
1
年
目
】
情
報
発
信
ツ
ー
ル
の
作
成
＋
大
阪
ブ
ー
ス
の
出
展

・
大
阪
の
紹
介
、
教
育
機
関
の
情
報
を
ま
と
め
た
多
言
語
（
英
語

版
）
留
学
ガ
イ
ド
を
作
成

・
他
団
体
が
実
施
す
る
フ
ェ
ア
に
大
阪
の
ブ
ー
ス
を
出
展

【
2
年
目
】
大
阪
ブ
ー
ス
出
展
、
セ
ミ
ナ
ー
（
交
流
会
）
の
実
施

・
他
団
体
が
実
施
す
る
フ
ェ
ア
に
大
阪
の
ブ
ー
ス
を
出
展

・
大
阪
留
学
セ
ミ
ナ
ー
、
交
流
会
を
実
施

【
3
年
目
】
大
阪
ブ
ー
ス
出
展
、
セ
ミ
ナ
ー
（
交
流
会
）
の
実
施

※
2
年
目
の
課
題
を
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
し
て
実
施

【
新
規
】
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

◆
第
１
期
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
し

た
国
に
お
い
て
、
大
阪
の
留
学
情
報
の
提
供
を
継
続
的
に
実
施

※
ベ
ト
ナ
ム
（

H
2

7
～
）
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
（

H
2

8
～
）

◆
キ
ャ
リ
ア
教
育

ビ
ジ
ネ
ス
の
現
場
で
必
要
と

な
る
知
識
や
ス
キ
ル
の
習
得

◆
留
学
生
・
企
業
の
相
互
理
解

の
促
進

留
学
後
の
早
い
段
階
か
ら
留

学
生
と
企
業
が
直
接
接
点
を
持

つ
機
会
を
提
供
し
、
両
者
の
相

互
理
解
の
促
進
を
図
る
。

◆
就
職
支
援
・
雇
用
促
進

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
、
合

同
企
業
説
明
会
の
実
施
に
よ

り
、
府
内
企
業
へ
の
就
職
支

援
や
、
企
業
が
円
滑
に
留
学

生
を
活
用
で
き
る
環
境
を
整

備

1
4
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企
画

委
員

会
大

阪
府

府
民

文
化

部

商
工

労
働

部
、

教
育

委
員

会

大
阪

府
国

際
交

流
財

団

大
阪

市
、

経
済

団
体

等

【
企

画
・

立
案

】

外
部
諮
問
機
関

・
学
識
経
験
者

・
府
民
、
企
業
等

【
助
言
・
評
価

】

大
阪

府
国

際
化

戦
略

実
行

委
員

会

【
事

業
決

定
・

執
行

】

監
事

○
大

阪
府

国
際

交
流

財
団

の
国

際
交

流
事

業
積

立
資

産
を

活
用

し
、

財
団

と
大

阪
府

の
ガ

バ
ナ

ン
ス

の

下
、
一
体
と
な
っ
て
グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略
を
推
進

○
事

業
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

教
育

委
員

会
、

商
工

労
働

部
、

経
済

界
、

教
育

機
関

等
、

関
連

部
局

や

関
連
団
体
と
緊
密
に
連
携

府
内
市
町
村
・

国
際
交
流
団
体

連
携

Ⅳ
実

施
体

制

事
務

局

大
阪

府
国

際
課

大
阪

府
国

際
交

流
財

団

【
大
阪
府

】

・
府
民
文
化
部
長

・
国
際
交
流
監

・
国
際
課

・
商
工
労
働
部

・
教
育
委
員
会

【
O

F
I X

 】

・
理
事
長

・
理
事

・
評
議
員

1
5

(公
財
)大

阪
府

国
際
交
流
財
団

(O
F
I X
)
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Ⅴ
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
（

平
成

2
7年

度
）

1
6

　
　

　

　
　

　

　

　
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　
　

　
　

　
　

 
 

 

　
　

　
　

8月
7月

6月
5月

4月
3月

留
学

生
就

職
支

援
事

業

10
月

2月
1月

12
月

11
月

お
お

さ
か

グ
ロ

ー
バ

ル
塾

（豪
州

コ
ー

ス
）

プ
ロ

モ
ー

シ
ョン

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
（ベ

トナ
ム

）

留
学

プ
ロ

モ
ー

シ
ョン

（マ
レ

ー
シ

ア
）

お
お

さ
か

グ
ロ

ー
バ

ル
塾

（米
国

・英
国

コ
ー

ス
）

グ
ロ

ー
バ

ル
体

験
プ

ロ
グ

ラ
ム

留
学

準
備

集
中

講
座

グ
ロ

ー
バ

ル
奨

学
金

研
修

助
成

金

9月

短
期

留
学

準
備

講
座

（4
月

～
7月

毎
週

日
曜

日
）

長
期

留
学

準
備

講
座

（9
月

～
12

月
毎

週
日

曜
日

）

短
期

留
学

準
備

講
座

（1
1月

～
3月

毎
週

日
曜

日
）

長
期

留
学

準
備

講
座

（2
8年

4月
～
7月

毎
週

日
曜

日
）

夏
休

み

米
国

・英
国

短
期

留
学

留
学

ガ
イ

ド
作

成

春
休

み

豪
州

短
期

留
学

募
集

選
考

フ
ェ

ア
出

展
(1
1月

～
12

月
)

各
事

業
実

施
（随

時
）

現
地

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

公
開

事
業

実
施

事
業

実
施
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Ⅵ
参

考
資

料

１
大

阪
の
国

際
化

戦
略

２
留

学
生
30
万

人
計

画

1
7

19



「
大

阪
の

成
長

戦
略

」
（2

01
0年

12
月

28
日

策
定

、
[2

5
年

1月
版

]2
01

3 年
1月

25
日

策
定

） を
踏

ま
え

、
20

20
年

を
展

望
し

つ
つ

、
20

15
年

ま
で

に

大
阪

府
・
大

阪
市

が
広

域
的

な
観

点
か

ら
取

り
組

む
国

際
化

施
策

の
方

向
性

及
び

具
体

的
施

策
を

明
ら

か
に

す
る

た
め

の
行

政
計

画

１
国
際
化
戦
略
と
は

１

≪
大

阪
府

市
統

合
本

部
に

お
け

る
議

論
≫

都
市

魅
力

創
造

（観
光

、
国

際
交

流
、

文
化

、
ス

ポ
ー

ツ
）に

か
か

る
府

市
戦

略
の

一
本

化
と

事
業

の
融

合
・統

合
を

図
る

。

・
こ

れ
ま

で
大

阪
府

と
大

阪
市

が
個

々
に

培
っ

て
き

た
外

交
の

ノ
ウ

ハ
ウ

や
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

統
合

的
に

活
用

し
て

、
大

阪
全

体
の

外
交

力
を

強
化

し
、

よ
り

効
果

的
に

大
阪

の
存

在
感

・
優

位
性

を
ア

ピ
ー

ル
し

て
い

く
た

め
、

外
交

方
針

を
府

市
で

一
本

化
。

・
府

市
共

通
の

外
交

方
針

を
今

回
、

「
大

阪
府

国
際

化
戦

略
」
の

基
本

方
針

に
追

加
。

経
済

や
観

光
等

の
分

野
で

世
界

の
諸

都
市

と
の

交
流

事
業

を
進

め
る

に
当

た
っ

て
は

、
府

市
共

通
の

外
交

方
針

に
基

づ
き

、
重

点
的

・
効

果
的

な
展

開
を

図
る

。

改
訂
の
ポ
イ
ン
ト

大
阪

の
国

際
競

争
力

の
強

化
国

際
的

な
活

力
と

魅
力

を
持

ち
、

多
様

な
価

値
を

認
め

合
い

な
が

ら
持

続
的

に
発

展
す

る
大

阪
を

実
現

す
る

た
め

に
、

●
世

界
・ア

ジ
ア

か
ら

、
多

く
の

人
・モ

ノ
・
資

金
を

呼
び

込
む

●
人

材
・技

術
の

国
際

競
争

力
を

高
め

る
●

諸
外

国
都

市
と

の
相

互
利

益
の

関
係

を
築

く

こ
と

に
よ

り
、

大
阪

の
国

際
競

争
力

の
強

化
を

行
う

。

２
国
際
化
戦
略
の
目
標

【
視

点
】

【
方

向
性

】

選
択
と
集
中

最
も

必
要

性
の

高
い

施
策

か
？

最
も

成
果

を
出

せ
る

施
策

か
？

３
施
策
展
開
の
視
点
と
方
向
性

資
源
の
有
効
活
用

人
・
資

金
・
ノ

ウ
ハ

ウ
・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
な

ど
、

大
阪

に
今

あ
る

資
源

を
最

大
限

に
有

効
に

活
用

で
き

て
い

る
か

？

集
客

力

人
材

力

産
業

・
技

術
力

物
流

人
流

イ
ン

フ
ラ

都
市

の
再

生

成
長
の
た
め
の
５
つ
の
源
泉

(大
阪
の
成
長
戦
略
）

国
際
競
争
力
強
化
の
た
め
の
５
つ
の
核

（
大
阪
の
国
際
化
戦
略
）

国
際

競
争

力
の

あ
る

産
業

・技
術

世
界

で
通

用
す

る
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

世
界

の
人

々
を

引
き

寄
せ

る
集

客
機

能

物
流

人
流

を
促

進
す

る
イ

ン
フ

ラ

海
外

の
企

業
や

人
材

を
受

け
入

れ
る

都
市

国 際 競 争 力 の 強 化

Ⅵ
参
考
資
料
１

大
阪
の
国
際
化
戦
略

―
持
続
的
発
展
を
目
指
し
、
国
際
競
争
力
を
強
化
―
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【
外

交
方

針
】
～

相
互

利
益

の
関

係
構

築
に

向
け

て
～

＊
友

好
交

流
都

市
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
ま

で
の

友
好

関
係

を
維

持
し

、
今

後
も

相
互

に
メ

リ
ッ

ト
を

追
求

。

外
交

目
的

●
グ

ロ
ー

バ
ル

化
が

ま
す

ま
す

進
展

す
る

現
在

、
国

家
外

交
と

は
別

に
、

直
接

自
治

体
が

外
国

諸
都

市
と

交
流

を
進

め
る

こ
と

で
、

経
済

・観
光

な
ど

の
分

野
で

は
、

相
互

利
益

の
実

現
が

期
待

で
き

る
。

●
国

際
都

市
大

阪
は

、
住

民
の

利
益

を
追

求
し

、
大

阪
の

活
性

化
に

向
け

て
、

相
互

利
益

の
関

係
が

築
け

る
世

界
の

諸
都

市
と

の
交

流
を

積
極

的
に

推
進

。
●

そ
の

た
め

に
、

大
阪

の
外

交
を

一
本

化
し

、
こ

れ
ま

で
大

阪
府

と
大

阪
市

が
個

々
に

培
っ

て
き

た
外

交
の

ノ
ウ

ハ
ウ

や
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

統
合

的
に

活
用

し
、

大
阪

全
体

の
外

交
力

を
強

化
し

て
、

よ
り

効
果

的
に

大
阪

の
存

在
感

・優
位

性
を

内
外

に
ア

ピ
ー

ル
す

る
。

３
施
策
展
開
の
視
点
と
方
向
性 基

本
方

針
ア

ジ
ア

と
の

つ
な

が
り

は
大

阪
が

ナ
ン

バ
ー

ワ
ン

●
大
都
市
大
阪
の
力
を
統
合
し
た
取
組
を
推
進

大
阪
が
一
体
と
な
っ
て
取
組
む
こ
と
で
大
き
な
効
果
が
見
込
め
る

交
流
事
業
に
集
中
。

（中
小
企
業
支
援
、
観
光
誘
客
、
都
市
問
題
の
解
決
等

)

●
自
治
体
の
取
組
み
効
果
が
大
き
い
交
流
に
集
中

現
地
行
政
へ
の
働
き
か
け
・連
携
が
効
果
的
な
分
野
で
の
交
流
を

重
点
的
に
推
進
。①
交
流
事
業
の
選
択
・集
中

●
ア
ジ
ア
と
の
交
流
を
重
視

世
界
に
占
め
る

G
D

P
比
や
国
際
市
場
が
急
速
に
拡
大
し
、
年
々
成
長
を

続
け
る
ア
ジ
ア
は
、
世
界
中
か
ら
注
目
さ
れ
る
地
域
。

大
阪
が
世
界
の
諸
都
市
と
の
交
流
を
進
め
る
中
、
地
理
的
に
も
経
済
的

に
も
関
係
が
深
く
、
成
長
著
し
い
ア
ジ
ア
と
の
交
流
を
基
本
に
位
置
づ
け

て
互
恵
的
な
関
係
を
形
成
し
、
ア
ジ
ア
各
都
市
と
と
も
に
持
続
的
な
発
展

を
目
指
す
。

●
特
定
分
野
で
の
交
流
を
促
進

大
阪
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
創
出
し
、
人
材
・技
術
の
国
際
競
争
力
を

高
め
る
た
め
、
欧
米
等
の
地
域
に
つ
い
て
は
、
特
に
特
定
分
野
に

着
目
し
た
交
流
を
推
進
。

（例
：環
境
・バ
イ
オ
・新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・ロ
ボ
ッ
ト
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
な
ど
の

先
端
産
業
、
「水
と
光
」な
ど
都
市
魅
力
を
伸
ば
す
分
野
な
ど
）

②
交
流
地
域
の
選
択
・集
中

2
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「大
阪

の
成

長
戦

略
」

①
実

質
成

長
率

年
平

均
2％

以
上

②
雇

用
創

出
年

平
均

1万
人

以
上

③
訪

日
外

国
人

2
02

0年
に

年
間

6
50

万
人

が
大

阪
に

貨
物

取
扱

量
20

2
0年

に
関

空
60

万
ト

ン
増

阪
神

港
19

0
万

T
E
U

（
※

1
）
増

「大
阪

の
国

際
化

戦
略

」
●

国
際

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ

ン
開

催
件

数
（
※

2
）

30
0件

以
上

●
大

阪
で

学
ぶ

外
国

人
留

学
生

数
23

,0
00

人
以

上
●

大
阪

か
ら

海
外

に
留

学
す

る
学

生
数

（
※

3
）
・生

徒
数

（
※

4
）

3,
50

0人
以

上
【参

考
指

標
】

●
大

阪
の

都
市

総
合

力
ラ

ン
キ

ン
グ

(※
5
)

5位
以

内

●
大

阪
か

ら
海

外
へ

留
学

す
る

学
生

数
（
※

3
）
・生

徒
数

（
※

4
）

(※
3
)大

阪
の

大
学

等
と

諸
外

国
の

大
学

等
の

協
定

等
に

基
づ

き
、

3
ヶ

月
以

上
、

海
外

の
大

学
等

に
派

遣
さ

れ
た

日
本

人
学

生
数

（
（
独

）
日

本
学

生
支

援
機

構
調

べ
）

●
国

際
コ

ン
ベ

ン
シ

ョ
ン

開
催

件
数

（
※

2
）

(※
5
)（

財
）
森

記
念

財
団

都
市

研
究

所
が

世
界

の
主

要
４

０
都

市
に

つ
い

て
、

７
０

指
標

で
評

価
し

順
位

付
け

し
た

も
の

3

４
戦
略
指
標
（
概
ね
2
0
2
0
年
ま
で
の
1
0
年
間
を
目
途
）

●
大

阪
で

学
ぶ

外
国

人
留

学
生

数

（
（
独

）
日

本
学

生
支

援
機

構
「 平

成
2
4
年

度
外

国
人

留
学

生
在

籍
状

況
調

査
」よ

り
作

成
）

2
0
0
7
年

2
0
0
8
年

2
0
0
9
年

2
0
1
0
年

2
0
1
1
年

2
0
1
2
年

大
阪

府
1
0
, 2

0
3

1
0
, 2

8
9

1
0
, 5

7
6

1
0
, 7

9
1

1
0
, 3

2
5

1
0
, 5

2
1

全
国

1
1
8
,4

9
8
 

1
2
3
,8

2
9

1
3
2
,7

2
0

1
4
1
,7

7
4

1
3
8
,0

7
5

1
3
7
,7

5
6

（
単

位
：
人

）

2
0
0
7
年

2
0
0
8
年

2
0
0
9
年

2
0
1
0
年

2
0
1
1
年

大
阪

府
1
2
4

1
4
4

1
8
3

1
5
2

1
3
5

全
国

1
,8

5
8

2
,0

9
4

2
,1

2
2

2
,1

5
9

1
,8

9
2

学
生

数
生

徒
数

2
0
0
6
年

2
0
0
7
年

2
0
0
8
年

2
0
0
9
年

2
0
1
0
年

2
0
0
6
年

2
0
0
8
年

2
0
1
0
年

大
阪

府
1
,2

2
8

1
,1

8
8

1
,2

9
9

1
,5

2
4

1
,5

8
7

3
6
9

3
8
5

3
0
9

全
国

9
,1

1
3

9
,2

1
5

9
,4

1
4

1
0
, 4

3
7

1
1
, 1

8
2

3
,9

1
3

3
,1

9
0

―

（
単

位
：
人

）

（
単

位
：
件

）

（
日

本
政

府
観

光
局

「国
際

会
議

統
計

」
に

よ
り

作
成

）
（

（
独

)日
本

学
生

支
援

機
構

「
協

定
等

に
基

づ
く
日

本
人

学
生

留
学

状
況

調
査

結
果

」
、

文
部

科
学

省
「
高

等
学

校
等

に
お

け
る

国
際

交
流

等
の

状
況

」調
査

結
果

、
及

び
大

阪
府

調
べ

）

●
大

阪
の

都
市

総
合

力
ラ

ン
キ

ン
グ

(※
5
）

大
阪
の
国
際
競
争
力
（
総
合
）
は
、

世
界
４
０
都
市
中
１
７
位
。

（
参
考
）
ロ
ン
ド
ン
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
、

パ
リ
に
次
い
で
東
京
は
４
位
、
福
岡

は
３
３
位
。

大
阪
の
分
野
別
ラ
ン
キ
ン
グ
は
、
以
下
の
と
お
り
。

○
経
済
：
２
２
位

○
研
究
・
開
発
：
１
２
位

○
文
化
・
交
流
：
２
８
位

○
居
住
：
２
位

○
環
境
：
１
７
位

○
交
通
・
ア
ク
セ
ス
：
２
０
位

（
（
財

)森
記

念
財

団
都

市
戦

略
研

究
所

「 2
01

2 年
世

界
の

都
市

総
合

力
ラ

ン
キ

ン
グ

」よ
り

作
成

）

戦
略
指
標
の
現
状
値

(※
1
) 
国

際
標

準
（
2
0
フ

ィ
ー

ト
コ

ン
テ

ナ
）
の

海
上

貨
物

用
コ

ン
テ

ナ
を

１
単

位
と

し
た

貨
物

量
を

表
す

単
位

(※
4
)大

阪
の

高
校

か
ら

、
3
ヶ

月
以

上
海

外
の

高
校

等
に

派
遣

さ
れ

た
生

徒
数

(※
2
) 
日

本
政

府
観

光
局

が
定

め
た

国
際

会
議

統
計

基
準

（
日

本
を

含
む

3
カ

国
以

上
の

国
か

ら
5
0
名

以
上

参
加

等
）
に

基
づ

く
国

際
会

議
数
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１
戦

略
指

標
の

状
況

に
つ

い
て

は
、

毎
年

度
把

握
し

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
等

で
公

表
す

る
。

２
取

組
施

策
の

実
施

計
画

及
び

実
施

状
況

に
つ

い
て

は
、

毎
年

度
把

握
し

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
等

で
公

表
す

る
。

３
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

や
戦

略
指

標
の

達
成

状
況

に
応

じ
て

、
20

1 6
年

を
目

途
に

、
内

容
の

改
訂

を
行

う
。

４
外

交
方

針
の

方
向

性
に

つ
い

て
は

、
海

外
情

勢
を

踏
ま

え
、

適
宜

見
直

し
を

図
る

。

本
戦
略
の
推
進
主
体
で
あ
る
大
阪
府
は
、
次
の
と
お
り
、
国
等
へ
の
働
き
か
け
や
府
民
・
民
間
団
体
等
と
の
連
携
を

行
い

な
が
ら
、
戦
略
の
実
現
を

図
る

。

１
国

・
都

道
府

県
・
府

内
市

町
村

へ
の

働
き

か
け

国
：

法
制

度
の

見
直

し
や

新
た

な
仕

組
み

の
創

設
等

、
あ

ら
ゆ

る
機

会
を

捉
え

提
言

都
道

府
県

：
関

西
広

域
連

合
（
※

）
等

を
活

用
し

、
府

域
を

超
え

た
連

携
の

強
化

市
町

村
：

基
礎

自
治

体
と

し
て

の
地

域
の

住
民

サ
ー

ビ
ス

に
か

か
る

国
際

化
施

策
に

つ
い

て
、

水
平

連
携

を
含

め
た

取
組

を
支

援

２
府

民
・
民

間
団

体
と

の
連

携
●

大
阪

府
と

（公
財

）
大

阪
府

国
際

交
流

財
団

の
共

同
で

本
戦

略
の

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
策

定
し

、
同

財
団

の
有

す
る

ノ
ウ

ハ
ウ

、
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
、

資
金

等
の

資
源

を
最

大
限

に
有

効
活

用
し

、
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

の
育

成
や

外
国

人
が

生
活

し
や

す
い

環
境

整
備

を
目

指
す

と
と

も
に

、
他

の
民

間
団

体
の

活
動

強
化

を
図

る
。

●
経

済
団

体
・企

業
、

教
育

機
関

及
び

民
間

の
国

際
交

流
団

体
・Ｎ

Ｐ
Ｏ

等
と

協
働

し
、

そ
れ

ぞ
れ

の
持

つ
人

材
、

資
金

、
ノ

ウ
ハ

ウ
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

等
を

最
大

限
に

活
か

し
て

事
業

を
実

施
す

る
。

３
府

市
連

携
●

戦
略

の
一

本
化

に
あ

た
り

、
大

阪
市

が
実

施
す

る
国

際
化

施
策

の
う

ち
、

大
阪

全
体

の
国

際
競

争
力

の
強

化
に

寄
与

す
る

施
策

に
つ

い
て

は
、

連
携

し
て

実
施

す
る

。

５
推
進
体
制

６
進
行
管
理

※
関

西
広

域
連

合
： 関

西
７

府
県

４
政

令
市

で
構

成
す

る
関

西
広

域
連

合
の

機
能

拡
充

を
通

じ
、

産
業

（
先

端
技

術
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

連
携

等
）、

観
光

（
海

外
観

光
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

等
）
、

交
通

・
物

流
基

盤
整

備
（
港

湾
・
高

速
道

路
の

一
元

管
理

等
）
の

分
野

に
お

い
て

、
国

際
競

争
力

の
強

化
に

取
り

組
み

、
人

・
モ

ノ
の

交
流

の
ア

ジ
ア

の
ハ

ブ
機

能
を

有
す

る
関

西
の

実
現

を
め

ざ
す

。

4
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「
５
つ
の
核
そ
の
１

国
際
競
争
力
の
あ
る
産
業
・
技
術
」
の
強
化
に
向
け
た
施
策
・
取
組

施
策
・
取
組

概
要

大
阪
が
強
み
を
有
す
る
先
端
技

術
産
業
の
さ
ら
な
る
強
化

環
境
・
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
バ
イ
オ
・
ロ
ボ
ッ
ト
技
術
を
利
用
し
た
医
薬
品
・
医
療
機
器
等
の
先
端
技

術
産
業
の
優
位
性
を
維
持
・
向
上
さ
せ
る
た
め
、
企
業
集
積
を
さ
ら
に
高
め
、
研
究
開
発
や
ビ
ジ
ネ

ス
創
出
機
能
等
、
技
術
革
新
を
生
み
出
す
国
際
的
な
競
争
拠
点
の
形
成
を
図
る
。

世
界
市
場
に
打
っ
て
出
る
大
阪

産
業
・
大
阪
企
業
へ
の
支
援

ア
ジ
ア
等
、
世
界
市
場
に
打
っ
て
出
る
大
阪
企
業
の
挑
戦
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
上
下
水
道
・
廃

棄
物
処
理
等
の
イ
ン
フ
ラ
関
連
産
業
の
技
術
・
シ
ス
テ
ム
の
輸
出
に
向
け
た
取
組
を
行
う
。

対
内
投
資
促
進
に
よ
る
国
際
競

争
力
の
強
化

国
際
戦
略
総
合
特
区
制
度
の
活
用
等
を
通
じ
て
、
産
業
集
積
の
促
進
及
び
産
業
の
国
際
競
争
力
の
強

化
を
図
る
と
と
も
に
、
人
材
・
資
金
・
情
報
を
世
界
か
ら
引
き
込
み
、
新
事
業
創
出
・
起
業
を
育
て

る
環
境
づ
く
り
に
取
り
組
む
。

ハ
イ
エ
ン
ド
な
も
の
づ
く
り
の

推
進

大
阪
か
ら
付
加
価
値
の
高
い
技
術
・
製
品
を
数
多
く
生
み
出
す
た
め
、
大
手
企
業
と
中
小
企
業
、
産

学
の
連
携
に
よ
る
研
究
開
発
や
製
品
・
技
術
開
発
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
国
際
的
な
研
究
・
技
術

交
流
機
会
を
創
出
す
る
。

成
長
分
野
に
挑
戦
す
る
企
業
へ

の
支
援
・
経
済
活
動
の
新
陳
代

謝
の
促
進

中
小
企
業
の
技
術
革
新
に
向
け
た
取
組
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
起
業
、
転
業
、
再
生
等
を
促
進
す

る
仕
組
み
の
充
実
を
図
り
、
経
済
環
境
の
急
激
な
変
化
に
も
強
い
企
業
を
育
成
す
る
。

７
５
つ
の
核
と
な
る
方
向
性
の
も
と
で
の
具
体
的
な
施
策
・取
組

5
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「
５
つ
の
核
そ
の
２

世
界
で
通
用
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
」
の
育
成
に
向
け
た
施
策
・
取
組

施
策
・
取
組

概
要

グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
野
を
も
っ
た

若
者
の
育
成

内
向
き
志
向
と
言
わ
れ
る
若
者
が
、
海
外
へ
の
関
心
・
理
解
を
深
め
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
野
に
立
っ
て

学
習
・
キ
ャ
リ
ア
設
計
が
で
き
る
よ
う
、
海
外
留
学
に
向
け
た
学
習
支
援
、
海
外
短
期
留
学
機
会
の
提

供
、
本
格
留
学
に
向
け
た
情
報
提
供
等
、
若
者
の
海
外
留
学
促
進
に
向
け
た
支
援
を
行
う
。

英
語
力
強
化
等
を
通
じ
た
グ

ロ
ー
バ
ル
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

小
・
中
・
高
等
学
校
に
お
け
る
英
語
教
育
の
充
実
や
高
等
学
校
に
お
け
る
専
門
学
科
で
の
国
際
的
人
材

育
成
に
取
り
組
む
ほ
か
、
若
者
、
社
会
人
へ
の
英
語
学
習
意
欲
の
向
上
に
向
け
た
民
間
の
取
組
を
支
援

す
る
。

留
学
生
の
受
入
れ
促
進
に
よ
る

高
等
教
育
機
関
の
国
際
化

大
阪
の
若
者
が
、
国
内
に
居
な
が
ら
外
国
人
青
年
と
と
も
に
学
び
、
交
流
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
グ

ロ
ー
バ
ル
な
感
覚
・
能
力
を
育
て
る
機
会
を
創
出
す
る
た
め
、
よ
り
多
く
の
外
国
人
留
学
生
を
受
け
入

れ
る
た
め
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
や
環
境
整
備
を
行
う
。

高
等
教
育
機
関
の
国
際
競
争
力

の
強
化

大
学
間
の
競
争
を
促
す
環
境
の
整
備
や
、
公
立
大
学
の
機
能
強
化
、
外
国
大
学
、
府
内
大
学
、
企
業
と

の
連
携
を
促
進
し
、
大
学
等
の
国
際
競
争
力
を
強
化
す
る
。

6
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施
策
・
取
組

概
要

国
際
競
争
拠
点
の
形
成

総
合
特
区
制
度
の
活
用
に
よ
り
、
規
制
の
特
例
措
置
、
税
政
、
財
政
、
金
融
上
の
支
援
措
置
を
総
合
的

に
実
施
し
、
国
際
競
争
力
向
上
の
た
め
、
新
技
術
や
ア
イ
デ
ア
か
ら
新
し
い
価
値
を
生
み
出
す
仕
組
み

と
場
を
構
築
す
る
。

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
機
能
の
強
化

産
官
学
連
携
の
も
と
、
既
存
資
源
を
活
用
し
、
魅
力
あ
る
メ
ニ
ュ
ー
を
開
発
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、

オ
ー
ル
大
阪
で
誘
致
機
能
の
強
化
、
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
拠
点
の
形
成
を
図
る
。

外
国
人
高
度
専
門
人
材
の
受
入

れ
拡
大

在
留
資
格
等
に
関
す
る
規
制
緩
和
に
つ
い
て
国
へ
の
要
望
・
提
案
を
行
う
と
と
も
に
、
外
国
人
留
学
生

の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
に
つ
な
が
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供
等
外
国
人
高
度
専
門
人
材
と
し

て
の
留
学
生
の
人
材
育
成
や
、
外
国
人
留
学
生
を
対
象
と
し
た
府
内
企
業
へ
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
プ

ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
等
中
小
企
業
等
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
の
取
組
を
行
う
。

外
国
人
人
材
を
受
け
入
れ
る
た

め
の
環
境
整
備

多
言
語
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
に
よ
る
大
阪
の
情
報
・
魅
力
の
発
信
等
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
多
言
語
化
や
、
外

国
人
向
け
相
談
支
援
体
制
を
充
実
す
る
と
と
も
に
、
外
国
人
府
民
と
日
本
人
府
民
と
の
間
で
生
活
に
必

要
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
円
滑
に
行
う
た
め
、
通
訳
・
翻
訳
体
制
及
び
日
本
語
の
習
得
機
会
を
充

実
さ
せ
る
。

府
民
活
動
の
基
盤
と
な
る
自
治

体
交
流
の
推
進

友
好
交
流
都
市
や
ア
ジ
ア
の
主
要
都
市
と
の
交
流
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
（
総
）
領
事
館
を
は
じ
め

と
す
る
海
外
の
政
府
機
関
と
の
友
好
関
係
を
増
進
す
る
。

「
５
つ
の
核
そ
の
３

海
外
の
企
業
や
人
材
を
受
け
入
れ
る
都
市
」
の
実
現
に
向
け
た
施
策
・
取
組

7
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施
策
・
取
組

概
要

世
界
的
な
創
造
都
市
、
国
際
エ
ン

タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト
都
市
の
創
出

都
市
魅
力
創
造
に
か
か
る
府
市
事
業
の
融
合
・
統
合
、
大
阪
観
光
局
等
の
基
盤
づ
く
り
、
シ
ン
ボ
ル
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
検
討
等
を
進
め
る
と
と
も
に
、
カ
ジ
ノ
を
含
め
た
統
合
型
リ
ゾ
ー
ト
や
万
博
記
念
公
園
南
側

ゾ
ー
ン
へ
の
複
合
型
エ
ン
タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト
施
設
の
立
地
促
進
に
取
り
組
み
、
世
界
的
な
創
造
都
市
、
世
界

最
高
水
準
の
エ
ン
タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト
都
市
を
創
出
す
る
。

関
空
観
光
ハ
ブ
化
の
推
進

関
空
を
首
都
圏
空
港
と
並
ぶ
訪
日
観
光
客
の
出
入
国
拠
点
と
す
る
た
め
、
関
係
機
関
と
連
携
し
て
、
入
国
規

制
等
の
緩
和
、
関
西
圏
を
越
え
る
広
域
連
携
に
よ
る
観
光
振
興
、
就
航
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
内
際
乗
継
機
能
の

強
化
等
に
取
り
組
む
。

関
西
観
光
ポ
ー
タ
ル
化
の
推
進

国
際
医
療
観
光
や
買
物
、
食
、
ク
ル
ー
ズ
等
の
観
光
メ
ニ
ュ
ー
を
充
実
さ
せ
る
と
と
も
に
、
関
西
広
域
連
合

と
連
携
し
て
関
西
全
域
で
の
観
光
魅
力
の
向
上
を
図
り
、
海
外
か
ら
の
観
光
客
の
玄
関
口
と
し
て
関
西
の
観

光
魅
力
を
総
合
的
に
発
信
す
る
。

「
５
つ
の
核
そ
の
４

世
界
の
人
々
を
引
き
寄
せ
る
集
客
機
能
」
の
整
備
に
向
け
た
施
策
・
取
組

施
策
・
取
組

概
要

関
西
国
際
空
港
の
国
際
ハ
ブ
化

Ｌ
Ｃ
Ｃ
の
就
航
促
進
等
に
よ
る
内
外
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
充
実
や
国
際
航
空
貨
物
の
物
流
拠
点
形
成
、
大
阪
都
心
等

と
の
鉄
道
ア
ク
セ
ス
高
速
化
を
め
ざ
し
た
事
業
の
具
体
化
な
ど
を
通
じ
、
関
空
が
首
都
圏
空
港
と
並
ぶ
国
際
拠
点

空
港
と
し
て
強
化
さ
れ
る
よ
う
、
国
の
主
体
的
取
組
を
促
し
つ
つ
、
地
元
広
域
自
治
体
と
し
て
効
果
的
な
取
組
を

行
う
。

阪
神
港
の
国
際
ハ
ブ
化

物
流
コ
ス
ト
を
引
き
下
げ
、
国
際
競
争
力
を
強
化
す
る
た
め
に
、
港
湾
機
能
強
化
に
資
す
る
施
設
整
備
や
民
の
視

点
に
立
っ
た
一
元
的
経
営
等
に
取
り
組
む
こ
と
に
よ
り
、
国
際
コ
ン
テ
ナ
戦
略
港
湾
の
実
現
を
図
り
、
釜
山
港
に

流
れ
た
貨
物
を
取
り
戻
し
、
企
業
集
積
を
活
か
し
た
物
流
拠
点
機
能
を
強
化
す
る
。

物
流
を
支
え
る
高
速
道
路
機
能
の

強
化

都
市
圏
高
速
道
路
等
の
一
体
的
運
営
構
想
（
ハ
イ
ウ
ェ
イ
オ
ー
ソ
リ
テ
ィ
構
想
）
の
実
現
に
向
け
て
、
地
域
の
実

情
を
踏
ま
え
た
対
距
離
制
の
導
入
に
よ
る
利
用
し
や
す
い
料
金
体
系
に
一
元
化
す
る
。

人
流
を
支
え
る
鉄
道
ア
ク
セ
ス
･

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
強
化

関
空
か
ら
日
本
全
域
へ
、
外
国
人
観
光
客
な
ど
が
円
滑
に
移
動
で
き
る
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
不
可
欠
で
あ
り
、

関
空
ア
ク
セ
ス
、
リ
ニ
ア
中
央
新
幹
線
等
の
整
備
に
向
け
国
に
働
き
か
け
る
と
と
も
に
、
公
共
交
通
の
乗
り
継
ぎ

利
便
性
の
改
善
に
向
け
た
取
組
を
推
進
す
る
。

官
民
連
携
に
よ
る
戦
略
イ
ン
フ
ラ

の
強
化

国
・
地
方
と
も
に
財
政
状
況
が
厳
し
い
中
で
、
戦
略
的
に
イ
ン
フ
ラ
を
整
備
す
る
た
め
、
民
間
資
金
や
ノ
ウ
ハ
ウ

等
を
活
用
し
た
新
た
な
手
法
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
。

「
５
つ
の
核
そ
の
５

物
流
・
人
流
を
促
進
す
る
イ
ン
フ
ラ
」
の
整
備
に
向
け
た
施
策
・
取
組

8
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Ⅴ
参
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留
学

生
3

0
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人
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画
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「
留

学
生

３
０

万
人

計
画

」
骨

子
平

成
２

０
年

７
月

２
９

日

文
部
科
学
省

外
務

省
法

務
省

厚
生
労
働
省

経
済
産
業
省

国
土
交
通
省

趣
旨

①
日

本
を

世
界

に
よ

り
開
か

れ
た

国
と

し
、

ア
ジ
ア

、
世

界
と

の
間

の
ヒ
ト

、
モ

ノ
、

カ
ネ

、
情
報

の
流

れ
を

拡
大

す
る
「

グ
ロ

ー
バ

ル
戦

略
」

を
展
開
す

る
一
環

と
し

て
、
２
０

２
０
年

を
目

途
に
留
学

生
受
入

れ
３
０

万
人

を
目

指
す
。

そ
の

際
、

高
度

人
材
受

入
れ

と
も

連
携

さ
せ
な

が
ら

、

国
・
地
域

・
分
野

な
ど

に
留
意
し

つ
つ
、

優
秀

な
留
学
生

を
戦
略

的
に

獲
得
し
て

い
く
。

ま
た

、
引
き
続

き
、
ア

ジ
ア

を
は
じ
め

と
し
た

諸
外

国

に
対
す
る

知
的
国

際
貢

献
等
を
果

た
す
こ

と
に

も
努
め
て

い
く
。

②
こ
の
た

め
、
我

が
国
へ
の
留

学
に
つ

い
て

の
関
心
を

呼
び
起

こ
す

動
機
づ
け

か
ら
、

入
試

・
入
学
・

入
国
の

入
り

口
か
ら
大

学
等
や

社
会

で
の
受

入
れ
、
就

職
な
ど

卒
業

・
修
了
後

の
進
路

に
至

る
ま
で
、

体
系
的

に
以

下
の
方
策

を
実
施

し
、

関
係
省
庁

・
機
関

等
が

総
合
的
・

有
機
的

に
連

携

し
て
計
画

を
推
進

す
る

。

方
策

１
.

日
本

留
学

へ
の

誘
い

～
日
本
留
学
の
動
機
づ
け
と
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
の
展
開
～

我
が

国
の
文

化
の

発
信
や
日

本
語
教

育
の

拡
大
に
よ

り
、
日

本
フ

ァ
ン
を
増

や
し
て

我
が

国
及
び
大

学
等
へ

の
関

心
を
呼
び

起
こ
し

、
留

学
希

望
に
結
び

つ
け
る

。
ま

た
、
ウ
ェ

ッ
ブ
な

ど
を

通
じ
留
学

希
望
者

に
対

し
各
大
学

等
の
情

報
を

発
信
す
る

。
海
外

に
お

い
て
は
、

在
外
公

館
や

独

立
行
政

法
人

の
海

外
事

務
所
、

大
学

等
の

海
外

拠
点
が

連
携

し
て

日
本

留
学
に

係
る

各
種

情
報

提
供
、

相
談

サ
ー

ビ
ス

を
実
施

し
、

留
学

希
望

者

の
た
め
の

ワ
ン
ス

ト
ッ

プ
サ
ー
ビ

ス
の
展

開
を

目
指
す
。

①
積

極
的
に

日
本

の
文
化
、

社
会
、

高
等

教
育
に
関

し
情
報

発
信

し
、
イ
メ

ー
ジ
戦

略
と

し
て
の
日

本
の
ナ

シ
ョ

ナ
ル
・
ブ

ラ
ン
ド

を
確

立
。

②
海

外
の
大

学
等

と
連
携
し

て
効
率

的
に

日
本
語
教

育
拠
点

を
増

加
さ
せ
る

こ
と
に

よ
り

、
海
外
に

お
け
る

日
本

語
教
育
を

積
極
的

に
推

進
。

③
各

大
学
等

の
留

学
情
報
発

信
や
、

日
本

留
学
フ
ェ

ア
等
多

様
な

方
法
に
よ

る
留
学

情
報

の
提
供
の

取
組
を

推
進

。

④
在

外
公
館

、
独

立
行
政
法

人
の
海

外
事

務
所
、
大

学
等
の

海
外

拠
点
が
連

携
し
て

、
海

外
に
お
い

て
、
日

本
留

学
に
係
る

各
種
情

報
を

提
供
。

ま
た

、
留
学

希
望

者
へ
の
相

談
サ
ー

ビ
ス

を
提
供
す

る
機
能

を
強

化
し
、
留

学
希
望

者
の

た
め
の
ワ

ン
ス
ト

ッ
プ

(一
元
的
窓

口
)サ

ー
ビ

ス
の

展
開

を
目
指

す
。

⑤
ビ

ジ
ッ
ト

・
ジ

ャ
パ
ン
・

キ
ャ
ン

ペ
ー

ン
と
の
連

携
に
よ

る
情

報
発
信
の

強
化
。
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２
．

入
試

・
入

学
・

入
国

の
入

り
口

の
改

善
～

日
本

留
学

の
円

滑
化

～

必
要

な
留
学

情
報

の
入
手
か

ら
入
学

許
可

、
宿
舎
な

ど
の
決

定
ま

で
母
国
で

可
能
と

す
る

体
制
を
整

備
す
る

。
ま

た
、
入
国

が
円
滑

に
で

き
る

よ
う
、

留
学
生

の
質

に
も
留
意

し
つ
つ

入
国

審
査
等
を

見
直
す

。

①
ウ
ェ

ッ
ブ
等

を
通
じ
、
入

試
な
ど

留
学

に
関
わ
る

大
学
等

の
情

報
発
信
機

能
の
強

化
。

②
日
本

留
学
試

験
の
改
善
や

、
日
本

語
能

力
試
験
、

T
OE
FL

、
IE
L
TS
 
な
ど
の

既
存
の

試
験
を
活
用

し
た
渡

日
前

入
学
許
可

を
推
進

。
ま

た
、
宿

舎
や
奨
学

金
採
用

な
ど

安
心
し
て

留
学
す

る
た

め
の
受
入

れ
ま
で

の
手

続
き
の
渡

日
前
の

決
定

を
促
進
。

③
海
外

に
お
い

て
留
学
生
を

積
極
的

に
獲

得
す
る
た

め
の
大

学
等

の
海
外
拠

点
の
展

開
と

、
大
学
等

同
士
の

共
同

・
連
携
の

推
進
。

④
大
学

等
の
在

籍
管
理
の
徹

底
と
入

国
時

や
入
国
後

の
在
留

期
間

の
更
新
申

請
等
に

係
る

審
査
の
簡

素
化
や

審
査

期
間
の
短

縮
。

３
．

大
学

等
の

グ
ロ

ー
バ

ル
化

の
推

進
～

魅
力

あ
る

大
学

づ
く

り
～

留
学

生
を
引

き
つ

け
る
魅
力

あ
る
大

学
づ

く
り
と
し

て
、
英

語
の

み
に
よ
っ

て
学
位

取
得

が
可
能
と

な
る
な

ど
大

学
等
の
グ

ロ
ー
バ

ル
化

と
大

学
等
の
受

入
れ
体

制
の

整
備
に
つ

い
て
支

援
を

重
点
化
し

て
推
進

す
る

。

①
国
際

化
の
拠

点
と
な
る
大

学
を
３

０
選

定
し
重
点

的
育
成

。

②
国
際

化
拠
点

大
学
や
Ｃ
Ｏ

Ｅ
で
は

原
則

英
語
の
み

に
よ
る

学
位

取
得
を
可

と
す
る

な
ど

、
英
語
の

み
に
よ

る
コ

ー
ス
を
大

幅
に
増

加
し

、
国
際

的
な
教
育

研
究
拠

点
づ

く
り
を
推

進
。

③
交
換

留
学
、

単
位
互
換
、

ダ
ブ
ル

デ
ィ

グ
リ
ー
な

ど
国
際

的
な

大
学
間
の

共
同
・

連
携

や
短
期
留

学
、
サ

マ
ー

ス
ク
ー
ル

な
ど
の

交
流

促
進
、

学
生
の
流

動
性
向

上
、

カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
の

質
的

保
証
な
ど

に
よ
り

大
学

等
の
魅
力

を
国
際

的
に

向
上
。

④
専
門

科
目
で

の
外
国
人
教

員
の
採

用
を

増
や
し
、

教
育
研

究
水

準
を
向
上

。

⑤
留
学

生
の
受

入
れ
や
日
本

人
学
生

の
海

外
留
学
の

推
進
を

図
る

た
め
、
大

学
等
に

お
け

る
９
月
入

学
を
促

進
。

⑥
留
学

生
受
入

れ
の
た
め
の

大
学
等

の
専

門
的
な
組

織
体
制

を
強

化
し
、
組

織
的
な

受
入

れ
を
充
実

。

⑦
国
費

留
学
生

等
の
優
先
配

置
、
財

政
支

援
の
傾
斜

配
分
、

競
争

的
資
金
や

Ｇ
Ｐ
に

よ
る

支
援
な
ど

に
よ
り

、
グ

ロ
ー
バ
ル

化
を
積

極
的

に
進
め

る
大
学
等

へ
の
支

援
を

重
点
化
。
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４
．

受
入

れ
環

境
づ

く
り

～
安

心
し

て
勉

学
に

専
念

で
き

る
環

境
へ

の
取

組
～

宿
舎

確
保
の

取
組

な
ど
留
学

生
が
安

心
し

て
勉
学
に

専
念
で

き
る

受
入
れ
環

境
づ
く

り
を

推
進
す
る

。
ま
た

、
地

域
や
企
業

等
が
一

体
と

な
っ

た
交
流

支
援
を

促
進

す
る
。

①
大
学

等
が
各

関
係
機
関
と

連
携
し

、
短

期
留
学
を

含
め
渡

日
後

１
年
以
内

の
留
学

生
に

宿
舎
を
提

供
で
き

る
よ

う
、
大
学

の
宿
舎

整
備

、
民
間

宿
舎
確
保

の
円
滑

化
、

公
的
宿
舎

の
効
率

的
活

用
等
の
多

様
な
方

策
を

推
進
。

②
国
費

外
国
人

留
学
生
制
度

、
私
費

留
学

生
学
習
奨

励
費
に

つ
い

て
は
、
そ

の
改
善

を
図

り
つ
つ
活

用
。

③
地
域

・
企
業

等
の
コ
ン
ソ

ー
シ
ア

ム
に

よ
る
交
流

を
支
援

す
る

こ
と
や
、

関
係
者

が
一

堂
に
会
す

る
場
と

し
て

、
全
国
レ

ベ
ル
の

交
流

推
進
会

議
を
創
設

。

④
留
学

生
が
留

学
後
困
ら
な

い
よ
う

、
日

本
語
教
育

機
関
・

大
学

等
の
日
本

語
教
育

担
当

部
署
を
は

じ
め
と

し
た

国
内
の
日

本
語
教

育
の

充
実
。

⑤
カ
ウ

ン
セ
リ

ン
グ
な
ど
留

学
生
や

家
族

へ
の
生
活

支
援
の

取
組

を
促
進
。

５
．
卒
業

・
修
了

後
の

社
会
の

受
入
れ

の
推
進

～
社
会

の
グ
ロ

ー
バ

ル
化
～

卒
業

生
が
日

本
社

会
に
定
着

し
活
躍

す
る

た
め
に
、

大
学
等

は
も

と
よ
り
産

学
官
が

連
携

し
た
就
職

支
援
や

受
入

れ
、
在
留

期
間
の

見
直

し
な

ど
社
会

全
体
で

の
受

入
れ
を

推
進

す
る

。

①
大
学

等
の
専

門
的
な
組
織

の
設
置

な
ど

を
通
じ
た

留
学
生

の
就

職
支
援
の

取
組
の

強
化

。

②
イ
ン

タ
ー
ン

シ
ッ
プ
、
ジ

ョ
ブ
カ

ー
ド

の
活
用
、

就
職
相

談
窓

口
拡
充
な

ど
産
学

官
が

連
携
し
た

就
職
支

援
や

起
業
支
援

の
充
実

。

③
企
業

側
の
意

識
改
革
や
受

入
れ
体

制
の

整
備
を
促

進
。

④
就
労

可
能
な

職
種
の
明
示

等
在
留

資
格

の
明
確
化

や
取
扱

い
の

弾
力
化
、

就
職
活

動
の

た
め
の
在

留
期
間

の
延

長
の
検
討

。

⑤
帰
国

留
学
生

の
同
窓
会
の

組
織
化

支
援

、
活
動
支

援
な
ど

帰
国

後
の
元
日

本
留
学

生
の

フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ

の
充

実
を
図
り

、
元
日

本
留

学
生
に

日
本
の
理

解
者
・

支
援

者
と
し
て

活
躍
し

て
も

ら
う
た
め

の
人
的

ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク

の
維
持

・
強

化
。
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1

企業対象調査

調査対象 企業の採用担当者

調査エリア

北海道、青森県、埼玉県、東京都、神奈川県、
富山県、福井県、山梨県、長野県、静岡県、
愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県、島根県、岡山県、
広島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、

大分県、鹿児島県、沖縄県

調査方法 郵送調査

調査
対象数

依頼数 1,100社

回収数（回収率） 341社（31.0％）

調査時期 2018年11月17日（土）～2019年1月7日（水）

調査実施機関 株式会社 進研アド

１．調査目的

３．調査項目

2020年４月入学定員増予定の大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」新設構想
に関して、企業のニーズを把握する。

企業対象調査

• 人事採用への関与度

• 本社所在地

• 勤務先の主な業種

• 従業員数

• 正規社員の平均採用人数

• 本年度の採用予定数

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に対する魅力度

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の社会的必要性

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生に対する採用意向

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生の毎年の採用想定人数

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生の採用職種（業務内容）

２．調査概要

企業対象 調査概要
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企業対象 調査結果まとめ
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3

※本調査は、大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」に対する人材需要を確認するた
めの調査として設計し、大阪経済法科大学の卒業生が就職先として想定される企業
の人事関連業務に携わっている人を対象に調査を実施し、341企業から回答を得た。

• 回答者の人事採用への関与度を聞いたところ、「採用の決裁権があり、選考にか

かわっている」人は22.6％、「採用の決裁権はないが、選考にかかわっている」人

が70.7％と、採用や選考にかかわる人事担当者からの意見を聴取できていると考

えられる。

• 回答企業の本社所在地は、大阪経済法科大学の所在地である「大阪府」が

46.9％で最も多い。次いで「東京都」が17.9％、「兵庫県」が7.3％と続く。

• 回答企業の業種としては「卸売・小売業」が34.3％で最も多い。次いで「サービス

業」が14.1％、「製造業」が12.0％と続く。

• 回答企業の従業員数（正規社員）は、「100名～500名未満」が46.9％で最も多い。

次いで「1,000名～5,000名未満」が20.2％、「500名～1,000名未満」が13.2％と続

く。

企業対象 調査結果まとめ

回答企業（回答者）の属性

回答企業の採用状況（過去３か年）／本年度の採用予定数

• 回答企業の平均的な正規社員の採用人数は、「10名～20名未満」が18.2％で最も

多い。次いで「１名～５名未満」「５名～10名未満」が15.5％と続く。毎年、正規社員

を採用している企業がほとんどである。

• 回答企業の本年度の採用予定数は、「昨年度並み」が62.2％で最も多い。次いで

「増やす」が29.9％である。昨年以上の採用が予定されている様子である。
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企業対象 調査結果まとめ

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に対する魅力度

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に対する魅力度（※）は、すべ

ての項目で８割を超える。

• 最も魅力度が高いのは、「Ｃ．【豊かな国際感覚を磨く留学・海外体験】25カ国・65

大学の協定校ネットワークを生かし１年次に全員が留学を経験し、異文化理解を

深めます。さらに２年次以降は中期・長期留学プログラムに挑戦し、語学力と専門

知識を深めます。将来の目標に応じ、複数の国に複数回留学が可能です。」

（90.3％）である。

次に魅力度が高いのは、「Ｂ．【「世界で通用する英語力」の修得】１・２年次は習熟

度別の少人数クラスやチームティーチングで毎日英語科目を受講。２年次以降は

英語で専門科目も学び、全員がTOEIC600を目標、発展目標として730を設定。国

際社会で協働するための英語を修得します。」（88.9％）、さらに「Ｄ．【世界で活躍

するためのキャリア形成】国内外のインターンシップや国際舞台に関する実践的課

題に取り組み、世界が求める人材を育成。また、希望進路に応じた特別プログラム

を実施し、専門知識の修得や資格の取得にも取り組みます。」（88.6％）と続く。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した企業の合計値

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の社会的必要性についての評価は、

328企業（96.2％）が「必要だと思う」と回答しており、多くの企業からこれからの社

会にとって必要な学部・学科であると評価されていることがうかがえる。

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の社会的必要性
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※ここからは、大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」に対して、Ｑ９で「採用したいと
思う」と回答し、かつ、Ｑ10で何らかの選択肢を回答した企業を【採用意向企業】と定義
し、さらに【採用意向企業】のうち、Q10で具体的な人数を回答した企業の採用想定人
数の合計を【採用想定人数】と定義し、分析を行う。

• 回答企業全体における採用意向は、「採用したいと思うかつ採用人数確定」が191

企業（56.0％）、「採用したいと思うが採用人数未確定」が122企業（35.8％）で、合計

313企業（341企業中、91.8％）。

• 「採用したいと思うかつ採用人数確定」の企業からの採用想定人数の合計は536人

で、予定している入学定員数200名を２倍以上上回っている。

企業対象 調査結果まとめ

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生に対する
採用意向・毎年の採用想定人数

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生を「採用したいと思う」と答えた企

業は、313企業（91.8％）である。

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の卒業生を「採用したいと思う」と答えた

313企業へ大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生の採用を毎年何名程

度想定しているか聞いたところ、毎年の採用想定人数が確定している企業（191企

業）だけで、採用想定人数の合計は536名であった。この他に、大阪経済法科大

学「国際学部 国際学科」の卒業生を「採用したいと思う」 が、「採用人数は未確

定」と回答した企業が122企業あった。このことから、安定した人材需要があることが

うかがえる。

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生に対する
採用意向企業数と、採用想定人数／年
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◇本社所在地別

• 「近畿」エリアに所在地のある企業からの採用意向は、「採用したいと思うかつ採用

人数確定」が134企業（60.6％）、「採用したいと思うが採用人数未確定」が67企業

（30.3％）で、合計201企業（221企業中、90.9％）。「採用したいと思うかつ採用人

数確定」の企業からの採用想定人数の合計は378人で、予定している入学定員数

を上回っている。

• 大阪経済法科大学の所在地である「大阪府」に所在地のある企業からの採用意向

は、「採用したいと思うかつ採用人数確定」が92企業（57.5％）、「採用したいと思う

が採用人数未確定」が52企業（32.5％）で、合計144企業（160企業中、90.0％）。

「採用したいと思うかつ採用人数確定」の企業からの採用想定人数の合計は253

人で、予定している入学定員数を上回っている。

◇従業員数別

• 従業員数が「100名～500名未満」の企業からの採用意向は、「採用したいと思うか

つ採用人数確定」が98企業（61.3％）、「採用したいと思うが採用人数未確定」が49

企業（30.6％）で、合計147企業（160企業中、91.9％）。「採用したいと思うかつ採

用人数確定」の企業からの採用想定人数の合計は281人で、予定している入学定

員数を上回っている。

◇採用予定別

• 本年度正規社員の採用予定があると回答した企業からの採用意向は、「採用した

いと思うかつ採用人数確定」が187企業（57.2％）、「採用したいと思うが採用人数

未確定」が116企業（35.5％）で、合計303企業（327企業中、92.7％）。「採用したい

と思うかつ採用人数確定」の企業からの採用想定人数の合計は530人で、予定し

ている入学定員数を２倍以上上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
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◇大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に対する魅力度別

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に魅力を感じている企業の採用

意向は、いずれの特色でも９割前後を超えており、予定している入学定員数を２倍

以上上回っている。

◇社会的必要性別

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」が社会的に「必要だと思う」と答えた企

業からの採用意向は、「採用したいと思うかつ採用人数確定」が187企業

（57.0％）、「採用したいと思うが採用人数未確定」が121企業（36.9％）で、合計308

企業（328企業中、93.9％）。「採用したいと思うかつ採用人数確定」の企業からの

採用想定人数の合計は529人で、予定している入学定員数を２倍以上上回ってい

る。

◇大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生の採用職種（業務内容）

• 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生の採用職種（業務内容）は、「営

業職（企画営業、法人営業、個人営業、ＭＲなど）」が55.6％と最も高く、次いで

「接客・販売（飲食、ショップ、美容エステなどでの接客・販売業務）」が28.4％、「人

事、組織管理、運営に関わる事務」が19.8％となっている。

• 国際系の職種については、「貿易関連職（通関士、貿易事務、海外営業、外資系

スタッフなど）」が19.5％、「旅行・観光・ホテル系職種（ツアーコンダクター、ホテル

スタッフなど）」が17.6％、「語学系職種（海外スタッフ、留学コーディネーター、語

学講師など）」が8.9％、「旅客サービス職（客室乗務員、空港業務スタッフ、航空管

制官、鉄道・船舶パーサー、車掌など）」が7.7％となっている。

企業対象 調査結果まとめ
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企業対象 調査結果
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9

回答企業（回答者）の属性（人事採用への関与度／本社所在地）

■人事採用への関与度
Ｑ１. アンケートにお答えいただいている方の、人事採用への関与度をお教えください。（あてはまる番号１つに○）

■本社所在地
Ｑ２. 貴社・貴団体の本社（本部）所在地について、都道府県名をお教えください。

北
海
道

青
森
県

埼
玉
県

東
京
都

神
奈
川
県

富
山
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

(n=341)

0.6 0.3 0.6 

17.9 

0.9 0.3 0.3 0.3 0.3 0.6 
5.9 

0.3 2.1 
5.3 

46.9 

0%

20%

40%

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

大
分
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

無
回
答

7.3 
2.1 1.2 0.3 1.2 1.5 1.5 0.9 0.3 0.3 0.3 0.3 0.6 0.0 

0%

20%

40%

採用の決裁権が
あり、選考に

かかわっている

採用の決裁権は
ないが、選考に
かかわっている

採用時には
直接かかわらず、

情報や意見を収集・
提供する立場にある

無回答

全体 (n=341) 22.6 70.7 3.5 

3.2 

【単位：％】

200 40 60 80 100
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■勤務先の主な業種
Ｑ３. 貴社・貴団体の業種について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

回答企業（回答者）の属性（勤務先の主な業種／従業員数）

■従業員数
Ｑ４. 貴社・貴団体の従業員数（正規社員）について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

農
・
林
・
漁
・
鉱
業

建
設
業

製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・

水
道
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

卸
売
・
小
売
業

金
融
・
保
険
業

不
動
産
業

飲
食
店
・
宿
泊
業

医
療
・
福
祉

複
合
サ
ー

ビ
ス
事
業

サ
ー

ビ
ス
業

公
務

そ
の
他

無
回
答

(n=341)

0.0 
2.6 

12.0 

0.0 

5.0 

11.1 

34.3 

2.6 4.1 

8.8 

1.2 1.8 

14.1 

0.0 
2.3 

0.0 
0%

10%

20%

30%

5
0
名
未
満

5
0
名
～

1
0
0
名
未
満

1
0
0
名
～

5
0
0
名
未
満

5
0
0
名
～

1
,
0
0
0
名
未
満

1
,
0
0
0
名
～

5
,
0
0
0
名
未
満

5
,
0
0
0
名
以
上

無
回
答

(n=341)

6.2 7.0 

46.9 

13.2 

20.2 

6.5 

0.0 
0%

20%

40%

11



11

正規社員の平均採用人数／本年度の採用予定数

Ｑ５. 貴社・貴団体の過去３か年の平均的な正規社員の採用数について、お教えください。

■正規社員の平均採用人数

Ｑ６. 貴社・貴団体の本年度の採用予定数は、昨年度と比較していかがですか。(あてはまる番号１つに○)

■本年度の採用予定数

０
名

１
名
～

５
名
未
満

５
名
～

1
0
名
未
満

1
0
名
～

2
0
名
未
満

2
0
名
～

3
0
名
未
満

3
0
名
～

5
0
名
未
満

5
0
名
～

1
0
0
名
未
満

1
0
0
名
以
上

無
回
答

(n=341)

0.6 

15.5 15.5 

18.2 

12.9 12.6 
10.3 

14.4 

0.0 
0%

10%

総数 17,378人

平均 51.0人

増やす 昨年度並み 減らす 未定 採用予定
なし

無回答

全体 (n=341) 29.9 62.2 

3.8 3.8 0.3 0.0 

【単位：％】

200 40 60 80 100

12



12

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

Ｑ７. 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」には、以下のような特色があります。
貴社・貴団体（ご回答者様）にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力を感じますか。
（各特色ごとに、あてはまる番号１つに○）

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の特色に
対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない

(各n=341)

とても魅力を
感じる

ある程度
魅力を感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ．

【国際的な専門知識を複合的・総合的に学修
する】
初年次に国際理解の土台を築き、２年次から
２コース６モデルの幅広い学びにアプロー
チ。国際的な専門知識を学修し、集大成とし
て将来を見据えた研究テーマを探求します。

87.1

Ｂ．

【「世界で通用する英語力」の修得】
１・２年次は習熟度別の少人数クラスやチー
ムティーチングで毎日英語科目を受講。２年
次以降は英語で専門科目も学び、全員が
TOEIC600を目標、発展目標として730を設
定。国際社会で協働するための英語を修得
します。

88.9

Ｃ．

【豊かな国際感覚を磨く留学・海外体験】
25カ国・65大学の協定校ネットワークを生か
し１年次に全員が留学を経験し、異文化理解
を深めます。さらに２年次以降は中期・長期
留学プログラムに挑戦し、語学力と専門知識
を深めます。将来の目標に応じ、複数の国に
複数回留学が可能です。

90.3

Ｄ．

【世界で活躍するためのキャリア形成】
国内外のインターンシップや国際舞台に関す
る実践的課題に取り組み、世界が求める人
材を育成。また、希望進路に応じた特別プロ
グラムを実施し、専門知識の修得や資格の
取得にも取り組みます。

88.6

29.6 

43.7 

38.1 

35.2 

57.5 

45.2 

52.2 

53.4 

12.6 

11.1 

9.7 

11.4 

0.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

【単位：％】
200 40 60 80 100

魅力度

（※）

13
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標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

人
数
は
未
確
定

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

計

（
※

）

％ 19.5% 18.8% 11.2% 1.0% 5.8% 4.8% 39.0%

企業数 61 59 35 3 18 15 122 313

名 61 118 105 12 90 150 0 536

 全体 313 ⇒

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=341)
91.8

（313企業）

7.9

（27企業）

0.3

（1企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=341)
96.2

（328企業）

2.9

（10企業）

0.9

（3企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の社会的必要性／
卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた313企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生に対する採用意向
Ｑ９. 貴社・貴団体（ご回答者様）は、大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」を卒業した学生について採用したいと

思われますか。（あてはまる番号１つに○）

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生の毎年の採用想定人数

Ｑ10. Ｑ９で国際学部 国際学科の卒業生を「１．採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
現時点でのあなたご自身のお考えに一番近いものをご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」の社会的必要性

Ｑ８. 貴社・貴団体（ご回答者様）は、大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」を卒業した学生について
今後、社会が求める人材として必要だと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

14
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全体 (n=341) 91.8% 191企業 122企業 313企業 536人 

東日本 (n=96) 91.7% 42企業 46企業 88企業 108人 

　東京都 (n=61) 91.8% 27企業 29企業 56企業 73人 

近畿 (n=221) 90.9% 134企業 67企業 201企業 378人 

　大阪府 (n=160) 90.0% 92企業 52企業 144企業 253人 

中国・四国・九州・沖縄 (n=24) 100.0% 15企業 9企業 24企業 50人 

100名未満 (n=45) 86.7% 32企業 7企業 39企業 58人 

100名～500名未満 (n=160) 91.9% 98企業 49企業 147企業 281人 

500名～1,000名未満 (n=45) 88.9% 19企業 21企業 40企業 69人 

1,000名以上 (n=91) 95.7% 42企業 45企業 87企業 128人 

採
用

予
定

別 採用予定あり (n=327) 92.7% 187企業 116企業 303企業 530人 

特色Ａ　魅力あり (n=297) 96.0% 174企業 111企業 285企業 489人 

特色Ｂ　魅力あり (n=303) 95.1% 176企業 112企業 288企業 498人 

特色Ｃ　魅力あり (n=308) 94.8% 178企業 114企業 292企業 496人 

特色Ｄ　魅力あり (n=302) 94.4% 173企業 112企業 285企業 489人 

社
会
的

必
要
性

別 必要だと思う (n=328) 93.9% 187企業 121企業 308企業 529人 

旅客サービス職 (n=24) 100.0% 14企業 10企業 24企業 43人 

貿易関連職 (n=61) 100.0% 36企業 25企業 61企業 86人 

語学系職種 (n=28) 100.0% 15企業 13企業 28企業 47人 

旅行・観光・ホテル系職種 (n=55) 100.0% 33企業 22企業 55企業 109人 

営業職 (n=174) 100.0% 106企業 68企業 174企業 283人 

従
業
員
数
別

国
際
学
部
　
国
際
学
科
の

特
色
に
対
す
る
魅
力
度
別

国
際
学
部
　
国
際
学
科

卒
業
生
の
採
用
職
種
別

採用意向率（％） 採用意向企業数

採用したいと
思うかつ
採用人数

確定

採用したいと
思うが

採用人数
未確定

本
社
所
在
地
別

56.0 

43.8 

44.3 

60.6 

57.5 

62.5 

71.1 

61.3 

42.2 

46.2 

57.2 

58.6 

58.1 

57.8 

57.3 

57.0 

58.3 

59.0 

53.6 

60.0 

60.9 

35.8 

47.9 

47.5 

30.3 

32.5 

37.5 

15.6 

30.6 

46.7 

49.5 

35.5 

37.4 

37.0 

37.0 

37.1 

36.9 

41.7 

41.0 

46.4 

40.0 

39.1 

0 20 40 60 80 100

採用したいと思うかつ採用人数確定

採用したいと思うが採用人数未確定
採用

したい・計【単位：％】

採用

意向企業・

合計

採用

想定人数

・合計

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生に対する採用意向／
採用想定人数 属性別傾向

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生に
対する採用意向／採用想定人数 属性別傾向

※大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」に対して、
Ｑ９で「採用したいと思う」と回答した企業を【採用意向企業】と定義し、
さらに【採用意向企業】のうち、Q10で具体的な人数を回答した企業の採用想定人数の
合計を【採用想定人数】と定義する。
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企
画
開
発

、
商
品
開
発

、

事
業
開
発

品
質
管
理

、
安
全
管
理

、

危
機
管
理

、
法
務

、
知
財
管
理

自
社
の
宣
伝
・
広
報

、

マ
ー

ケ
テ
ィ
ン
グ

、
Ｉ
Ｒ

ク
リ
エ
イ
テ
ィ
ブ

、

デ
ザ
イ
ン
業
務

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

、

ア
ド
バ
イ
ザ
ー

業
務

金
融
系
専
門
職

不
動
産
系
専
門
職

デ
ー

タ
解
析

、

デ
ー

タ
オ
ペ
レ
ー

シ
ョ
ン

、

市
場
調
査

エ
ン
ジ
ニ
ア

、

Ｉ
Ｔ
エ
ン
ジ
ニ
ア

、

技
術
開
発
業
務

教
育
・
医
療
・
福
祉
系
専
門
職

そ
の
他

無
回
答

15.0 

5.8 
10.5 

2.6 5.4 
1.3 2.9 2.6 5.4 2.9 2.9 0.3 

0%

20%

40%

■大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生の採用職種（業務内容）

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」卒業生の
採用職種（業務内容）

Ｑ11. Ｑ９で国際学部国際学科の卒業生を「１．採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」を卒業した学生を採用する際に、採用職種（業務内容）として
あてはまるものをお答えください。（あてはまる番号すべてに○）

「採用したいと思う」と答えた313企業のみ抽出

旅
客
サ
ー

ビ
ス
職

（
客
室
乗
務
員

、

空
港
業
務
ス
タ

ッ
フ

、
航
空
管
制
官

、

鉄
道
・
船
舶
パ
ー

サ
ー

・
車
掌
な
ど

）

貿
易
関
連
職

（
通
関
士

、

貿
易
事
務

、
海
外
営
業

、

外
資
系
ス
タ

ッ
フ
な
ど

）

語
学
系
職
種

（
海
外
ス
タ

ッ
フ

、

留
学
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー

タ
ー

、

語
学
講
師
な
ど

）

旅
行
・
観
光
・
ホ
テ
ル
系
職
種

（
ツ
ア
ー

コ
ン
ダ
ク
タ
ー

、

ホ
テ
ル
ス
タ

ッ
フ
な
ど

）

営
業
職

（
企
画
営
業

、

法
人
営
業

、
個
人
営
業

、

Ｍ
Ｒ
な
ど

）

人
事

、
組
織
管
理

、
運
営
に

関
わ
る
事
務

財
務

、
会
計

、
経
理
に

関
わ
る
事
務

経
営
企
画

、
経
営

、

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

営
業
・
販
売
事
務

（
金
融
・

保
険
事
務

、
営
業
・

販
売
ア
シ
ス
タ
ン
ト
な
ど

）

受
付

、
秘
書
な
ど
一
般
事
務

（
電
話
応
接

、
案
内

、

そ
の
他
事
務
関
連

）

接
客
・
販
売

（
飲
食

、

シ
ョ
ッ
プ

、
美
容
エ
ス
テ

な
ど
で
の
接
客
・
販
売
業
務

）

生
産
工
程
・
物
流
管
理

（
物
流

、

資
材
購
買

、
貿
易

、
運
輸

、

配
送
な
ど
の
管
理
業
務

）

(n=313)
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20%

40%
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調査票

　

※ このアンケートや同封した資料に記載されている事項は、すべて予定であり内容が変更になる可能性があります。 

Ｑ１． アンケートにお答えいただいている方の、人事採用への関与度をお教えください。

（あてはまる番号１つに○）

1. 採用の決裁権があり、選考にかかわっている

2. 採用の決裁権はないが、選考にかかわっている

3. 採用時には直接かかわらず、情報や意見を収集・提供する立場にある

Ｑ２． 貴社・貴団体の本社（本部）所在地について、都道府県名をお教えください。

Ｑ３． 貴社・貴団体の業種について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

1. 農・林・漁・鉱業 2. 建設業 3. 製造業

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 5. 情報通信業 6. 運輸業

7. 卸売・小売業 8. 金融・保険業 9. 不動産業

10. 飲食店・宿泊業 11. 医療・福祉 12. 複合サービス事業

13. サービス業 14. 公務 15. その他（　　　　　　　　　　　）

Ｑ４． 貴社・貴団体の従業員数（正規社員）について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

1. 50名未満 2. 50名～100名未満 3. 100名～500名未満

4. 500名～1,000名未満 5. 1,000名～5,000名未満 6. 5,000名以上

Ｑ５． 貴社・貴団体の過去３か年の平均的な正規社員の採用数について、お教えください。

Ｑ６． 貴社・貴団体の本年度の採用予定数は、昨年度と比較していかがですか。(あてはまる番号１つに○)

1. 増やす 2. 昨年度並み 3. 減らす

4. 未定 5. 採用予定なし

次のページへ続く→

本社（本部）所在地 都・道・府・県　←１つに○

過去３か年 平均 名程度

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」は、2020年4月より入学定員増を構想しています。

はじめに、貴社・貴団体についてお伺いいたします。

　このアンケートは採用ご担当者の皆様からご意見をお伺いし、より充実した大学や学部・学科にするための参
考資料とさせていただくものです。このアンケートで得られた情報や回答内容は、上記の目的のための統計資料
としてのみ活用し、個人を特定することは一切ありません。

　つきましては、ぜひアンケートへのご協力をお願いいたします。

大阪経済法科大学

「国際学部 国際学科」に関するアンケート

＜国際学部 国際学科／入学定員増＞構想中

国際学部 国際学科（入学定員 140人） → 国際学部 国際学科（入学定員 200人）

18
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調査票

Ｑ７． 大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」には、以下のような特色があります。

貴社・貴団体 （ご回答者様） にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力を感じますか。

（各特色ごとに、あてはまる番号１つに○）

とても ある程度 あまり まったく

魅力を 魅力を 魅力を 魅力を

感じる 感じる 感じない 感じない

Ｑ８． 貴社・貴団体（ご回答者様）は、大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」を卒業した学生について

今後、社会が求める人材として必要だと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

1. 必要だと思う 2. 必要だと思わない

Ｑ９． 貴社・貴団体（ご回答者様）は、大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」を卒業した学生について

採用したいと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

1. 採用したいと思う 2. 採用したいと思わない

Ｑ10． Ｑ９で国際学部 国際学科の卒業生を「１．採用したいと思う」と回答された方におたずねします。

採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。

現時点でのあなたご自身のお考えに一番近いものをご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

Ｑ11． Ｑ９で国際学部国際学科の卒業生を「１．採用したいと思う」と回答された方におたずねします。

大阪経済法科大学「国際学部 国際学科」を卒業した学生を採用する際に、採用職種（業務内容）としてあてはまるものをお答えください。

（あてはまる番号すべてに○）

1. 2. 3.

4. 5. 6.

7. 8. 9.

10. 11. 12.

13. 14. 15.

16. 17. 18.

19. 20. 21.

22. 23. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

語学系職種（海外スタッフ、留学コー
ディネーター、語学講師など）

教育・医療・福祉系専門職

営業職（企画営業、法人営業、
個人営業、ＭＲなど）

～質問は以上です。ご協力ありがとうございました。～

クリエイティブ、デザイン業務

受付、秘書など一般事務
（電話応接、案内、その他事務関連）

６ ７

不動産系専門職
データ解析、データオペレーション、
市場調査

旅行・観光・ホテル系職種（ツアーコ
ンダクター、ホテルスタッフなど）

旅客サービス職（客室乗務員、空港
業務スタッフ、航空管制官、鉄道・船
舶パーサー・車掌など）

貿易関連職（通関士、貿易事務、海外営
業、外資系スタッフなど）

エンジニア、ＩＴエンジニア、技術開発業務

企画開発、商品開発、事業開発
品質管理、安全管理、危機管理、
法務、知財管理

自社の宣伝・広報、マーケティング、ＩＲ

コンサルティング、アドバイザー業務 金融系専門職

４

A. → １ ２

※　以下は、同封しております資料をご覧いただいた上で、お答えください　※

３ ４

B. →

【国際的な専門知識を複合的・総合的に学修する】
初年次に国際理解の土台を築き、２年次から２コース６モデルの幅広い学びにアプ
ローチ。国際的な専門知識を学修し、集大成として将来を見据えた研究テーマを探
求します。

【「世界で通用する英語力」の修得】
１・２年次は習熟度別の少人数クラスやチームティーチングで毎日英語科目を受講。
２年次以降は英語で専門科目も学び、全員がTOEIC600を目標、発展目標として
730を設定。国際社会で協働するための英語を修得します。

【豊かな国際感覚を磨く留学・海外体験】
25カ国・65大学の協定校ネットワークを生かし１年次に全員が留学を経験し、異文化
理解を深めます。さらに２年次以降は中期・長期留学プログラムに挑戦し、語学力と
専門知識を深めます。将来の目標に応じ、複数の国に複数回留学が可能です。

１名 ２名 ３名 ４名
５名

～９名
10名
以上

２ ３

D.

【世界で活躍するためのキャリア形成】
国内外のインターンシップや国際舞台に関する実践的課題に取り組み、世界が求
める人材を育成。また、希望進路に応じた特別プログラムを実施し、専門知識の修
得や資格の取得にも取り組みます。

→ ２ ３ ４

人数は
未確定

１

→

１ ２ ３ ４ ５

生産工程・物流管理（物流、資材購買、
貿易、運輸、配送などの管理業務）

３ ４C. １ ２

財務、会計、経理に関わる事務

人事、組織管理、運営に関わる事務

経営企画、経営、マネジメント
営業・販売事務（金融・保険事務、
営業・販売アシスタントなど）

接客・販売（飲食、ショップ、美容
エステなどでの接客・販売業務）

１
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フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

- 学長
タハ゛タ 　リイチ

田畑　理一
＜平成29年4月＞

経済学博士
大阪経済法科大学学長
（平成29.4～33.3）

現　職
（就任年月）

別記様式第３号（その１）

教 員 名 簿

学 長 の 氏 名 等

調書
番号

役職名 年齢
保有

学位等
月額基本給
（千円）
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